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開議 午前１０時００分 

 

◎開議の宣告 

○議長（植木弘行君） おはようございます。 

  散会前に引き続き本日の会議を開きます。 

  ただいまの出席議員は31名であります。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎議事日程の報告 

○議長（植木弘行君） 本日の議事日程はお手元に

配付のとおりであります。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎市政一般質問 

○議長（植木弘行君） 日程第１、市政一般質問を

行います。 

  発言通告者に対し、順次発言を許します。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◇ 金 子 哲 也 君 

○議長（植木弘行君） 30番、金子哲也君。 

〔３０番 金子哲也君登壇〕 

○３０番（金子哲也君） おはようございます。30

番、金子哲也。一般質問を行います。 

  本日は、那須塩原市における産業廃棄物問題だ

けを取り上げて質問させていただきますが、その

前に、この問題について幾つかの見解を述べさせ

ていただきます。 

  まず、その第１点について述べますと、ご承知

のとおり、那須塩原市は120カ所の終了済み産廃

施設があり、また現在操業中の施設が黒磯地区に

26カ所、西那須地区に８カ所、塩原地区に６カ所

の計40カ所あります。また、別途新たに青木地区

を初め、16カ所の産廃設置計画書が県に提出され、

県の許可を申請中であります。 

  この状況を近隣の各市と比べてみますと、現在

操業中の施設については、大田原市が８件、矢板

市が２件、那須町が６件と非常に少なく、この３

市町の施設合計でも16件は、那須塩原市の１市の

中にある40カ所と比べて３市合わせてわずか40％

にすぎません。また、許可申請数においても、大

田原市が２件、矢板市が１件、那須町が４件と著

しく少なく、その３市町の合わせての申請合計数

は７件で、那須塩原市の16件に比べてわずか44％

にしかすぎません。 

  この合計数を逆の意味で比較してみますと、３

市町では23件の範囲にとどまっているのに対して、

那須塩原市は56件であり、約2.5倍以上の規模に

あることがわかります。言いかえれば、今や那須

塩原市は県北地区における産廃銀座の過密都市で

あり、全く自慢にならない不名誉な実態のもとに

あると言えます。そのほか、会社、工場等の自社

廃棄物処分場は那須塩原市には80カ所あり、不法

投棄に至っては数は不明であります。 

  では、なぜこのように数多くの産廃施設が我が

市にふえ続けているのでしょうか。この点を産業

廃棄物の首都圏における発生量や地理的条件及び

我が那須塩原市の社会風土を結んで考えてみます

と、次のように考えることができます。 

  全国の産業廃棄物の年間発生量は約４億5,000

万ｔと言われ、家庭から出る約5,000万ｔのごみ

の約９倍に上ります。この４億5,000万ｔの産廃

のうち、約１億ｔから１億5,000ｔが首都圏で発

生し、その多くは首都圏から近いこの那須野原地

域に運び込まれていると見ることができます。ま

た、同時に、今までの那須塩原市では施設設置へ

の反対意見や強い反対運動が少なく、産廃業者に
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とってまことに都合のよい地域という条件が整っ

ていたと考えられます。したがって、現在許可を

申請中の16カ所についても、反対運動が提起され

なかったり、反対運動が中断されたりすると、そ

の数は無限にふえ続け、その結果、住環境や農業

環境を汚染し、このマイナスイメージは観光経済

にも悪影響を及ぼすことは明らかであります。こ

のことは、那須塩原市全体の真の資産価値を落と

してしまう重大な問題であって、極めて大きな政

治課題ということが言えるわけです。 

  次に、この問題への対応の難しさが法律・制度

にあることが考えられます。 

  ご承知のいわゆる廃掃法、産業廃棄物の処理と

清掃に関する法律及び栃木県産業廃棄物処理に関

する指導要綱の構造を見ますと、産廃処理施設の

設置がいいのか悪いのか、またその場所での設置

がいいのか悪いのか、それに賛成なのか不賛成な

のかについては、実質的には施設の用地を売った

地主と、隣接地主及び周辺300ｍないし500ｍの土

地に所在する自治会等の判断にゆだねられている

という制度上の難点があります。 

  一方、この制度は産廃施設をつくらせるための

法制度であり、正当な理由をもって反対する手段

を持たなければ、当然に許可されてしまうという

性格を持っているという面があります。しかしな

がら、そもそも大気や土壌、そして地下水の汚染、

さらには下流の大田原地区への伏流水の汚染のお

それなど、広い地域に影響をもたらすこの問題の

本質を考えた場合、その難しい判断問題について、

土地を売った地主や隣接地主及び自治会等だけで

解決できるものなのでしょうか。甚だ疑問であり

ます。 

  現在、那須塩原市内に設置申請がなされている

16カ所の計画のうち、青木地区、赤田地区、戸田

地区及び洞島地区を除いては、議会で論議の対象

にはなっていません。多分百村地区とか高林地区

とか関谷地区とか石林地区などの住民は、この法

律や指導要綱の趣旨を理解できないまま、業者の

説明会開催の通知を受けただけで、五里霧中の中

で悩みながら、その是非や適否について判断を強

いられ、苦しんでいるのではないかと憂慮される

次第であります。 

  今後さらに都市経済の好況にあわせて首都圏の

産業廃棄物はふえ、那須塩原市への産廃処理場の

設置申請がふえ続けることは、当然に予測されま

す。これに対して、市当局では既にこれ以上の施

設増加については受け入れられないことを県に表

明し、議会もこれに同調しているところでありま

す。しかし、それだけで到底事が足りるとは考え

られません。どのような対策が必要なのか、それ

は市当局の役割なのか、また議員個人や議会の役

割なのかなどなど、考えざるを得ないことが多々

あります。 

  以上の視点に立って、質問を述べさせていただ

きたいと思います。 

  環境行政についてということで、世界的に環境

問題が危惧されている状況の中で、那須塩原市内

における新規計画及び拡張計画の産業廃棄物処理

施設の申請が多数提出されている。これに対して

市当局はどのように受けとめ、どのように対処し

ていくつもりかお伺いいたします。 

  例えば、那須地域環境対策連絡協議会と連携し

ている地域団体やその運動をどう評価し、どうサ

ポートしていくつもりかをお伺いいたします。 

  また、産廃最終処分場にかかわる周辺環境影響

調査業務委託のその後についてお伺いいたします。 

  さらに、６月議会でも要求いたしましたが、市

の産廃対策室等の行政側の組織の変更はできない

かどうか、それをお伺いいたします。 

  １回目の質問は以上で終わります。 
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○議長（植木弘行君） 30番、金子哲也君の質問に

対し、答弁を求めます。 

  市長。 

〔市長 栗川 仁君登壇〕 

○市長（栗川 仁君） おはようございます。 

  30番、金子哲也議員の市政一般質問にお答えを

いたします。 

  環境行政についてでございますが、日本におけ

る産業廃棄物の処分場は、リサイクルの推進など

により減少傾向にありますが、国内全体で見れば、

処理施設が不足をしている状況にあります。 

  しかしながら、産業廃棄物処理施設が過度に集

中する本市の現状にかんがみれば、産業廃棄物処

理施設に関し既に十分に社会責任を果たしており、

また市民の安全・安心な生活環境への影響が大い

に懸念されることから、これ以上の産業廃棄物処

理施設の立地に対しては断固反対であるという考

えのもと、立地規制の強化について引き続き県や

国に働きかけを行っていくとともに、規制し得る

方策等について検討を進めてまいります。 

  また、市内各地域に産業廃棄物処理施設の設置

計画が持ち上がる中、それぞれの地域で反対運動

が展開されておりますが、市といたしましては、

地域住民が地域の環境をみずから守ろうと立ち上

がり、展開する、それらの住民主体の運動を尊重

し、那須地域環境対策連絡協議会と緊密に連携を

図りながら、情報の提供など、できる限りの支援

を行ってまいります。 

  次に、産廃最終処分場にかかわる周辺環境影響

調査業務につきましては、去る７月、産業廃棄物

最終処分場の立地規制方策等に資する周辺環境影

響等に関する調査研究について福島大学に委託し、

その調査研究に着手をしたところです。今後は、

庁内の連絡会議も連携を図りながら、市として講

じ得る方策等について調査研究を進めてまいる考

えであります。 

  最後に、廃棄物を所管する組織につきましては、

会派代表質問で相馬義一議員にお答えをしたとお

りでございます。 

  以上で答弁といたします。 

○議長（植木弘行君） 30番、金子哲也君。 

○３０番（金子哲也君） 今、最後の中で市の産業

対策室等の行政側の組織変更ということで、相馬

議員にお答えしたということを、ちょっとだけも

う一度お話し願いたい。 

○議長（植木弘行君） 企画部長。 

○企画部長（高藤昭夫君） 昨日の会派代表質問の

相馬義一議員にお答えしたのは、市の平成20年度

からの組織の見直しの中で、生活環境部につきま

して現在の１課体制を環境管理課と環境対策課の

２課体制としまして、その環境対策課の中に廃棄

物対策室を新たに設ける、こういうご答弁を申し

上げたところであります。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） 30番、金子哲也君。 

○３０番（金子哲也君） わかりました。 

  それでは、再質問をいたします。 

  市長は、県に対してこれ以上の産廃施設を受け

入れられないということで総量規制の導入を要望

しております。それを受けて、県も環境省に対し

て同様の趣旨のことを要望しているということを

聞いております。この問題は廃棄物処理法の改正

問題と考えているのか、または法律の運用を委任

されている栃木県の指導要綱の改正の課題と考え

ているのか、またその改正についてどのような期

待と見通しを持っているのかお伺いいたします。 

  先日、環境省に尋ねてみますと、廃棄物処理法

の解釈と運用は県知事に任せてあるとの回答であ

りました。また、同法の第５条の定める規定の趣

旨では、都道府県内の処理の適正化の責任は県知
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事の所管のもとにあるというふうに解釈できます。

すなわち、総量規制の課題は県知事の権限責任の

問題であるが、県知事は、昨日の質問にもありま

したが、県から国へ要望書を出しているというこ

とでありましたが、単に環境省に責任を転嫁して

いるだけではないのかというふうにも思われます。

もしこれ以上の産廃を受け入れない、また総量規

制を図るべきだという主張を貫くのであれば、市

長は当然に県知事や県議会を説得したり、時には

対決することも求められることになりますが、市

民の運動方針やこれに臨む覚悟も絡んでくるので、

この点を含めて、まず市長の決意を聞かせてほし

いと思います。 

○議長（植木弘行君） 生活環境部長。 

○生活環境部長（松下 昇君） お答えをさせてい

ただきます。 

  法関係のことにつきましてご質問がありました

けれども、ご存じのように指導要綱というのは法

律規制上非常に緩いものでございまして、相手の

承諾を得るような形での適用しか現実論としては

ないわけです。裁判になったときに、それを根拠

としてすべて進めていくというわけにはいかない。

よって、法律が直らないとだめだということで国

の方に、私どもも直接環境省にも行っております

し、県からも要望をしたという流れになってござ

います。 

  よって、先ほどお話がありました県知事に権限

が与えられている、解釈は知事がするんだという

ような旨のお話がありましたけれども、それはあ

くまでも全体の枠は国が決めた解釈で進むわけで

ございまして、事例といたしましては、県知事が

だめだと言ったものが、言葉では適切でないです

が、業者の方から、それはおかしいということで

国に裁定申請をした場合、県の判断は間違ってい

るということで逆に国の方からお墨つきをもらっ

てしまったというような事例も出ているように、

最終的には国が責任を持って法律を運用している

ということになるわけでございます。よって、最

終的、根本的な解決はあくまでも国の法律を直し

ていかなければ、これは難しいものがあるという

ふうに認識をしております。よって、市といたし

ましても、県にただ言えば済むということではあ

りませんから、国に対しても声を上げていかなけ

ればならないということで、これからいろいろな

方策で話をしていきたい。 

  例えば、まだ確定しておりませんけれども、来

年度、全国産廃の関係市町村の組織がありますけ

れども、これは小さなものではありますが、全国

レベルでの連携をとっていますので、その辺の大

会等を開きながら、できることなら皆さんと一緒

に国に要請にも上がれるような行動が、その大会

といいますか、組織でできないか、見直しのお話

だけが話ではありませんので、そういう連帯をし

た上で行動を起こすのも一つの方策なのかなと、

その辺も模索をしているのが現状でございまして、

当然知事に大きな期待をしておりますけれども、

国の方が直らなければ抜本的な解決は難しいとい

うふうに認識をしております。 

  以上でございます。 

○議長（植木弘行君） 30番、金子哲也君。 

○３０番（金子哲也君） 今の答弁も、ある程度納

得いくわけですけれども、法律があるから、これ

は法律を守らなくてはならないということももっ

ともなことではあるのですが、しかし、大きな部

分で県知事に任せてあるという部分が相当やはり

大きく、県の方の責任でやっているわけなので、

もっと県に対して強い反対要求をしていく必要が

あるのではないかということを我々は常々考えて

いるわけで、それはもちろん環境部の方でもわか

ってはいるんでしょうけれども、やはりそれをも
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っともっと強く打ち出して、国がということはあ

っても、余りそれは言葉に出さないように、ひと

つ県の方にどんどん反対要求をしていってもらい

たいと思います。 

  産廃施設のさらなる増加傾向を考えた場合に、

産廃と利害が対決する自治会、区長会に対して、

より理解を深めてもらうための啓蒙運動が必要で

はないかというふうに考えられます。市は、行政

機関として啓蒙事業を実施する考えがあるか、も

しくはそれに限界があるというふうに考えている

のか。全国の中で、自治体によっては産廃につい

ての住民投票を実施した市もあるんです。首長、

議会、市民のほとんどが産廃設置反対の強い意識

で一体化している自治体になっていって、そして

もう本当にそういうことによって一体化するもの

なのかなというふうに感じられます。その一方で

また、ぬるま湯に浸かっているような自治体もあ

ります。そこに存在する市民意識、これは啓蒙活

動のリードによって変わってくるというふうに考

えられます。 

  我が那須塩原市は産廃の過密都市という情報を

市民にもっともっと明らかにした上で、市民意識

の改革や協力を求めていくような手段をとる考え

はないかどうかお伺いします。そして、我が那須

塩原市では過去、県の指導と業者の言うがままに

流されて、古い産廃施設が120カ所、そして稼働

中の施設が40カ所、さらに16カ所の計画が今持ち

上がっているわけで、また自社処分場も合わせる

と、何と260カ所の産廃場が存在しているわけで

す。 

  市民の生命、身体、財産にかかわる重大なこの

問題について、今日までの間、市の広報紙で扱っ

ていない。これはちょっと不自然過ぎるのではな

いか。このような重大問題を市民のほとんどが何

も知らされないままで来ているが、それでいいの

だろうかということでお伺いいたします。 

○議長（植木弘行君） 生活環境部長。 

○生活環境部長（松下 昇君） お答えをさせてい

ただきます。 

  最初に言いました自治会等への啓蒙の件でござ

いますが、過去の私どもの動きといたしまして、

産廃の反対運動に着手するとき、自治会の連合会

が組織されておりますけれども、そこに私どもも

出向いて事情等を説明して、それを理解の上に全

市に広げて署名活動が出て、５万何千人というよ

うな形で署名が集まったという経過がございまし

て、そういう地道な我々の行動もご承知おきいた

だきたいと思います。 

  また、反対地区の独自の勉強会という際につき

ましては、担当課長以下出席をしてアドバイス等

もしているつもりでございまして、今後とも求め

があれば、那須地域環境対策の協議会は、その中

心組織は自治会がかなりのウエートを占めており

ます。そういう中で、その辺との連携の中で勉強

会をしていこうという話になれば、喜んで私ども

は出席をしてお話をしていきたいなというふうに

思っておりますので、そういう意味では、個々の

自治会を特別集めてお話しする機会は今まであり

ませんでしたけれども、組織を通じて浸透するよ

うに話はしてきたつもりでございます。 

  それから、広報紙に載っていないというお話も

理解できないわけではございませんけれども、い

ろいろな方策で、例えばそういう大きな署名活動

をするときの趣旨を書くときとか、そういうとき

には十分市の方の考えも聞かれておりますので、

それをアドバイスした中で、これは全市民に伝わ

っていくかなという形で我々も協力しているつも

りですし、そういう意味では、いろいろな媒体で

市民に伝わっていくということだと思います。広

報紙に載せるべきだという議論につきましては、
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きょう即断はできませんけれども、検討はさせて

いただきたいなと思います。 

  そういう形で、あと住民投票の件がありました

けれども、確かに事例といたしまして何市か私ど

もも掌握しておりますけれども、あれだけの署名

が集まったということは、そういう市民の意向だ

と、それを受けて市長先頭に反対の活動をしてい

るというふうにご理解いただきたいと思いますし、

住民投票によって即断にこれが設置できない、で

きるというものではございません。いわゆる市民

の考えを尋ねるための一つの方策だということで

すから、我々といたしましては、署名があれだけ

集まったというのは、市民の方々が多く反対をし

ているというふうに認識しておりますから、同じ

結果になるのではないかというふうに私は理解を

しております。 

  以上でございます。 

○議長（植木弘行君） 30番、金子哲也君。 

○３０番（金子哲也君） これは単に産廃施設の

300ｍとか500ｍとか、そういう地元住民の問題だ

けではなくて、市民全体の問題であるということ

で、市は全市民と一緒になって市民の安全を守ら

なくてはならないのではないか。それには全市民

にこの実情をできるだけ情報を出して理解しても

らい、そして市民と一緒になって安全を守る、そ

ういうことをぜひ考えていってもらいたい。そし

て、広報紙も利用しながら、ぜひ本当の実情とい

うものはいつも市民に対しては知らせてほしいと

いうことを願っております。 

  反対運動を盛り上げ、真剣にこの問題に取り組

むためには、地元の不動産業界とか、それから建

設業界とか、それからその他いろいろの各界の人

にも呼びかけて、そしてこの運動を展開する必要

があるのではないか。そういう呼びかけをする考

えがあるかどうか。また、市がそれができないん

だということであれば、それはだれが行えばいい

かということも考えなくてはならないかと思いま

す。那須塩原市の産廃問題の実態データや問題点

を明らかにする資料がなかなか我々のもとに入っ

てきづらいという問題があります。特に市民の中

に、それからそういう業者の中にも入っていかな

いということで、関係業界だけではなくて、地域

選出の県議会とか国会議員にもぜひ那須塩原市の

政治的課題として理解を求めていく必要があると

考えられます。また、必要に応じて県の指導要綱

の具体的な変更・改正案を県に対して提案してい

ってはどうかということをお伺いいたします。 

○議長（植木弘行君） 生活環境部長。 

○生活環境部長（松下 昇君） お答えをいたしま

す。 

  業界に対する働きかけ、まず１点目ありました

けれども、直接的にやるかどうかは検討したこと

がありませんけれども、自主的にそれぞれの分野、

業界が検討していただいている情報は得ています。

例えば建設業界がリサイクルに取り組もう、市の

建設事業にあっても、そういうことを頭に入れな

がら、リサイクルを考えながら、再生したものを

利用しながら施工していこうというような動きが

あるというふうに私どもは理解をしておりますし、

そんな話も聞いております。それから、商店会等

でそういうリサイクルの活動をしたり、個々の商

店なりが独自の自分の考えで循環型社会形成に向

けて努力をしていただいている例等も聞き及んで

おりますので、それぞれの立場の方たちがそれぞ

れ考えていただくのも非常に大切なのではないか。

すべてを行政が教えていくというようなスタンス

で本当に、成熟社会になったわけですから、知識

は当然あるわけでございますので、いかがかなと

いうふうに思っておりますが、もちろん市として

の責務としてはいろいろなデータを出したりして
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協力していくのはやぶさかでないとは思います。 

  それから、国会議員とか県会議員に対しての働

きかけなり等の話もございました。我々につきま

しては、県に対する要望のときは、県議会議員の

先生方にも立ち会ってもらったりしてお話を伝え

るようにしておりますので、十分内容は理解して

いただいているというふうに思っておりますし、

県におきましても国会議員との懇談の機会があり

ますが、その際にもちゃんと伝えていただいてい

るというふうに聞いておりますので、その点は私

どもが直接に県内の各国会議員の先生の方々にお

話しに行くということはやっておりませんが、し

っかり私は伝わっているのだなというふうには思

っておりますので、先生方の活動にも期待をして

いるところでございます。 

  それから、要綱の改正につきましては、従前か

らお話ししていますように、例えば１㎞規制とい

うものは指導要綱にありますけれども、それは現

在運用されているものからの距離なんです。だけ

れども、那須塩原市は過去にやめてしまったもの

がたくさんあるわけです。そういうやめてしまっ

たものも含めてやれば、ほとんどもうできなくな

ってしまう地域になってくると思います。そうい

うこともちゃんと、廃止になったところも含めて

土地規制に入れてくれ、そういうような話をした

りしておりますので、指導要綱がもう動かないも

のだというふうには理解しておりませんし、もっ

と厳格に運用できるような指導要綱に強化してい

ただくようにお話もしております。また、その辺

につきましては、随時でございますが、県の本庁

の担当課長も来ていただいていますが、勉強会を

お互いにして、いい議論はしているつもりであり

ますが、なかなか形になってあらわれないのが歯

がゆいというところもあろうかと思いますが、

我々としても地道に粘り強くやっていきたいなと

思っております。 

  以上でございます。 

○議長（植木弘行君） 30番、金子哲也君。 

○３０番（金子哲也君） 一般住民の協力もさるこ

とながら、種々の業界に働きかけて、那須塩原市

ぐるみの一致協力が必要なのかなというふうに思

います。これは市全体で取り組まなくてはならな

い問題なので、これは大いに業界にも働きかけて

ほしいと思います。 

  また、県の指導要綱等についても、当然検討は

しているのでしょうけれども、それに対する検討

するチームづくり、そういうものも必要ではない

かというふうに考えますので、ぜひしっかりした

チームづくりをして、それについても検討してい

ってほしいと思います。 

  それから、県知事がとある席で、那須塩原市の

産廃施設増大の実態に触れて、地主が不用意に産

廃業者に土地を売るからだ、産廃施設がそれでふ

えるんだというコメントをしていますね。まさに

的を射た言葉とは思いますが、素朴な方法ですが、

産廃事業者へ土地を貸さない、売らない運動を展

開する考えはないか。当然これは検討しているこ

とはわかりますけれども、もっと十分に市民にこ

れが行き渡るようなことで検討してもらわないと

意味がないのかなと思いますので、これをもっと

大々的に検討してもいいのではないかと。 

  そして、土地規制を伴う運動は市当局という行

政機関ではやらない、やれないという意見であれ

ば、それはどこかの部署でやればよい、どこがや

ればよいのかということもぜひ考えてほしいと思

います。法律家の意見を参考にすると、国土利用

計画法に基づく土地利用計画条例での規制、環境

基本条例での規制、それから水資源保護条例など、

産廃を視野に入れた条例は有効であるということ

が述べられています。この条例づくりは当然、
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県・国とも嫌がると考えられますが、逆に嫌がら

れる条例でなければ効果がないという側面もある

わけで、これらの産廃に対抗するための条例の検

討はどこまで進んでいるのかお伺いします。 

  また、福島大学との研究はどのような内容で、

どのような方向を目指して研究しているのか、そ

の途中経過と見通しを教えていただきたいと思い

ます。 

○議長（植木弘行君） 生活環境部長。 

○生活環境部長（松下 昇君） お答えをいたしま

す。 

  まず、最初にありましたチームづくりのお話が

ありましたが、これも何度かお答えをしておりま

すが、庁舎内に関係部課からの職員から成る研究

チームをつくって、福島大学の研究と連動させな

がら、先ほど最後のお話にもありました各種条例

の問題も含めまして検討を進めているところでご

ざいます。 

  それから、確かに知事のお話の中に土地を売ら

ないような話、その辺を指摘されているのも私ど

も直接耳にしておりますので、これも相馬義一議

員のときにもお話をしましたが、非常に何と反論

してよいのかちゅうちょされたような悲しい思い

をした現実があります。ですから、この辺につき

まして、１つの動きとして、ある自治会が産廃の

話が上がったときに自治会が独自に集まって、そ

ういうものは我が地区には要らないという決議を

して、それを防止している活動等も事例としては

ありますし、この辺の話につきましては、那須地

区環境対策協議会の中でも私は、まだ部長として

のレベルでありますけれども、そういうような動

きも必要なのではないでしょうかというサジェス

チョンはさせていただいておりますし、話題の中

にそんなことが出てくる、まずは一番多く設置さ

れているような地域からどんどん地区の宣言とし

てそういうのが上がってくるのがいいのだよなと

いうような話もしていますので、どういう動きに

なるか先はまだわかりませんけれども、那須地区

の協議会につきましては、個々の具体的な反対だ

けやっていくという話ではございませんので、那

須地域の環境を守るという大きなスタンスに立っ

てやっているわけでございますので、その辺も視

野に入れながら活動していただけるんだなという

ふうには理解しておりますし、期待もしていると

ころでございます。 

  それから、先ほど少し触れましたけれども、福

島大学との研究につきましては、まだ緒についた

ばかりでございまして、まず基礎資料の収集を行

って提供をしたところでございます。どういうも

のかといいますと、まず私どもが一番不得意とす

る科学的な調査と判断、特に土質、地下水、その

辺につきましては、やはり専門学者のお話を聞く

のが一番説得力がありますし、それをまとめ上げ

るのが必要かと思いまして、各部で持っているよ

うなデータが結構たくさん散見されましたので、

それを全部集約をさせていただいて、膨大な数に

なりましたけれども、地質のデータを送ったとこ

ろでございます。それの分析に今入っていただい

ておりますし、なかなか性急に簡単に結論が得ら

れる問題ではありませんけれども、それぞれ先生

方が自分で課題を見つけて、自分の研究テーマを

今どこに置くかという形で取りまとめをしている

段階でございます。一部近々、少し調査に地元に

も行きたいなと。額が少ない額なものですから、

ボーリングをするような予算は委託料に入ってお

りませんので、簡単な調査になるとは思いますが、

その辺も進めていただくという話になってござい

ます。 

  以上でございます。 

○議長（植木弘行君） 30番、金子哲也君。 
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○３０番（金子哲也君） 福島大学との研究につい

て、内容などをできるだけ議員や市民にも情報を

提供してほしい。これは、今こういうのを検討中

だよというのでも結構ですから、やはり定期的に

ぜひ流してほしい。我々は非常に興味を持って、

期待をしながら待っているわけですから、途中で

もぜひ、今、こういう状況だよということで、情

報はぜひとも提供していただきたいと思います。 

  五里霧中の中にあると推測される、例えば百村

とか高林とか関谷とか石林、各地区で現在どのよ

うな実態のもとに置かれているのか、もしわかり

ましたらお伺いしたいと思います。 

  そして、北赤田地区とか洞島地区などでは地元

に議員がいまして、議員自身が市民と一緒に行動

したり、それから反対運動のリーダーに立ってい

るところもあるわけです。各地の産廃問題につい

ては、市は議員個人や議会に対しどのような役割

を期待しているのかお伺いします。 

  また、環境問題に関心が深く、行政法とか民法

などにも明るいという一般市民が数多くいるわけ

で、そういう市民に委嘱して、この問題の取り組

みを一部背負ってもらうというようなことは考え

られないかどうか、ひとつお伺いいたします。 

○議長（植木弘行君） 生活環境部長。 

○生活環境部長（松下 昇君） お答えをいたしま

す。 

  最初にありました、途中経過でもいいから福島

大学の話を聞かせてほしいと。それにつきまして

は、そのつもりでおります。当初から福島大学と

は単なる学術的な研究ではなくて、市民とのそう

いう交流等も含めてやっていただきたいというこ

とで、それは大いにいいことだということで意気

投合してこの話が進んできている部分もありまし

て、私どもはそういうものも当然視野に入れなが

ら、例えば青木地区の方と話す機会にも、我々と

して会う機会も設けますよという話もちゃんと私

も公言をさせていただいていますので、その辺は

できるものだというふうにご理解いただければよ

ろしいかと思います。時点につきましては、若干

まだ今決められる段階ではありませんけれども、

なるべく早い段階で話がまとまれば、先生の方か

ら講演をいただくとか、そして質疑応答するよう

な形の機会になろうかと想定しますけれども、そ

ういうものも考えていきたいなと思っております。 

  それから、次にありました各地の動きにつきま

しては、なかなか個々にどうこうというのは非常

に、ここで言うのはどうかなと思う部分もあると

思いますので、我々はそれぞれの地域から相談が

あったり、私どもが情報をつかんだときの紹介を

したりして、どんな動きになっているんだろうと

いう話はしながら進めております。なかなか物に

よっては、地域と業者との関係が余りにも密接と

いいますか、地域の方たちが反対しにくいという

ものも、そういう例もありまして、なかなか反対

活動が難しかったところも、それなりの工夫をし

ながら反対活動にうまく結びつけてきたというも

のも、これは具体的にどことと言うと、なかなか

差しさわりがあるかもしれないので、申しわけな

いですが、相手に断りもしないで言えませんので

控えさせていただきますが、そういう成果も実は

上がっているというふうに理解をしてございます。 

  それから、議員に対する期待につきましては、

私どもがお話しするのは大変僣越な話でございま

すので、とりあえず反対という同じ考えの方向を

向いてやっていただいているというふうに理解し

ておりますので、そういう意味で包括的に大変期

待をしているというふうにご理解いただければあ

りがたいと思います。 

  それから、最後にありました、市内のある程度

知識の深い方にアドバイス等はという話がござい
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ましたけれども、一部ではございますけれども、

非常に独自に勉強していただいている方がいて、

お話が来て、ああ、そういう視点もあるな、そう

いう実地調査をしてデータを受けたならというよ

うなものもございます。その辺は非常に役立って

おりますので、その辺を踏まえて、体験でこうい

う点はどうなんだとただしてみたりというような

活用もさせていただいておりますので、ここで言

っても仕方がないかもしれませんけれども、ぜひ

独自にいろいろなデータの提供も我々の方にいた

だければ、知識の提供もいただければありがたい

なと思っています。時々窓口に来てお話ししてい

ただく方もありまして、その辺につきましては真

摯に受けとめて耳を傾けて参考にさせていただい

ている現状にございます。 

  以上で、漏れたかどうかわかりませんけれども、

お答えにさせていただきたいと思います。 

○議長（植木弘行君） 30番、金子哲也君。 

○３０番（金子哲也君） 16カ所の申請が出ている

だけに、４カ所については今、対策委員会みたい

なものができて、今反対運動をやっていますけれ

ども、そのほかについてはなかなか地元としても

体制ができていないというふうに伺っていますの

で、ぜひこちらにも目を向けてもらいたいという

ふうに考えております。 

  また、市民の中にはこれらの問題に本当に精通

している人もいるし、それから長年の経験を経て

きたという学識者もいらっしゃるし、それから非

常に情熱を持っている人がいるということ、これ

がすごく大事なことだと思いますね。そういう人

たちにぜひボランティアなり、それから委員会な

りに入ってもらうなりして、ぜひ協力してもらえ

ば、相当の力になるんじゃないかと。やはり行政

内だけにこだわらずに、外部の市民と協働してこ

の問題に立ち向かっていくべきではないかという

ふうに考えますので、その点よろしくお願いしま

す。 

  昨日の相馬議員の質問に答えて、市長は、産廃

対策室の設置について明確な方針を明らかにされ

たことは、大変喜ばしいことだと思っております。

６月議会でも私、専門とする産業対策課または対

策室を設置できないかという強い要求をしたとこ

ろですけれども、それが今度できるということで、

私の質問はもうそれで終わりだなと。今回の質問

はそれでもう十分だというふうに考えたぐらい、

本当に大きな変化だと思います。 

  そして、産廃対策室を、それでは今度はいかに

機能させるか、それを機能させるのに法制度の性

格上難しい面が予想される面もありますよね。そ

の基本的な職務の骨格・構想についてお伺いした

いと思います。基本的には市の方針を貫くのであ

れば、職務の内容は県の方針や指導要綱に対抗す

る意味で条例づくり、それから指導要綱の改正案

の県への提案など、市民運動と連携するような仕

事がたくさんあると思います。どのような方針の

もとに産廃対策室は設置されるのかお伺いします。 

  また、産廃の実態と問題点を明らかにする資料

づくり、それから市民の意識改革を図る啓蒙資料、

それから市民が反対できる根拠情報などを作成す

る組織として設置することも必要と考えられるが、

それはどうでしょうか。 

  また、先ほどもありましたが、環境調査体制、

これの強化がこれからは非常に重要だと思われま

す。これに対する対策をぜひ考えてもらいたいと

思いますが、これはいかがでしょうか。 

  それから、産廃対策室はいつから開始されて、

その規模はどのぐらいになるのか。そして予算に

ついても思い切った予算を出してもらいたいと思

います。これは、ほとんどの市民が、思い切った

予算に対して反対する人はいないと思うんです。
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これは本当に未来の那須塩原市を考えたときに、

何としても思い切ったやり方でやっていただかな

いと、後で後悔することになったら大変ですので、

その辺の産廃対策室のこれからのあり方をお伺い

いたします。 

○議長（植木弘行君） 企画部長。 

○企画部長（高藤昭夫君） お答えいたします。 

  産廃対策室につきましては、来年、平成20年４

月から新たに設置を考えておりますので、その時

点からスタートをする、こういうことになります。

現在の考えでは、当然室長を中心に仕事をしてい

ただくことになりますけれども、その中で事務分

掌的には、所管する事務分掌ですけれども、産業

廃棄物の関係、それから一般廃棄物、さらには不

法投棄、野焼き等の監視、土砂条例、それからご

み処理関係の補助、し尿処理関係と、こういうこ

とで業務の事務分掌を所管していただく予定でお

ります。 

  その中で、今もろもろ具体的な今、お話があり

ました。新しい室ですけれども、現在もこの係は

あるわけでありますので、基本的にそれを土台と

して、さらに体制なり仕事の充実、強化を図って

いく、こういう内容になろうかと思います。 

  また、具体的な人員の体制とか予算等々の話も

いろいろ出ましたけれども、それらについてはこ

れからの詰めということになりますので、現時点

では組織の骨格、それから目指すべき役割、方向、

こういったものを決めた段階にある、このような

ことであります。現在、事務分掌等の細かい詰め

もやっておりますし、これから11月ごろには新年

度、20年度に向けての予算編成もありますし、人

事の体制もこれからということですので、詳細に

ついては今後と、こういうことになります。 

  産業廃棄物対策課ではなくて廃棄物対策室と、

こういうことで、私、発言を訂正させていただき

ますけれども、そのようなことで、詳細について

はこれからということでご理解をいただければと

思います。 

○議長（植木弘行君） 30番、金子哲也君。 

○３０番（金子哲也君） 20年４月からということ

で、もう本当は来月からでも繰り上げてやっても

らいたいところですけれども、本当にこれはおく

れたら大変なことになるので。そして、やはりせ

っかくこんな思い切った体制をとるわけですから、

単に対策室に分けただけということに終わったの

では本当に残念なことになりますので、やはりこ

れは何としても産廃なり廃棄物なり、産廃場阻止

対策室というぐらいの意気込みで、ぜひこれはつ

くっていただきたいと思います。 

  これは本当に、特に産廃場ができる近隣の人た

ちはこれにすがる思いでみんな期待しているわけ

ですから、よくぞ市長はここまでやってくれたと

いうことでみんな喜んでいるわけですから、これ

を本当に内容の充実したものにぜひやっていただ

きたいと思います。この議会では、専門的な産廃

対策課ができて、そして産廃対策室を設置すると

いうことになったことが、本当に市長の大英断、

これは本当に市民こぞって喜んでいいと思います。

これは本当にうれしくて飛び跳ねるような思いで

す。この対策室が本当に機能して、これ以上の産

廃施設の侵入を阻止して、市民の安心・安全を守

れるように、行政とともに議員も全力で協働して

いかなければならないと、我々も本当に責任を感

じております。 

  未来の子どもたちに負の遺産を残さないように、

美しい那須野原を維持していくことは行政の責務

だと思います。そしてまた、それは議員の責任で

もあると思います。そのことを肝に銘じながら、

私の一般質問を終わります。 

  以上です。 
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○議長（植木弘行君） 以上で、30番、金子哲也君

の市政一般質問は終了いたしました。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◇ 山 本 はるひ 君 

○議長（植木弘行君） 次に、21番、山本はるひ君。 

〔２１番 山本はるひ君登壇〕 

○２１番（山本はるひ君） それでは、通告に従い、

市政一般質問を行います。 

  １番目の質問は、社会教育についてです。 

  教育というと学校教育に偏りがちですが、学校

教育は国や県の方針に左右されやすいものです。

その点、社会教育、特に公民館は市独自のやり方

で工夫できる部分が多く、まちづくりをする上で

のかなめであると言えます。 

  そこで、(1)公民館の役割と運営について。 

  ①公民館は生涯学習の場や仲間づくり、地域づ

くりの場として運営されていますが、市内15公民

館と分館、自治公民館、地区コミュニティとの関

係、位置づけについての考えを伺います。 

  ②公民館は学校教育との連携事業を積極的に行

っていますが、その受け持つ地区と小中学校の通

学区がずれていることについてどう考えているか。

学区審議会でこのことについて審議はされている

かについて伺います。 

  ③公民館の役割は今後大きくなると思いますが、

現在の職員体制で十分だと考えているか。開館日、

開館時間は適当と考えているかどうか伺います。 

  ④公民館を市民に役立つ地域の便利な拠点とし

て位置づけ、積極的に窓口業務を行い、その機能

強化、権限強化を進めていくことを考えてはどう

か伺います。 

  (2)図書館について。 

  ①生涯学習の拠点として、図書館やその分室の

充実を図るとうたっていますが、どこをどのよう

に充実するのか伺います。 

  ③西那須野、黒磯図書館は手狭だと思いますが、

今後それを解消する計画はあるのかどうか伺いま

す。 

  ２番目は、広報・公聴についてです。 

  行政にとって、市民の声を直接聞くことは大切

なことです。また行政の情報を積極的に市民に伝

えることも大切なことです。 

  そこで、(1)市長の記者会見について。 

  ①市長の記者会見での市からの情報提供はどの

ように行っているのか。情報提供の内容提供につ

いての基準はあるのかについて伺います。 

  ②下野新聞の県北・日光版の記事については当

市の記事が少ないように思われますが、そのこと

についての所管を伺いたいと思います。 

  (2)市政懇談会について。 

  ①市政懇談会での要望、意見、提言などを踏ま

えて、市民が市政に期待するものはどのようなこ

とだと考えているかについて伺います。 

  ②３年間の市政懇談会を終わって、今後の課題

は何かお伺いいたします。 

  (3)「広報なすしおばら」について。 

  ①市広報は４月５日号から行政連絡員からの配

布になりましたが、黒磯地区での市民の反応はど

うか。当初、配布がおくれるのではないかと心配

されましたが、問題なく配布されているかについ

て伺います。 

  ②市広報は行政連絡員から班長宅へ持ち込まれ、

各世帯に配布あるいは回覧という形になっている

地域が多いのですが、行政連絡員には各世帯へ届

けるところまで責任があるのかどうかお伺いいた

します。 

  ③自治会加入率が４月１日現在74％弱という現

実を踏まえると、行政連絡員による自治会加入世
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帯への配布では、市政全般について必要な事項を

市民に周知させるという趣旨に合わないと思いま

す。本来、広報を広く市民に届けることに責任を

負っているのは行政ではないかと思うのですが、

その点をどう考えているかお尋ねいたします。 

  ④自治会経由で届かない市民のために公民館な

どに置いてある広報なすしおばらを、市内のスー

パーマーケットや金融機関などにも置いてもらう

ことはできないのかどうかお伺いいたします。 

  ⑤広報モニターはいつから始める予定なのか。

その最大の目的は何か。人選は、公募のほかに自

治会長の推薦となっているのですが、その理由を

お伺いいたします。 

  (4)市のホームページについて。 

  ①市のホームページでの情報提供の基準はどの

ようなものか。企画情報課では、各課の情報内容

や掲載時期、掲載事項について整合性を図るとい

うことをしているのかどうかお伺いいたします。 

  ②ホームページから情報を得ている市民の数を

どのくらいと考えてホームページを作成している

のかお伺いいたします。 

  次に、窓口対応と各種相談について。 

  (1)職員の窓口対応について。 

  ①各課の電話の対応が親切ではない、たらい回

しにされるという声を聞きますが、職員の電話対

応について問題はないかお伺いいたします。 

  ②必要な書類を受け取る、税金を支払う、困り

事の相談をするなどで窓口を訪れる市民が多いと

思いますが、高齢者で視力や聴力が衰えてきてい

る市民には戸惑うことが多いと聞いています。そ

のときに、窓口の職員は親切丁寧かつ迅速に対応

しているか。また、表示の文字が小さい、説明の

表現がわかりにくいということはないのか。市民

の目線に立って、どんな工夫や努力をしているの

か伺います。 

  (2)相談窓口の一本化について。 

  ①市内で行っている行政の無料相談は、市広報

によれば15にも及んでいます。一方、困り事を相

談したい市民はどこに行けばいいか迷うことが多

いと聞きます。いきいきふれあいセンターには常

設の消費者相談センターがありますが、これは消

費生活に関する相談窓口で、総合窓口にはなり得

ないと思います。今後、本庁内に市民生活全般の

総合的な相談窓口を設置し、市民がもっと相談し

やすい体制にする考えはないかお伺いいたします。 

  ②当市は依然として市民税や固定資産税、国民

健康保険税などの滞納が多いのですが、支払いの

難しい市民に対して分納などの相談の窓口はどこ

で行っているのか、その体制は十分かどうかお伺

いいたします。 

  以上で最初の質問を終わります。 

○議長（植木弘行君） ここで10分間休憩いたしま

す。 

 

休憩 午前１１時０３分 

 

再開 午前１１時１２分 

 

○議長（植木弘行君） 休憩前に引き続き会議を開

きます。 

  21番、山本はるひ君の質問に対し、答弁を求め

ます。 

  市長。 

〔市長 栗川 仁君登壇〕 

○市長（栗川 仁君） 21番、山本はるひ議員の市

政一般質問にお答えをいたします。 

  私からは、２の広報・公聴についての市長の記

者会見についてお答えをいたします。 

  現在、記者会見は毎月の定例記者会見を主に行

っております。会見での情報の提供の内容につき
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ましては、事前に各課等に発表事項の調査を行い、

行政情報や市内の行事等を発表しておりますが、

情報提供の基準は設けておりません。 

  次に、新聞の記事に当市の記事が少ないように

思われるとのことについてでありますが、私とい

たしましては、さほど少ないとは思っておりませ

ん。 

  なお、市から那須塩原市記者クラブ加盟７社に

対する情報提供につきましては、記者会見での情

報提供のほか、取材をお願いしたい場合にはファ

クス等で随時情報提供を行っており、今後とも市

民の皆さんに多くの情報を伝えていけるよう努め

てまいりたいと考えております。 

  このほかにつきましては、教育部長、企画部長、

総務部長、市民福祉部長より答弁をいたさせます。 

○議長（植木弘行君） 教育部長。 

○教育部長（君島富夫君） それでは、社会教育に

ついての(1)と(2)についてお答えを申し上げます。 

  まず、公民館の役割と運営についての①でござ

いますけれども、合併時のすり合わせによりまし

て、黒磯地区の７公民館は各館に副館長や10人の

公民館運営協力委員を置き、各公民館区域の自治

公民館を分館と位置づけまして、公民館の運営や

体育祭、公民館まつり等にご協力をいただいてお

ります。西那須野地区と塩原地区につきましては

分館の制度はございませんが、西那須野地区の６

公民館は地域内の生涯学習の拠点として、身近な

存在であります６コミュニティは、地域内の自治

公民館も含めた組織で活動、学習機会の提供先で

あるなど、お互いに機能分化を図りながら、地域

の実情、活動などの特色を生かしての協力関係に

あります。 

  ②の小中学校の通学区とのずれにつきましては、

黒磯地区はかつて旧町村ごとに黒磯、鍋掛、東那

須野、高林の４公民館を設置しましたけれども、

人口増などによりまして公設公民館７館構想のも

と、厚崎、稲村、とようら公民館が後から設置さ

れました。小中学校建設時期の違いによりまして

中学校通学区の一部が公民館対象区域とのずれが

生じております。今後、地域の実情に合わせて研

究してまいりたいと考えております。 

  ③の職員体制、開館日、開館時間につきまして

は、職員数は臨時職員や指導員も含めますと１館

当たり３人から４人であります。国民の祝日等を

除いて毎日開館している中、職員は月曜日休日の

不規則勤務体制をとっており、月曜日の管理をシ

ルバー人材センターなどに委託をしております。

開館時間につきましては午前９時から午後10時ま

でで、午後５時30分以後は管理をシルバー人材セ

ンターなどに委託をし、利用可能な体制をとって

おります。 

  ④の公民館における窓口業務につきましては、

６月議会の磯飛清議員の質問でお答えをしたとお

り、今後の検討課題として研究してまいりたいと

考えております。 

  続きまして、(2)の図書館でございます。 

  ①の図書館や分室の充実につきましては、公民

館の新設にあわせた図書館分室の整備や関係団体

の育成、活動の充実を図ってまいる考えでありま

す。 

  ②の手狭であることにつきましては、駐車場に

つきましては西那須野図書館、昨年度庁舎前を整

備いたしましたので、かなり大きく広がりました。

黒磯図書館につきましても、昨年度図書館わきの

土地を購入いたしまして整備をしております。と

いうことで、この駐車場につきましても有効に活

用している状況でございます。 

  以上でございます。 

○議長（植木弘行君） 企画部長。 

○企画部長（高藤昭夫君） 私の方からは２番、広
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報・公聴についての(2)から(4)までと、３番、窓

口対応と各種相談についての(2)についてお答え

をさせていただきます。 

  まず、市政懇談会での要望等から、市民が市政

に期待するものはどのようなことか、このことに

ついてお答えをいたします。 

  ７月、８月に市内９カ所で実施いたしました平

成19年度の市政懇談会には216人の参加があり、

156件の意見、要望等をいただきました。発言の

内容は市政全般にわたりまして43項目に及びまし

たが、この中で多かった意見等は道路橋梁等の整

備が26件で一番多く、次いで産業廃棄物最終処分

場建設、ごみ処理に関することが16件、消防に関

することが７件でございました。発言者の意見等

から、市政に対して安心・安全なまちづくり、環

境の保全等を望んでいると思われます。 

  次に、３年間の市政懇談会を終わって今後の課

題は何かについてでありますけれども、平成17年

度から19年度の３カ年間における懇談会の結果を

見ますと、トータルで約1,100人の参加があり、

約600件の意見・要望等をいただきました。この

ようなことから、開催意義、そして成果はあった

ものと考えております。 

  今後の開催に当たりましては、自治会の代表で

あり、地域の状況をよく知る自治会長や自治公民

館長を対象とした懇談会は継続していきたいと、

このように考えておりますが、一般の市民の皆さ

んを対象とした懇談会は参加者が少なかったこと

から、開催日や周知方法など検討が必要であると、

このように思っております。 

  次に、(3)の広報なすしおばらの配布方法の変

更に伴う黒磯地区での市民の皆さんの反応につい

てお答えをいたします。 

  この件につきましては、市民の皆さんから市へ

の問い合わせの状況から判断させていただくこと

になりますが、広報の配布方法の変更をお知らせ

してから現在までに、「自治会未加入者の対応は

どうするのか」、「自治会から届くのが遅い」な

ど59件の問い合わせ等がございました。自治会未

加入者に対しましては、広報紙の市内公共施設等

への備えつけなどの対応をし、自治会から届くの

が遅いとの苦情に対しましては、行政連絡員に文

書で速やかな配布、回覧をお願いしてきたところ

であります。８月以降、市への問い合わせがほと

んどない状況から、配布方法の変更の周知が図ら

れつつあると、このように考えております。 

  次に、行政連絡員には広報を各世帯へ届けると

ころまで責任はあるのかについてでございますけ

れども、行政連絡員は、本年４月からすべて自治

会長が兼ねることになりました。この行政連絡員

の受け持ち範囲は、本年の３月議会で山本議員の

ご質問にご答弁いたしましたが、自治組織の加入

世帯となり、その責任範囲は、文書を各世帯に確

実に、かつ迅速に配布することと考えております。

しかしながら、自治会の加入世帯数や班の数、ま

た区域の広さなどは各自治会においてさまざまで

ありますので、文書の配布はそれぞれの地区の実

情に応じ、各行政連絡員に責任を持ってお願いし

ているところであります。 

  次に、広報を広く市民に届けることに責任を負

っているのは行政ではないか、また広報を市内の

スーパーマーケットなどに置いてもらうことはで

きないか、この２つにつきましては関連がありま

すので、一括してお答えをいたします。 

  当然のことではありますが、行政の責務として

広報紙をより多くの市民の皆さんに読んでいただ

く努力は必要と考えており、自治会未加入者にも

広報紙が入手できるようにするため、市内公共施

設等40カ所への備えつけ、市ホームページへの掲

載、実費による郵送、体が不自由で外出が困難な
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世帯への無料郵送などの対応を図ってきたところ

であります。 

  広報誌設置箇所の増設に関しましては、市民の

皆さんからのお問い合わせでスーパーマーケット

への設置要望が１件あった以外は、ほかにはあり

ません。このようなことから、ご不便はかけてい

ないのではないかと、このように思っております。

したがいまして、当面、現行の対応を続けていき

たいと、このように考えております。 

  次に、広報モニター制度についてでありますが、

この制度は広報紙に対する意見・要望などを聴取

し、また地域の情報なども提供していただきなが

ら、市民の皆さんにわかりやすく、親しまれる広

報誌の編集、発行に資することを目的として今年

度から導入することにしたものであります。モニ

ターの募集及び選考につきましては、まず広報等

で公募を行い、公募の結果、地域的に偏っていた

り、また年齢に偏りがあった場合などに柔軟に対

応するため、地域の状況をよく知る自治会長や各

種団体などにも推薦をいただくこととしたところ

であります。 

  なお、今年度の広報モニターは広報誌で募集を

いたしましたが、応募者がなかったため、自治会

長や各種団体から推薦をいただきまして、10名の

方にご委嘱申し上げたところであります。９月６

日に第１回のモニター会議を開催いたしましたが、

今後さらに２回ないし３回程度会議を開催し、市

民の皆さんに親しまれる広報誌づくりに役立てて

いきたいと考えております。 

  次に、４番目の市のホームページについてお答

えをいたします。 

  まず、ホームページの掲載基準につきましては、

昨年12月議会でご答弁したとおり、基本的には広

報誌同様、市の広報公聴規程に基づき、各所属の

判断で掲載内容を選定することになります。した

がいまして、掲載している内容及びその量、更新

の頻度などについては、各所属によって異なるこ

とになります。企画情報課が各課の情報内容や掲

載時期、掲載事項について整合性を図るというこ

とをしているのかというご質問もありましたが、

ただいま申し上げました理由から、これは困難で

あります。 

  ただ、整合性という観点ではなく、必要な情報

が掲載されているか、こういう観点で、議員もご

案内のように、６月よりホームページ上でアンケ

ート調査を実施をしております。これまでの結果

では、主に生活関連情報の充実や情報が探しにく

いなどのご意見をいただいておりますので、そう

した結果を各所属に連絡をし、改善を図っており

ます。また、月ごとに各ページのアクセス数を集

計をいたしまして、アクセス数が多いイベントカ

レンダーなどにつきましては、できるだけ登録を

するように各所属に連絡をしているところであり

ます。今後ともこうしたアンケート結果、アクセ

ス数等を参考にしながら、ホームページの充実を

図り、必要な情報をできるだけスムーズに提供で

きるよう努力してまいりたいと考えております。 

  続いて、ホームページから情報を得ている市民

の数をどのくらいと考えてホームページを作成し

ているかというご質問についてでありますが、現

在市のホームページへのアクセス数は、トップペ

ージでカウントいたしますと、１カ月に約４万件

であります。この内訳を市民か市民でないかを判

別することは、現実的には不可能であります。 

  なお、参考になるデータとして、昨年度行いま

した市民アンケート調査がございますが、その結

果では、27％の市民が市のホームページを見たこ

とがあると回答し、見ている頻度につきましては、

月に１回ないし３回という回答が44.4％と一番多

くなっております。 
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  次に、大きな３番の窓口対応と各種相談につい

ての(2)相談窓口の一本化についてお答えをいた

します。 

  本庁舎内に市民生活全般の総合的な相談窓口を

設置する考えはないか、こういうご質問でありま

すが、現在実施しております15の各種相談は、弁

護士を初め、各種執行機関や団体の協力を得まし

て、専門的な見地から市民の相談を受けているも

のであります。この各種相談は広報誌等で周知を

しており、場所、時間、相談内容はある程度定着

し、十分機能していると思っておりますので、相

談窓口を一本化し、本庁内に設置することは、現

時点では考えておりません。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） 総務部長。 

○総務部長（田辺 茂君） 私からは、３の窓口対

応と各種相談についてのうち、(1)の職員の窓口

応対についての①と、(2)の相談窓口の一本化に

ついての②についてお答えを申し上げます。 

  まず、職員の電話応対についてでありますが、

これについて何か問題はないかとのことでござい

ますけれども、まず採用時の研修におきまして基

本的な接遇と礼儀作法に関する研修を実施し、採

用２年目には接遇の技術向上を目指した「接客応

対セミナー」を受講させるほか、30代で、さらな

るレベルアップを図るための「接遇レベルアップ

講座」などの研修を実施しております。このほか、

課長などが日常の職務を通じて窓口業務や電話応

対の指導を行うなど、接遇の向上に努めていると

ころであります。今後も親切丁寧な窓口での応対、

そして電話の応対に努めてまいります。 

  次に、支払いの難しい市民に対する分納などの

相談窓口についてお答えをいたします。 

  市県民税等のいわゆる市税と国民健康保険税の

両方に未納がある場合は、主に収税課が行い、保

険証に関する案件があれば、保健課と連絡を密に

して対応しているところであります。一方、国民

健康保険税のみの納税相談については、被保険者

証の交付等に関係いたしますので、主に保健課に

おいて対応しているのが現状でございます。 

  また、体制については、納税者に対する応対時

間等で待ち時間がある場合もありますが、関係各

課で連携をとっており、現状では対応できている

ものと考えております。 

  以上であります。 

○議長（植木弘行君） 市民福祉部長。 

○市民福祉部長（渡部義美君） 私からは、職員の

窓口対応についての２点目についてお答え申し上

げます。 

  市役所に来庁する市民の皆様に対しましては、

特に黒磯庁舎では常設の窓口案内において要件を

お伺いし、担当部署へ案内するなどの対応を図っ

ております。また、庁舎１階部分におきましては、

課及び係の番号表示と看板の色分け表示を行い、

わかりやすさに努めております。 

  窓口への来庁者に対しましては、職員の心構え

として、まず声かけをすることを念頭に迅速な対

応をすることを心がけております。また、体が不

自由な方や高齢者の方々などの場合には、できる

だけ移動させないよう、他の課の職員が出向き、

応対をしているところであります。 

  次に、表示の文字の大きさや表現の件について

でありますけれども、限度がありますが、十分研

究してまいりたいというふうに考えております。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） 21番、山本はるひ君。 

○２１番（山本はるひ君） それでは、再質問いた

します。 

  最初に、社会教育について公民館のことなんで

すけれども、答弁にありましたように、公民館は
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合併によってそれぞれの黒磯と西那須野、塩原が

違う形で運営されていたものが１つになったとい

うことは十分承知しておりますし、それを一本化

した方がいいということは、もちろん私は考えて

おりません。 

  けれども、現在の公民館が今まで培ってきたと

いうか、やってきた公民館の役割と運営が逆に、

合併したことによってよいところが失われてきて

いるという部分があるのではないかと思うんです

が、それは例えば公民館の職員の体制などは全市

的に一斉にやっているわけですよね。その辺で、

先ほど人員が臨時さんも含めて三、四人体制だと

いうことだったんですが、その辺との絡みで、何

かかつてよりも力がなくなっている部分というの

はないのかどうかお尋ねいたします。 

○議長（植木弘行君） 教育部長。 

○教育部長（君島富夫君） 職員体制につきまして

は、西那須野地区は現在４人おりますけれども、

これは合併する前から同じ体制ですし、もちろん

黒磯地区の場合にも合併する前から、人的には体

制は同じだと、こういうことでございますので、

変わってきたのは職員の出勤の体制が、西那須野

地区が今まで土日、休日といいますか、休んでい

たのが、土日開館をして月曜日に職員が休む、こ

ういう体制になった。違いはそれだけだと思って

おりますので、今のところ、それによって不都合

が生じたと、このように考えておりません。 

○議長（植木弘行君） 21番、山本はるひ君。 

○２１番（山本はるひ君） まさに、そこの点が一

番後退した部分なのではないかと思うんです。そ

れは、今まで西那須野地域というのは、土日は職

員がお休みで、その分、シルバー人材センターか、

あるいはどなたかがそこにいるということでやっ

てきた。そういうものが黒磯と同じようなことに

なったことによって、非常に仕事がしにくくなっ

ている部分があるのではないかというふうに私は

見受けるんです。その点が、合併したことによっ

てよかったことが変わってきた。それは施設の、

つまり公民館というものがそこの地域に根差して

いるということは、それをやはり続けているんだ

と思うんですが、職員体制を一本化しているとい

うことで多分同じにしているんだと思うんです。

逆の体制にすることは、できないんでしょうか。 

○議長（植木弘行君） 教育部長。 

○教育部長（君島富夫君） 逆の体制というと、西

那須野がやっていた、土日を休みにすると、こう

いうことでよろしいんですか。これは、もちろん

どちらがいいかということは、その地区によって

も違うし、またこれからも研究していかなければ

ならないと、こういうふうに考えております。で

すから、どちらがいいかということは、結論はこ

の場で出ないというふうに考えておりますので、

今後研究させていただきたいと思います。 

  ただ、問題は西那須野も黒磯も塩原も、このま

まずっと地区ごとにやっているということではな

いと思います。というのは、職員というのは人事

異動がありまして、これは必ず何年かに一遍には

異動させなくてはならない、こういうことになり

ますので、やはり職員の体制としては、できるだ

け一本化が望ましいのではないか、このように私

は考えております。 

○議長（植木弘行君） 21番、山本はるひ君。 

○２１番（山本はるひ君） おっしゃることはよく

わかります。平成18年度の公民館及びその関連施

設の利用状況とか、それから主催の事業などの数

を見ますと、非常に一生懸命主催事業をされてい

て、そして利用もそういうものが結構の数があり

ます。そういう中で意外と土日が使われていない。

つまり、主催事業はあっても、貸し館、貸し室と

いうようなことで言うと、余り土日が使われてい
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ないのが、私の調べたところでは実態ですので、

つまりそういうときに職員を土日に出勤させなく

ても、そういうところはそうでない人でもいいの

ではないかというような意見で、私は要望を出し

たいということです。 

  次に、コミュニティというか、先ほど分館の制

度とか自治公民館、コミュニティの制度というの

も、それぞれの市と町で違ったということで、そ

れはそれでいいと思うんですけれども、２番目の

ところの学社連携事業などがとても多い中で、や

はり学校教育と公民館との連携というのは、今後

ともとても大切なところだと思うんです。安心・

安全ということからいっても、やはり公民館が主

体となって学校教育を支えていくというような体

制を持つためには、できれば、せめて小学校区と

公民館は一致できるような形にしていくのが、住

民と行政とがよりよい協働のまちづくりをしてい

くためのかなめではないかと思うのですが、その

辺、何か先ほどの話では、このまま今のところ変

わらないというようなお答えだったので、もう少

しお考えをお聞かせいただきたいと思います。 

○議長（植木弘行君） 教育部長。 

○教育部長（君島富夫君） 先ほども答弁いたしま

したけれども、今後地域の実情に合わせて研究し

ていきたいと、このように申し上げたので、変わ

らないという答弁をした覚えはありませんので、

ご理解いただきたいと思います。 

○議長（植木弘行君） 21番、山本はるひ君。 

○２１番（山本はるひ君） そのようになっている

地域は、もう限定されておりまして、はっきり西

那須野も黒磯もわかっていると思うので、ぜひそ

このところを見てみますと、小学校区と公民館と

がずれているところはやはり住民のまちへの協力

の仕方も少し、低いとか、そういうことではない

のですが、やりにくい体制になっているのは事実

ですので、ぜひ、いい機会ですので、学区審議会

の中でも検討していただいて、いい方向に持って

いっていただきたいと思います。 

  それから、公民館の４番目のところの市民に役

立つ地域の便利な拠点としてというのは、６月議

会で磯飛議員に答えたとおりだというふうにおっ

しゃられましたけれども、私は、ちょうど平成20

年度から本庁方式になって支所が窓口と相談と現

場の維持管理ということになっていくというふう

になると、ますます公民館が市民への直接の窓口

になるというところで、とても重要なことだと思

うんです。支所といってもそれぞれの旧市町に１

つしかないわけですから、そうすると、これだけ

地域が広いと、窓口の業務あるいは収税に関して

も、パソコンでできるようなものについては、や

はり積極的に公民館を使う方向にいくことが今の

時代に合っていると思います。県南もそうですし、

ほかの県外のところでこういうことをやっている

ところで調べてみますと、やはり歩いていけると

ころで窓口の業務ができるとか証明がとれるとか、

あるいは申請ができて土日にもらえるとか、そう

いうことは決して悪いという評価がないんです。

とても便利だということがあるんですけれども、

６月議会では、きっかけと、そういう時期が今で

はないから今後だというようなことで、今のとこ

ろは考えていないというようなお答えだったんで

すけれども、方式が本庁方式になって、きのうの

答弁のようであるならば、これを機会に集中と分

散というんですか、集約と分散という形で窓口業

務を公民館のところに持ってくるということを考

えてはいかがでしょうか。 

○議長（植木弘行君） 企画部長。 

○企画部長（高藤昭夫君） 公民館の窓口業務の関

係ですけれども、今、議員からもありましたよう

に、この件につきましては６月議会で磯飛清議員
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にご答弁申し上げたところですけれども、組織論

からいえば、６月にも申し上げましたが、大きく

言えば、これは集約型、分散型という考え方であ

るのかと思います。ですから、これは選択の問題、

こういうことになりますけれども、ただ、今回の

那須塩原市の平成20年４月に向けての組織の見直

しにつきましては、昨日来ご答弁申し上げており

ますように、本庁方式、集約型で進める、こうい

う方針であります。 

  例えば、仮に分散型で公民館にということにな

りますと、今の支所にあるそれぞれの窓口をさら

にそれぞれの公民館に分散をする、こういう話に

なりますので、今回の組織の中では、議論にはな

りましたが、なかなかそこまではたどり着けない

といいますか、それは無理だろうということで、

これはどちらをとるかという方向性をまず決めな

くてはいけないですけれども、仮にやるとしても、

そういう課題があるということで、今回はこの形

については本庁集約型ということで進めることに

したところであります。 

  なお、パソコン等で軽易な業務はできるのでは

ないか、こういうことですけれども、窓口業務と

いいますと、単にパソコンで事務のやりとりをす

るということではなくて、市民の方も窓口に来れ

ばいろいろな相談もするでしょうし、職員につい

ては多くの知識を有していなければ対応に不都合

が出る、こういう体制の問題もありますので、な

かなか組織論としても難しいというか、大きなハ

ードルを越えなくてはならないということがある

のではないか、このように考えております。 

  なお、県南の地域でこういう市町があるのでは

ないかということですけれども、それは私どもも

十分承知をしておりますが、それぞれ県南の地域

には昭和の合併当時からこういった方式でやられ

てきたという一つの歴史があって、その上に現在

の業務が進められているというところが多いとい

うふうに伺っておりますので、今後ともこの件に

つきましては、組織は今回決まってそれが永久と

いうことではありませんので、その点については

これからも勉強してまいりますけれども、なかな

かそこまでの、今の那須塩原市の現状から、飛躍

をするというのは相当時間とエネルギーが必要な

のではないか、このように考えております。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） 21番、山本はるひ君。 

○２１番（山本はるひ君） 今のお話ですと、集約

型にすれば何か窓口もふやしてはいけないような、

そのようなイメージを受けたんですが、私は、昨

日の組織改編では企画・立案・管理・業務部門の

事務集約をして、支所部門では窓口対応や相談、

現場の維持管理業務を維持しというようなことに

なっているんですね。そうすると、支所ではなく

て支所以外にも公民館というせっかくの窓口がも

ともとあって、今まであるわけですから、そこの

ところに、例えばパソコンでできること、あるい

は判断を伴わない業務というのがあると思うんで

す。それから、あとはそこの部分だけで完結する

というものもあるし、相談を受けたら、それを本

庁に引き継ぐというようなことはそんなに難しく

ないことだと思います。 

  そして、先ほど、やっているところは昭和の合

併がとかおっしゃいましたけれども、文化を継承

していくのではなくて、これは市民サービスを向

上するということであるならば、そんなに考えな

くても、やり方で私はできると思うんですが、本

当に大変なことなんでしょうか。 

○議長（植木弘行君） 企画部長。 

○企画部長（高藤昭夫君） お答えいたします。 

  現在の公民館の職員の体制の中でこれができる

というのであれば、個人的には可能だと思います
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けれども、この窓口を開くということになれば、

現実的にはそれぞれの支所の市民課なり税務なり、

お客さんはいろいろ来るわけですから、そういっ

た人員を割かなければならないということになっ

てくるんだろうと思います。公民館も相当数ある

わけですから、そこにどういう地区割で、仮にや

るとすれば、張りつけるのかわかりませんけれど

も、そういうことになれば、それなりの人員も必

要にもなりますし、単にそこにいて何の判断も伴

わないでということには現実的にはなかなか難し

いんだろうと思いますので、そういう面で簡単に

はいかない、このように考えております。 

  ただ、組織論としてはそういうことはあります

ので、それは先ほども申し上げましたように、今

後とも勉強はしていきたい、こんなふうに考えて

います。 

○議長（植木弘行君） 21番、山本はるひ君。 

○２１番（山本はるひ君） ただいまのお話ですと、

多分定員管理の話だと思いますし、それから市の

職員を減らしていくという中で、そこだけに人を

ふやすのは難しいということだと思います。 

  けれども、一方で、昨日質疑をいたしました保

育園の保育士などにつきましては、本来であれば

職員であってもいい部分についても臨時の職員を

雇用して、それでずっと回しているわけですよね。

そうすると、専門職である保育士でさえ、そうい

う形で柔軟に対応ができて、そういう人たちは定

員管理の人数に入っていないわけだと思うので、

二百何名か何かいろいろな形で雇っているという

ことを考えますと、公民館の職員を何も普通の今

いる九百何名かの中の職員をそこに回すことをし

なくてもできるのではないかと思うんですが、い

かがでしょうか。 

○議長（植木弘行君） 企画部長。 

○企画部長（高藤昭夫君） 窓口業務を、端的に言

いますと職員以外でという話ですけれども、窓口

で扱う業務といいますか、これは個人情報を取り

扱うことになりますので、保育園の方は私の所管

でないのでお答えする立場にはありませんけれど

も、通常の行政の事務、一般的に窓口の事務とい

う中ではそれは大変難しいのだろうと思います。 

  ただ、今、国の方でもいろいろな市場化テスト

等々を含めまして民間を行政の中に導入しようと

いう動きもありますが、この中で行政の窓口等の

業務についても、一部行政でも取り入れてもいい

よというのはあるんですけれども、この内容を申

し上げますと、単に窓口で書類を受理する。受理

をしまして、その処理は職員がする。できたもの

をまたその民間の人がお客さんに渡す、これだけ

の業務はいいと。単に、いて書類の受け渡しだけ

ということで、現実的にはこれを採用していると

ころはまだ聞いたことはありません。 

  そういうことですので、こういう時代でもあり

ますので、特に個人情報の観点からも、委任は取

り入れることはできない、このように考えており

ます。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） 21番、山本はるひ君。 

○２１番（山本はるひ君） まず、個人情報につい

ては、もうそれは資質の問題であって、今、別に

那須塩原市がどうこうではないけれども、○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○。そういう意

味では、それは余り大きな問題ではないと思うん

ですが、私はこのことについて民間を入れるとい

うことを考えているのではなくて、もしも定員管

理の中で人を動かすことができないのであれば、

市民サービス、窓口業務を15ある公民館に持って

くるということだけを考えるのであれば、人材は

いると思うんです。 

  例えば、来年、再来年に向けて団塊の世代とい
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う市役所の職員の方たちも何人かおやめになると

思うんです。そういう方たちが元気なシニアとい

うことで、まだまだおうちの中に閉じこもる必要

もないし、ボランティアだけに励むこともないと

いうことであれば、そういう非常に今まで長く行

政をやっていらした方の人材活用というような形

で公民館の業務についていただくならば、それは

とても、たくさんのことを知っていらっしゃって

判断もできるし、守秘義務ということでいうなら

ば一番守らなければいけないということをやって

いらした方ですので、そういうことを考えて、公

民館をもっともっと市民の窓口業務とかコンピュ

ーターでできるようなことの出先機関というんで

しょうか、支所の今やっているようなことの窓口

にできるのではないかというふうに考えるんです

が、そういうことはいかがなものなんでしょうか。 

○議長（植木弘行君） 総務部長。 

○総務部長（田辺 茂君） お答えをいたします。 

  まず、最初に、市民の方に役立つ窓口事務の改

善ということで議論がスタートした一番の原因と

いうのは、いわゆるワンストップサービス、総合

窓口であると思うんです。そのことを検討してい

て、その業務を市民の一番身近な公共施設である

公民館でできないかという趣旨であると思います

けれども、ワンストップサービスは本庁あるいは

支所でやろうということで検討しているわけです

けれども、それは公民館でやっても同じですね。

１つの業務ではなくて１カ所で全部用事が足りる

というのは、市役所であろうが、公民館だろうが、

市民にとっては同じことになるわけです。そうい

うことを考えますと、やはり最前、企画部長が答

弁しているように、それなりの知識と経験を持っ

た職員が必要となりますね。そこで、現在在野に

いる職員ＯＢの方、あるいはこれから団塊世代で

退職を迎える方の活用をということでございます

けれども、再任用制度がスタートしたばかりです

ので、まず平成19年度の中で職種を募集して、収

税課の職員であるとか、あるいは学校の用務員で

あるとか、そういったことからスタートいたしま

したけれども、現在の中でそういった直接市民の

方に応対するようなことまでの計画の中にはうた

っておりませんので、今後の課題になるかなと、

そんなふうに考えております。 

○議長（植木弘行君） 21番、山本はるひ君。 

○２１番（山本はるひ君） 公民館の役割というこ

とから考えますと、今回市民協働推進課というの

もできて、ますます市民と協力してというんでし

ょうか、協働して、ともにまちづくりをしていく

という、そういうことを推進していくためにこう

いう課をつくったんだと思いますけれども、そう

いうことを考えると、やはり今ある公民館という

ものを最大限利用しない手はない。そこにもとも

とやはり職員がいて、市民が一番、市役所に行く

より身近に行けて、そして今、車座談議というの

も公民館単位で行われていて、いいまちづくりを

しようというふうな方針であるのにもかかわらず、

ワンストップサービスももちろん大切なんですが、

ワンストップなんて言わなくても、つまり住民票

をそこでもらえないかぐらいの、本当にそういう

ものでさえ足のない方には行きにくいですし、や

はり家族に頼むのも大変だというような現実があ

ります。そうすると、機械を設置するということ

もできるかもしれませんが、簡単に定員管理外の

人をそこにふやしていけば解決しそうな気がしま

す。ぜひそういう方向で、今はすぐにできない、

20年度に変わる方針が出たばかりで、そうしない

というふうになっているようなので、すぐにはで

きなくても、やはり近い将来そういう方向に持っ

ていっていただきたいというふうに思うんですが、

本当にそういうことがそんなに難しいことなんだ
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とお考えなんでしょうか。 

○議長（植木弘行君） 企画部長。 

○企画部長（高藤昭夫君） お答えいたします。 

  冒頭挙げましたように、私はこれがだめだと言

っているのではなくて、両方のやり方があると、

こういうふうに申し上げたつもりです。もちろん

いろいろ、今お話にありましたように利点もあり

ますが、課題も多いということで、20年度の組織

につきましては、今まとめの段階に入っています

ので、先ほども申し上げましたように、６月に磯

飛議員にも申し上げましたが、今後の研究課題と

して、この問題については考えていく、こういう

ご答弁を６月のときにもしているつもりです。今

回20年４月の組織の改編につきましては、かなり

大きなものですので、次の段階になるのか、さら

には将来いろいろ庁舎の問題等々もありますので、

そういうときにでも、大きなきっかけの中で組織

のあり方を方向転換していくということも一つの

選択肢であると、このように思いますので、そう

いう意味で今後とも勉強させていただきたいと、

このように考えておりますので、ご理解をいただ

きたいと思います。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） 21番、山本はるひ君。 

○２１番（山本はるひ君） わかりました。 

  次に移ります。 

  図書館についてなんですけれども、先ほど図書

館の新設は考えていないとおっしゃったのか、ち

ょっとよくわからなかったので、そこのところを

もう一度答弁いただきたいんですが、図書館とい

うのが生涯学習の拠点として、やはり図書館とか

分室の充実を図るというようなことが市の方針で

も出ておりますし、今まで何度かお聞きした中で

も、つまり図書館そのものの、駐車場ではなくて

中身の、図書館そのものがやはりパイが小さいと

いうようなことを非常に感じています。 

  そういうことを解消するのには分室ということ

で、西那須野などは分室に本を配本しているので

というようなお答えが今まであったと思うんです

けれども、黒磯の図書館についても、先ほどの公

民館の話ではないですが、やはり分室に図書があ

ります。その辺のところを今後どういうふうに充

実していくのか。市民が生涯学習の拠点として使

えるような図書館ということのビジョンというの

でしょうか、今後何か生涯学習推進プランという

のをことしはつくるというように書いてあります

が、そういう中でどのように位置づけているのか、

少しお聞かせいただきたいと思います。 

○議長（植木弘行君） ここで昼食のため休憩とい

たします。午後１時会議を再開いたします。 

 

休憩 午後 零時０２分 

 

再開 午後 １時００分 

 

○議長（植木弘行君） 休憩前に引き続き会議を開

きます。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎発言の取り消し 

○議長（植木弘行君） ここで、21番、山本はるひ

君から発言があります。 

  21番、山本はるひ君。 

○２１番（山本はるひ君） 先ほど午前中の発言の

中で、情報漏洩に関しての発言について、大変適

切でない部分がありましたことをおわびいたしま

す。大変申しわけございませんでした。その部分

につきましては取り消したいと思いますので、よ

ろしくお願いしたいと思います。 
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  以上です。 

○議長（植木弘行君） ただいま21番、山本はるひ

君から発言の取り消しの申し出がありました。 

  なお、取り消し部分は後日、議事録を確認し、

議長においてその部分を取り消しいたします。 

  お諮りいたします。 

  これを許可することで異議ございませんか。 

〔「異議なし」と言う人あり〕 

○議長（植木弘行君） 異議なしと認めます。 

  よって、発言取り消しを許可いたします。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

○議長（植木弘行君） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（君島富夫君） 先ほどのご質問にお答

えをしたいと思います。 

  西那須野も黒磯も、確かに建築されて、西那須

野でいえば昭和54年に開館をしております。黒磯

につきましては昭和62年に開館をしていて、いず

れも28年、20年が経過をしているという中で、そ

して面積も、その当時は十分だったかと思います

けれども、西那須野にすれば1,370㎡、黒磯につ

きましては1,575㎡、こういうことでございます。

そういうことで、人口割からして、施設的には小

さくなってきたのかなというふうに考えておりま

す。 

  ただ、担当課としてはそういう考えでありまし

ても、市全体から見ますと、合併して３年目とい

う中で、いろいろな施設が必要。せんだっても庁

舎の基金ができたばかりでございまして、そうい

うことも考えますと、今ある施設を有効に、これ

からもできるだけ修繕等々をしながら有効な使い

方をしていかなければならないというふうに考え

ていますので、その内容については当然、市民の

皆さん、あるいは職員ともども考えながら、少し

でもよりよいサービスができるように努めてまい

りたいというように考えております。 

○議長（植木弘行君） 21番、山本はるひ君。 

○２１番（山本はるひ君） 図書館については、本

当であれば、どこかの時点で新しくつくっていた

だきたいという希望がございますが、いろいろな

事情でそういうことができないということで、ぜ

ひ公民館にある図書館の分室を、特に黒磯の部分

につきましてはもう少し充実をしていただいて、

そちらの方に本を持っていくことによって黒磯図

書館の方がもう少しゆとりがあるようになるのか

なと思っておりますので、そのような配慮をして

いただきたいと思います。 

  また、関係団体の育成についてということがご

ざいましたが、ぜひ、市民の中にも本に対する造

詣の深い方もおりますし、協力をしたいという方

がたくさんおりますので、その辺のところを市の

方で啓発をしていただくというか、そういう人が

欲しいんだよというようなことをもう少し情報を

発信していただくことによって、いい図書館がで

きるのかなと思っておりますので、それをお願い

ということにしたいと思います。 

  なお、１つお願いがあるんですけれども、西那

須野図書館において、あそこはごらんのように２

階の部分に非常に死角があって危ない部分があり

ます。図書館もいろいろな方が利用しているとこ

ろですので、ぜひ職員の目が届かなくて、何か事

件が起こってからでは遅いので、ぜひ防犯カメラ

をあそこにはつけていただきたいというふうに思

います。黒磯図書館においても、やはり見えない

部分というのはあるんですけれども、私が見てき

た限り、やはり西那須野図書館の２階の部分、多

分おわかりだと思うんですが、そこのところはす

ぐにでも防犯カメラをつけていただきたいという
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ふうに要望いたします。 

  図書館についてはこれで終わります。 

  次に、２番目の広報・公聴についてなんですけ

れども、１点だけ、記者会見については１つだけ

追加でお尋ねしたいんですが、先ほど毎月定例的

に記者会見を行っているということだったんです

が、基準はないということで、１つ記者クラブと

の記者会見に出席をなさっている市側の方という

のはどの辺のところまでの方が出席していらっし

ゃるのかについてだけお尋ねいたします。 

○議長（植木弘行君） 企画部長。 

○企画部長（高藤昭夫君） お答えいたします。 

  定例の記者会見につきましては、市長、市長記

者会見ですので当然ですが、市長のほかに副市長

２人、それから私ども、企画部秘書課が担当です

ので、部長、課長、それから広報の担当、それと

それぞれ会見のときに発表する担当課、これは部

長であったり課長であったり、複数で担当も一緒

に、こういうときもあります。そういうことで毎

月やっております。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） 21番、山本はるひ君。 

○２１番（山本はるひ君） わかりました。記者ク

ラブとか記者会見というのは公開されているもの

ではないので、どんな形でされているのかなとい

うことで、ここはお聞きいたしました。 

  なお、後の方にも関係するんですけれども、市

によっては市長の記者会見、こんなことが記者会

見で発表されましたというようなことをホームペ

ージ上で公開しているところもございます。そん

なに難しいことではないと思いますし、毎日のこ

とではないので、ぜひ、こういうことが話されて

いるんだなということを載せていただけるような

工夫をしていただけたらありがたいというふうに

思います。 

  次に、新聞についてはそのように感じていない

というようなことですので、私としては統計をと

ったりしておりますと、何となくお隣の市がいっ

ぱい出ているかななんていう感想を持っていたも

のですからお尋ねしたんですが、新聞という媒体

はやはりたくさんの方が見ておりますし、毎日見

て楽しいこととかいいこととかイベントは取り上

げてくださっているものです。嫌な事件は、黙っ

ていても何だか大きく載るという傾向がございま

すので、逆に心温まるような情報はやはり提供し

ていただくこともたくさんしていただくと、たく

さん載るのかなというふうに思いますので、その

辺のところはぜひそんなふうになればいいなとい

うような希望でございます。 

  次に、市政懇談会についてなんですけれども、

これは今まで３年間可能な限り傍聴して見てきま

した。先ほどの話のように、本当に道路のことと

か産廃、消防、身近なというのでしょうか、お金

がかかったり、大変なことについて、やはり市民

は関心を持っているんだというふうに思いました。 

  それで、やり方についてなんですけれども、私、

去年ですか、昼間にもやってくだされば市民の方

が出やすいというようなことをお話し申し上げて、

ことしはそういう形にしていただいたんですけれ

ども、残念ながら、やはり一般の方の出席がとて

も少なかった。どうもこれは市のやり方がどうこ

うというよりも、何か市民の意識の方が余りない

のかなというふうに感じたんですけれども、その

辺、今後やはりこの形で継続していくのか。先ほ

ど一般の方については検討していきたいというよ

うなお答えだったんですが、何かそれにかわる方

法のようなことをお考えなのでしょうか。 

○議長（植木弘行君） 企画部長。 

○企画部長（高藤昭夫君） 一般の市民の方は大変

参加が少ないということで、先ほどご答弁申し上
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げましたように、開催日、それから周知の方法、

これも広報等でやっていますし、公民館等でもい

ろいろポスター等でお知らせはしています。正直

なところ、何が原因かというのも確たるものはつ

かんでいない状況です。来年までちょっと時間が

ありますので、いろいろな方法、ご提案等もいた

だきながら考えていきたいと思っています。今ち

ょっと思いつくことはありません。 

○議長（植木弘行君） 21番、山本はるひ君。 

○２１番（山本はるひ君） 過去２年、ことし以外

の、前の17年、18年の結果もよく見せていただき

ましたし、ことしは傍聴で見ていたんですけれど

も、私が思うに、これは市長主催の市政懇談会と

いう形を、公民館単位とか車座談議の何かの形で、

懇談会というよりも報告をして、それについて質

問を受けるみたいな形で市民が、今は例えばごみ

の処理の仕方とか産廃のことに興味があるんだと

いうようなところをとらえて、何かそういう形に

していってもいいのではないかなというような感

想を持ちました。どなたでもどうぞというよりも、

こういうことで説明会を開きますし、どうか市民

の方というような呼びかけをする方法がいいのか

ななんていうことを感じましたので、参考にして

いただければと思います。 

  次に、広報なすしおばらについてですけれども、

先ほど59件の電話か何かいろいろなものが来たと

いうことでした。８月以降はなくなったというこ

となんですが、確かに途中から早く回るようにな

った部分もあるんですが、逆に、もう言っても変

わらないのではないかというようなこともあると

思うんです。 

  １つだけ、これは一応始まったばかりですので、

すぐにどうこうはないと思うんですが、どんな形

であれ、新聞に折り込むというようなことを復活

するというんですか、またそれに戻してほしいと

いうような意見をお聞きいたしますので、それに

ついてはもう一切考えていないのかどうかお尋ね

いたします。 

○議長（植木弘行君） 企画部長。 

○企画部長（高藤昭夫君） 議員の方から前段にも

ありましたように、この４月から制度を変えたば

かりですので、現時点ではこの制度に市民の皆さ

んがなじんでいただく、こういう基本姿勢でまい

ります。ただ、将来的に、新聞折り込みかどうか

はわかりませんけれども、別な方法が考えられる

のかどうかわかりませんけれども、ただ、全国的

にも自治体の８割方が私どものこの４月からの方

法と同じような方法ということで、そのほかには

新聞折り込みのところもありますし、郵送してい

るなんていうところもありますので、将来に向け

てはちょっとわかりませんけれども、これが恒久

的にいつまでもということではないと思います。

社会の進展とともにいろいろこういった方法、方

策も変わってくると思いますので、そんなことで

答弁とさせていただきます。 

○議長（植木弘行君） 21番、山本はるひ君。 

○２１番（山本はるひ君） このことに関しては、

先ほど行政連絡員さんがすべて自治会長さんと一

緒の方だということだったんですが、自治会によ

って大変届き方が違うということは事実だと思う

んです。次のものが来たときに、まだ前のものが

発行されているのに来ないというのも事実あるよ

うでございます。それについて、実際にこれを担

っている行政連絡員さんの方から何かご意見とい

うものは、困るとか、大変とかいうようなことは

特にないんでしょうか。 

○議長（植木弘行君） 企画部長。 

○企画部長（高藤昭夫君） 地域地域によっていろ

いろそれぞれ、その地域のやり方と申しましょう

か、慣習と申しましょうか、いろいろな方法でや
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られているんだと思いますけれども、それぞれ行

政連絡員さんが配っているところは問題ないんだ

と思いますけれども、それぞれの家庭に回覧でと

ってもらうということで、なかなか各戸の回りが

スムーズにいかない、こういうようなことでのお

話は聞くことがございます。そういうことで、市

からも何とか文書で、各自治会長さんなり班長さ

んあてに文書を出して、それをその班の中で回覧

をしてもらうというようなことで協力を呼びかけ

る、このような対策をとっているところです。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） 21番、山本はるひ君。 

○２１番（山本はるひ君） 市の広報は今、月に２

回出ているんですけれども、いろいろ見ておりま

すと、確かに月２回出ていることで周知されるこ

ともあるんですけれども、回ることが遅くなった

ことによって、とても早く物事を知らせてくださ

るようになっているということから、月に１回に

して、もう少し２回の分を１回にして情報を届け

るというようなことを考えてはどうかというよう

なことが結構出ているんですけれども、その辺、

月に２回出すということについては、ずっと方針

が変わらないというふうに考えているのでしょう

か。 

○議長（植木弘行君） 企画部長。 

○企画部長（高藤昭夫君） 現状を申し上げますと、

現在の記事の量といいますか、こういう部分を考

えましても、これを月に１回ということになりま

すと、いろいろ課題も多いのかなと、こんなふう

に考えます。現時点では２回を１回にという検討

は具体的にしておりません。現在のところは月２

回と、こういうことで、いろいろ課題もないわけ

ではありませんけれども、このような方向で当面

はいきたい、こんなふうに考えます。 

○議長（植木弘行君） 21番、山本はるひ君。 

○２１番（山本はるひ君） 黒磯の部分につきまし

ては、ずっと新聞に折り込まれていたので、まだ

やっとそういう方法、行政連絡員さんから回って

くるという方法がやっと定着しつつあるのかなと

いうような時期だとは思うんです。そういう中で、

どういうものを盛り込んでいったらいいのかとい

うことを、広報の中身についてもやはり検討をし

ながら、モニター制度もあるので、そういう中で

も意見は出てくると思うんですが、カレンダーみ

たいなものを載せていただいて、月に１度でいい

から、厚くてもいいからちゃんと届くようにして

ほしいなんていう意見も出てきておりますので、

その辺は今後の検討にしていただきたいと思いま

す。 

  次に、３番目の自治会の加入率が73.何％とい

うのが４月１日現在の現状のようなんですが、や

はり先ほども、前の議会のときにも情報を回す責

任を負っているのは自治会に入っている人だけで

いいというような答弁だったし、今もそうだった

んですけれども、やはり市の情報が自治会に入っ

ていないというだけで届かないという問題、ある

いは自治会が組織されていないところもあるよう

に聞いていますので、ここのところはどうしても

何か方策を考えないといけないのではないかと思

うのですが、その辺について、先ほど40カ所に広

報を置いていたり、ホームページへ載せていたり、

あるいは有料、無料の郵送をしているということ

だったんですが、やはりそれでは何か足りないよ

うな気がいたします。 

  そういうことで、もし３番目のところがなかな

かできないのであれば、例えば病院とか銀行とか、

郵便局、それからスーパーマーケットでも、そう

いうところに幾つか頼んで置いていただいて、ど

なたでも時間があったときに見られるというよう

なことを、やはり余りお金がかかることとも思わ
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れませんので、考えてはどうかと思うんですが、

難しいことなのでしょうか。 

○議長（植木弘行君） 企画部長。 

○企画部長（高藤昭夫君） 市の公共施設等40カ所

に現在は置いています。それで、それを広げてと、

こういうお話だと思います。身近にあれば、それ

だけ確かに市民の方が広報紙に触れる機会は多く

なるかと思いますけれども、私どもの基本的な考

え方は、当然のことでありますけれども、自治会

を通して広報紙を市民の皆様方に読んでいただく、

こういうことです。これをどんどん広げていくと

いうことになりますと、自治会を待たずにそうい

うところで広報が手元に届く、こういうことにな

りますと、現在のやり方そのものも根本から崩れ

てくる、こういうこともあるかと思います。現在

の40カ所、先ほど申し上げましたが、これに対し

て１件ほど要望等の声はありましたけれども、そ

のほかにつきましては、今のところ市の方に少な

いとか不便だということもありませんので、私ど

もとしては現行の体制でいきたい、基本的な自治

会配布、こういうものを定着させていきたいとい

う考えでおります。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） 21番、山本はるひ君。 

○２１番（山本はるひ君） 自治会の加入について

は、それを上げていくという努力が片方で必要だ

と思うんですが、ですけれども、やはりどんなに

努力をしても、これが90％になるということはと

ても難しいことなのではないかなというふうに思

うんです。そうすると、それはそれで自治会配布

はそのまま早く回すような努力をしていただいて

続ける。でも、市の施設40カ所ではないところに

置くことは、それでやってもいいのではないか。

つまり、いろいろな情報紙などが市内のスーパー

に置かれていて、それを持っていって時間のある

ときに読む。つまり、自治会から回ってきても、

２世帯住宅であれば、どちらかの方が読んでいた

ら、どちらかの年代の方は読めないというような

こともございますので、たくさんのところに置い

ておくことによって、自治会配布の方法が何か崩

れるということはないような気がいたします。 

  多分本当にいろいろな問題はたくさんあると思

うんですが、市の広報の目的というのは、やはり

できるだけ早く多くの人に市の情報を知らせたい

ということであるならば、いろいろな方法をとっ

ていいのではないかというふうに思いますので、

検討していただきたいと思います。それについて、

多分スーパーマーケットでも病院でも拒むことは

ないだろうと思いますので、よろしくお願いした

いです。 

  広報のモニターについてですが、希望者が全然

いなかったということで、頼んで９月６日に始ま

ったということなんですが、どんな形で、どんな

方が選ばれて、これからどんなふうにやっていく

のかについて、もう少し詳しく教えていただけれ

ばと思います。 

○議長（植木弘行君） 企画部長。 

○企画部長（高藤昭夫君） お答えいたします。 

  広報モニターの件ですけれども、残念ながら公

募では応募者がなかったものですから、先ほども

申し上げましたように、自治会長さん、それから

各種団体の方からご推薦をいただいたということ

で、10名の方を９月６日にご委嘱申し上げました。

この構成ですけれども、女性の方が７人、男性の

方３人という内訳で、40歳代の方がお二人、50歳

代の方が４人、60歳代の方が３人、70歳代の方が

お一人、それから地区的には黒磯地区の方が６人、

西那須野地区の方が３人、塩原地区の方がお一人、

こういうことで、若干20代、30代というところが、

いろいろな制約があってご推薦いただけなかった
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という状況であります。 

  広報モニターの基本的な役割といいますか、や

っていただくことは先ほどご答弁申し上げたとお

りですけれども、第１回の会議の中で、それだけ

ではなくて、このモニターさんがそれぞれ今、社

会問題といいますか、課題になっております、例

えば給食の問題もあるわけですけれども、こうい

ったところを現場取材をしながら、同じ市民の目

線で市民の皆さんに訴えていくというようなこと

もやってみたいというご意見等もありました。 

  そのようなことで、いろいろな意見が出ました

けれども、とりあえずそういった意見のほかに、

本来の役割的なものにつきましては、今月いっぱ

いぐらいまでに、それぞれ市の今現在発行されて

いる広報誌等についての、先ほどから出ています

けれども、内容であるとか構成であるとか、そう

いったものについてペーパーで意見を提出してい

ただきまして、第２回の会議のときにそれらをま

とめて議題として議論をしてみましょう、このよ

うなことで現在進んでいるところです。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） 21番、山本はるひ君。 

○２１番（山本はるひ君） モニター制度は始まっ

たばかりですので、ぜひ意見を聞いていただいて、

市の広報もいいものになっていただければと思い

ます。若い方の参加が少ないということだったん

ですが、市政懇談会を見ておりましても、何か投

げかけるときに、やはり30代以下の方というのは

手を挙げる方は少ないように思います。それはそ

れで問題ではあるんですけれども、豊富な意見を

言えるのは、もしかすると40代以上の方が多いの

かなというふうに思いますので、これはこれで貴

重な意見を聞いていただいて、また議会の方にも

戻していただければと思います。 

  次に、市のホームページについてなんですが、

ホームページについては、当初の議会からもずっ

と何かいつも聞き続けていることなんですが、１

つだけ、現状についてはよくわかりました。私と

しては、やはりもう少し企画情報課の方で情報の

出し方についての統一見解ぐらいは出していただ

くと、もう少し見やすくなるのかなというふうに

思うんですが、要望としては、トップページのと

ころのキーワードの検索の部分を、よくほかのと

ころであるように、直接打ち込める形にしていた

だけると探しやすいのかなということ、もう一つ

は、トップページにもう少し情報を入れ込んでい

ただいた方が探しやすいというようなことを、２

つだけ感じますので、ぜひそこのところをご検討

いただきたいということで、この項は終わります。 

  次に、３番目になります窓口対応と各種相談に

ついてなんですが、電話の対応について１つ確認

をいたします。 

  各種の研修を、最初も２年目も30代もと行って

いるようなんですが、市役所では電話の対応の最

初の部分、電話が鳴ってとったときに、職員が何

というふうに応答するかのマニュアルがありまし

たら、お聞かせください。 

○議長（植木弘行君） 総務部長。 

○総務部長（田辺 茂君） お答えをいたします。 

  電話を受け取ったときの応対、発言の仕方とい

うマニュアルは特にはつくっておりませんけれど

も、私がいる周りの電話、私も含めて、はい、

何々部あるいは何々課何々係の何々ですというふ

うに電話をとるときのとり方が一般的だと、こん

なふうに考えています。 

○議長（植木弘行君） 21番、山本はるひ君。 

○２１番（山本はるひ君） よくわかりました。多

分そういうことなんだと思います。ですけれども、

前にも議会で申し上げたんですが、やはりこれは

もう人の問題でしかないと思うんですが、電話を
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とったときに、例えば議会事務局の何とかですと

いうふうに名前を言うわけですよね、普通は。そ

れをやはりきちっとおっしゃられないところがあ

りまして、それをきちんと何課の何々ですと言っ

ていただかないと、こちらは次の発言ができない

ということがございます。代表電話がないわけで

すので、せめてそこの部分だけでも、徹底してい

ただきたいというふうに思います。これは研修を

するしないの前の問題で、多分しなくてもできて

いる方はできているし、しても、しない方はしな

いのだと思います。けれども、やはり市民は顔が

見えないで問い合わせをしておりますので、ぜひ

課と名前を名乗るというところだけは、きょうか

らでも徹底をしていただきたいというふうに思い

ます。 

  たらい回しがどうこうというのは、やはりその

方の基準ではない。１分待たせたら待たされたと

思うということもありますし、余り長くなるよう

でしたら、後からこちらからお電話差し上げます

とか、そういうような対応をしていただけたらあ

りがたいかなというふうに、これは市民の方から

の要望でもございます。 

  次に、窓口に関しましては、私もいろいろな窓

口をつくるというのは難しいと思うんです。それ

ぞれのところでできればいいと思うんですが、今、

窓口案内を置いておりますよね、黒磯の市役所で

は。そこの部分をもう少しきちんと相談窓口の部

分というようなものを持っていただいて、市民の

方にわかりやすいような工夫をもう少ししていた

だきたい。これも、あそこにいらっしゃる方によ

って、とても差があります。ですので、もうちょ

っとわかりやすいような形で職員が対応していた

だくと、いろいろなところに行きやすいのかなと

いうふうに思うんですが、その辺についてはどう

でしょうか。 

○議長（植木弘行君） 総務部長。 

○総務部長（田辺 茂君） 窓口案内の市民に対す

る応対のことでありますけれども、窓口案内は職

員の研修の一環とともに、市民へのサービスの向

上ということで実施をしておりますけれども、議

員おっしゃるように、確かに応対、口のきき方な

どで個人差があるのは事実だと思います。しかし、

市民への応対あるいは問い合わせに対する対応な

どは、ある程度のマニュアルに載って、十分に実

績といいますか、十分になされていると思います

し、市民から大変歓迎されている制度だと思いま

すので、今ご指摘のあった点などについては、部

長会議等もございますので、よくお話ししながら、

現状の形で継続して続けていきたい、こんなふう

に思っています。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） 21番、山本はるひ君。 

○２１番（山本はるひ君） それで、先ほど各課の

窓口の方については声かけをしたり、出向いて対

応したりしているということだったんですが、そ

れもやはり個々一つ一つについて見ますと、そう

ではないということもあるようです。ぜひ、どの

方が対応しても親切にわかりやすくできるように、

あるいは窓口が高いので、いすがないとか、それ

から字が読めない方もいらっしゃるようです。そ

の辺のところも少し工夫をしていただいて、市役

所に行ったけれども、何だか字を間違ってしまっ

たとか、わからなかったということで行きにくい

ということがないような形で、やはり市民課など、

税務課なども窓口をしていただきたい。そして、

各申請書などもやはり少し工夫をしていただいて、

ちょっと面倒でないような形にしていただけたら

ありがたいというふうに思います。 

  相談窓口の一本化につきましては、なかなか難

しいところもあるようですけれども、やはりいろ
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いろなことが複雑になっていると思うんです、市

役所の手続が。そういうことで、やってほしいと

思います。ありがとうございました。 

○議長（植木弘行君） 21番、山本はるひ君の質問

時間がなくなりました。 

  以上で、21番、山本はるひ君の市政一般質問は

終了いたしました。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◇ 岡 部 瑞 穂 君 

○議長（植木弘行君） 次に、２番、岡部瑞穂君。 

〔２番 岡部瑞穂君登壇〕 

○２番（岡部瑞穂君） 議席番号２番、岡部瑞穂で

ございます。 

  まず最初に、９月７日、それから９日と、塩原

地区におきまして温泉祭りが催されました。その

ときに住民の皆さん、行政の皆さん、そして議員

の皆さんに多大なるご協力をいただきまして、昨

年に増しますにぎやかさで、お客様がお喜びいた

だいたことを、まずもって御礼を申し上げたいと

思います。ありがとうございました。 

  続きまして、現在の塩原の状況をちょっと説明

をさせていただきたいと思っております。 

  現在の塩原地区の人口は3,000人を割りました。

この人数は、那須塩原市の人口の11万五千何がし

の人口に対して、わずか２％でございます。本庁

の行政におかれましては、この２％をおろそかに

お考えにならないで大切にしていただきたい、こ

のように思っております。 

  観光地塩原は、年間91万5,000人のお客様を昨

年ちょうだいさせていただきました。１日平均に

いたしますと2,500人、経済安定ご来客数を100万

人としますと、あと毎日260人のお客様にお越し

いただきたいということで、観光関連、住民並び

に関係諸団体、そして那須塩原市の皆様にもお願

いをしたいと思っております。 

  それでは、通告書に従いまして一般質問をさせ

ていただきます。 

  まず、那須塩原市塩原の土地寄附についてでご

ざいます。 

  過去において、旧塩原町の町政では、道路の新

設・拡幅、その他必要とする土地に対して寄附を

受けたと聞いておりますし、また土地区画整理に

おいては提供をいたした経験もございます。 

  それで、①篤志家により、昨年でございますが、

かなりの土地の寄附をいただいたと聞きますが、

どなたからでしょうか。 

  ②面積はどれほどでしょうか。 

  ③場所をわかりやすくご説明いただきたいと思

います。 

  ２番、道路行政についてお伺いしたいと思いま

す。 

  国道400号のことですので、答弁に関し市の行

政ではお答えができないというようなことを言わ

れると困ると思いましたので、事前に道路課さん

に伺い、県・国に対してご質問をしておいてくだ

さいというお願いをしておきました。 

  国道400号のバイパスの開通、これは関谷から

塩原までと解釈をしていただきたいと思います。

本市塩原地区に在住いたす住民にとりまして悲願

のことであります。また、1,200年の温泉文化を

守り、観光行政を推進いたすためにも、開通を少

しもおくらせることはできないと考えます。既に

工事に必要な道路もでき、工事用の機械も準備さ

れたと聞きます。 

  そこで、①国道400号バイパスの工事開始が大

幅に遅延いたしている理由について伺います。 

  ②完成年度は１期、２期、３期の工事期間中に

おくれを取り戻せると考えてよろしいか伺いたい
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と思います。そして、国・県への働きかけ並びに

市の道路行政と国・県との疎通について伺いたい

と思います。 

  次に、道路行政の(2)既成道路のネーミングに

ついて伺います。 

  那須町では、既にロイヤル・ロードの看板が掲

げられ、道を示しております。明日は天皇陛下ご

夫妻がお見えになるということで、確かにご用邸

は那須町にありますが、ご静養の第一歩を迎える

のは本市那須塩原市の駅であり、ニュースでも那

須塩原市にご到着になり、ご用邸に向かわれたと

いう報道がなされます。 

  そこで、①の質問をさせていただきます。皇室

と関係する道路にロイヤル・ロードと名づけるこ

とができないか伺います。 

  ②那須町・青木・戸田・高林・関谷の街道を、

以前そこの住民の方に伺ったところ、ふるさと通

りと名づけられているようですが、観光的インパ

クトはありません。塩原は大正時代に多くの皇室

の方がお見えになられました。その歴史を語り継

ぐためにも、那須・塩原の街道をロイヤル・ロー

ドと名づけ、延長されるお考えについて伺います。 

  ３番、産業、観光行政について。 

  市の持つ特徴を内外的にアピールすることは、

非常に大切であると思います。 

  そこで、推進室を市長室に設置を再度お願いを

したいと思います。 

  以上、大きな項目で１、２、３について第１回

目の質問を終わりにいたします。 

○議長（植木弘行君） ２番、岡部瑞穂君の質問に

対し、答弁を求めます。 

  市長。 

〔市長 栗川 仁君登壇〕 

○市長（栗川 仁君） ２番、岡部瑞穂議員の市政

一般質問にお答えをいたします。 

  ３番の産業、観光行政のシティセールスに関す

るご質問にお答えをいたします。 

  那須塩原市を外に向けてＰＲし、誘客や産業経

済の振興に結びつけていくことは、行政にとりま

しても重要なことであると理解をしております。

したがいまして、すべての職員がセールス精神を

持って業務に取り組みながら日々努力をしておる

ところでございます。 

  こうしたことから、シティセールスの担当部署

をというご提言を再度いただきましたが、６月議

会でお答えしましたとおり、現在のところその考

えを持っておりません。 

  このほかにつきましては、産業観光部長、建設

部長より答弁をいたさせます。 

○議長（植木弘行君） 産業観光部長。 

○産業観光部長（二ノ宮栄治君） それでは、私の

方からは、１番の土地の寄附についてご答弁させ

ていただきます。 

  この土地につきましては、塩原のビジターセン

ターに隣接いたしまして、天皇の間記念公園との

間に位置する山林でございまして、平成19年３月

に東京都在住の方から寄附を受けたものでござい

ます。受けた土地の面積は３筆で２万1,149㎡で

ございます。 

  なお、名前については公にしたくないという話

で本人の希望がありますので、東京都在住という

ことでお許しいただきたいと思います。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） 建設部長。 

○建設部長（向井 明君） 道路行政についてお答

えいたします。 

  国道400号下塩原のバイパス工事につきまして

は、昨年、起点側の迂回路部分の盛土工事が行わ

れました。トンネル工事につきましては入札が行

われたものの、入札価格が低額であったため、適
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正に工事が実施できるか調査が行われた結果、契

約には至りませんでした。改めて今年度入札が行

われる予定であると聞いております。 

  次に、完成年度ですが、全体としては予定どお

り平成28年度を目途に事業が進められていると聞

いております。 

  また、県への働きかけについては、国道400号

バイパス建設促進期成同盟会等において毎年度要

望活動を行っているところであります。さらに、

地権者の対応など、常日ごろから大田原土木事務

所と連携を密にいたしまして、事業の促進に努め

ております。 

  次に、既成道路のネーミングについて、関連が

ありますので、一括してお答えいたします。 

  一般的に道路の愛称については、その道路の歴

史や文化等の由来により、地域住民から自然に呼

ばれるようになった通称と、行政等が一般公募を

もとに選考で決められた愛称があります。皇室の

関係する道路で現在ロイヤル・ロードと愛称がつ

けられているのは、那須町を通る主要地方道湯本

漆塚線がありますが、なかなか地域に定着してい

ないが現状と聞いております。 

  ご質問の那須塩原市内の皇室関係の道路につい

ては、一般国道400号、主要地方道矢板那須線、

主要地方道大田原高林線及び県道黒磯田島線が考

えられます。これらの道路については、平成14年

度に旧黒磯市において一般公募を行い、愛称選定

懇談会委員により、矢板那須線が横断道路、大田

原高林線が大学通り、黒磯田島線が板室街道と決

定しております。また、国道400号については、

通称で塩原街道やバレーラインと呼ばれておりま

す。これらの愛称については、場所を限定し、地

域の方々に道路に対する関心を高め、道路愛護の

啓蒙を図ることを目的に、公募により地域住民み

ずからがつけた経過もあります。そういったこと

で定着しておりますので、現在のところロイヤ

ル・ロードに変更する考えはありません。 

  以上でございます。 

○議長（植木弘行君） ２番、岡部瑞穂君。 

○２番（岡部瑞穂君） 再質問をさせていただきま

す。 

  まず、１番に関してですが、このたび本市に寄

贈されるに当たり、その土地利用目的の要望は寄

附者からございましたでしょうか、伺います。 

○議長（植木弘行君） 産業観光部長。 

○産業観光部長（二ノ宮栄治君） 寄附に際しまし

ての指定はございません。 

○議長（植木弘行君） ２番、岡部瑞穂君。 

○２番（岡部瑞穂君） それでは、本市としては今

後どのようにご利用なさるおつもりか伺います。 

○議長（植木弘行君） 産業観光部長。 

○産業観光部長（二ノ宮栄治君） あそこは大変す

ばらしい山林が残っているということもございま

して、現状の山林を保存しながら、最低限の遊歩

道、それからあずまや等の整備を今後検討してい

きたいと、このように考えてございます。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） ２番、岡部瑞穂君。 

○２番（岡部瑞穂君） ご寄附をなさった方がお買

い求めになられたときは、塩原温泉が今後非常に

活況を催すだろうという目的の中でお求めになら

れたのではないかと思うほどよいところであり、

広大な土地であると私も考えます。そういう中で、

寄附をなされた方のご意思の中には、塩原温泉の

今後の発展への寄与ということも含まれていると

思いますので、ありがたく有意義な利用方法をこ

れから考えていただきたい。そのまま自然を残す

のがよいんだか、あるいは大いにそこの場所で観

光客が喜んでいただけるようなものにするんだか、

こういうことは議論の余地があるのではなかろう
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かと思いますので、よろしくどうぞご考慮をお願

いをしたいと思います。 

○議長（植木弘行君） 産業観光部長。 

○産業観光部長（二ノ宮栄治君） 寄附に当たりま

して、現在、一部遊歩道としてご寄附をいただい

た方からお借りしているところでございまして、

その中での説明に当たりましても、あの自然を残

した形で、将来市としては遊歩道等の整備をした

いんだということで、それならばぜひ立派なこと

なので寄附したいという申し出があったわけでご

ざいまして、それを開発とかそういうものに向け

るという考えは、現在のところ持っておりません。 

○議長（植木弘行君） ２番、岡部瑞穂君。 

○２番（岡部瑞穂君） よろしくどうぞ、その件は

お願いいたします。 

  次に、道路行政についてでございますが、先ほ

ど完了年月は28年ということで変わりないという

ふうに承り一安心をいたしておりますけれども、

入札によって開始がおくれたという、このことに

ついて、入札の場合、普通私どもが考えるのは、

お安くなることかなと、こういうふうに思ったん

ですが、明確な金額のご説明があったわけではな

いので、ご説明を願いたいと思います。 

○議長（植木弘行君） 建設部長。 

○建設部長（向井 明君） 県に聞きましたところ、

予定価格に対しまして、金額については50％以下

ということでございまして、そういったことで、

直接工事費、私の方でこれは県の方からその内容

等についてはお聞きしておりませんが、推測され

るところによりますと、推測で申し上げるのも大

変申しわけないんですけれども、通常、市の方の

入札等におきましてもあることでございますけれ

ども、直接工事費を割るということになりますと、

その他の諸経費とか、そういった部分で管理とか、

そういった部門に支障を来すということになりま

すので、今回は不調に終わったのではないかとい

うふうに思っております。 

○議長（植木弘行君） ２番、岡部瑞穂君。 

○２番（岡部瑞穂君） 入札金額が50％、悪かろう

安かろうというのではやはり困ります。生活道路

でありますので、よい意味できちっとしたものが

できることを住民は望んでおると思いますが、先

ほどの部長さんからのご答弁を解釈しますと、今

年度中には始まる、このように解釈してよろしい

でしょうか。 

○議長（植木弘行君） 建設部長。 

○建設部長（向井 明君） 今年度中に新たに、要

するに入札を行うということでございます。その

内容と結果によっては、またわからないというこ

ともございますけれども、本年度中に入札が行わ

れる、そういうことで聞いております。 

○議長（植木弘行君） ２番、岡部瑞穂君。 

○２番（岡部瑞穂君） 住民としては案じているこ

とでございますので、決定がなされ次第お知らせ

いただくということをお願いをいたしたいと思っ

ております。 

  それから、ネーミングについてでございますけ

れども、決して過去についていたものを取り除こ

うとかどうこうでなく、一つの観光政策として栃

木県県北は皇室との関係が深い地域でございます

ので、またこれだけ深い地域はよその、日本の国

の中でも非常に少のうございますから、でき得れ

ば愛称としてでもネーミングをつけていただくと

いうことを再度お願いをいたしたいと思っており

ます。 

○議長（植木弘行君） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（向井 明君） 再度愛称ということで

ございますが、現在ついているのは愛称というこ

とでございますので、再度今の段階では検討する
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予定はございません。 

○議長（植木弘行君） ２番、岡部瑞穂君。 

○２番（岡部瑞穂君） 何とぞ産業観光部ともご相

談の上、よりよい形で行政がよくなるようにお話

し合いを、横の連絡を十分にとっていただきなが

ら、また那須町、それから塩原の住民の方とも意

を一つにしながら行政が進んでいただけることは

いかがでございましょう。 

○議長（植木弘行君） 建設部長。 

○建設部長（向井 明君） 先ほども申し上げまし

たが、建設部サイドといたしましては、ネーミン

グにつきましては変更する予定はございません。 

○議長（植木弘行君） ２番、岡部瑞穂君。 

○２番（岡部瑞穂君） ３年ほど前から、私ども業

界の中で、あるいは関係団体の中でも、この皇室

とのご縁の深さを特典として話し合いが出ており

ました。その席で那須町の町長さんもいらっしゃ

いまして、常にあの町長さんのごあいさつの中に、

ロイヤルリゾートということから始められるごあ

いさつがございます。私どもとしては、那須より

も早い先輩のご用邸があった地域におるわけです

から、でき得れば関連として前向きにお考えをい

ただくことを、重ねて重ねてお願いをしたいと思

っております。 

○議長（植木弘行君） ２番、岡部瑞穂君に申し上

げますが、ただいまのは要望でございますか、質

問でございますか。 

○２番（岡部瑞穂君） 要望で結構でございます。 

○議長（植木弘行君） 要望でよろしいですか。 

  それでは、座ってしまうとまずいのですが。 

  ２番、岡部瑞穂君。 

○２番（岡部瑞穂君） 産業観光行政について、①

としてシティセールスという重要性をお願いし、

２度目もまたさらりとかわされてしまった感がい

たしますが、先ほどの山本はるひさんの中でござ

いました記者会見、これも重要なシティセールス

の一つであるわけで、それを市長さん並びに副市

長さん、それから担当管轄部の長の方がなされて

いらっしゃるというふうに伺い、市としては部署

を総力でこのことに対しては当たるというふうに

おっしゃっていただきました。 

  この４月に副市長さんがお二人なられまして、

行政に対してより一層充実したものをつくり上げ

たい、こういうふうにお考えになっていると思い

ます。来年度から組織改革をするということもお

話が出ておりました。そういう中で、もう一度ア

ピールの推進室を市長室に組織として設置をして

いただけたらいいなと、このように改めてお伺い

をいたします。 

○議長（植木弘行君） 市長。 

○市長（栗川 仁君） シティセールスについても

お答えが、市長室に推進室を置いてくれという要

望でございますけれども、先ほども申し上げまし

たように、那須塩原市の誘客や産業経済の振興に

つきましては、私の市長室にそういう部屋を置か

なくとも、各部でおのおのがシティセールスを行

っていくという考えのもとで進めてまいりたいと

いうふうに思っております。組織が、部屋がある

から仕事ができるとかできないとかいう問題では

ないというふうに認識をいたしておりますので、

今後とも各部署でそういうものに積極的に対応し

ていくという考えで進めてまいりますので、ご理

解をいただきたいと思います。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） ２番、岡部瑞穂君。 

○２番（岡部瑞穂君） 今の市長さんのご答弁は、

シティセールス室を市長室に設置しない理由とし

て、全部署が総力を挙げて観光産業にも力を入れ

てくださる、このように解釈をさせていただきま

した。 
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  人口で割りますと１日260人のご紹介を賜りま

すと、安定経済宿泊人員というものを確保できま

す。これは昨年度の10％。私は板室温泉も同じだ

と思います。それぞれが10％の増客に対してどの

ように力を入れるかということが、やはり那須塩

原市の財政に対する今後のことにも大変役に立つ

のではないか、かように思いますので、どうぞ各

部署の皆様、そして議員の皆様には特に、住民の

方々にもお願いをいたしまして、私の本日の市政

一般質問を終了させていただきます。 

  ありがとうございました。 

○議長（植木弘行君） 以上で、２番、岡部瑞穂君

の市政一般質問は終了いたしました。 

  ここで10分間休憩いたします。 

 

休憩 午後 ２時０３分 

 

再開 午後 ２時１３分 

 

○議長（植木弘行君） 休憩前に引き続き会議を開

きます。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◇ 木 下 幸 英 君 

○議長（植木弘行君） 次に、11番、木下幸英君。 

〔１１番 木下幸英君登壇〕 

○１１番（木下幸英君） 議席番号11、木下幸英で

す。 

  つい先月の盆の最中、埼玉の熊谷、それから岐

阜の多治見などで、日本の気象観測史上初めての

最高気温40.9度が観測されたと報道されておりま

す。例年になく暑い夏が続きました。一方では、

また北極の氷の量が過去最低となったというよう

な報道もされております。 

  いずれにいたしましても、今年が例外ではなく、

確実に地球の温暖化が進んでいることには変わり

ございません。中国など多くの発展途上国では、

河川の水の取水増、森林の過伐採等、人為的要因

により砂漠化が進んでいると言われております。

このことは、すなわち森林、農耕地の退廃が進ん

でいるということであります。そして、貴重な限

りある資源が、生活の探求とはいえ、一方的にむ

さぼられており、異常な速さで環境の破壊が進ん

でおります。 

  一方、我が国に目を転じますと、食生活の変化、

農産物の価格の低迷、農業者の高齢化など、昔か

ら瑞穂の国とたたえられたその姿が急速に薄れつ

つあります。今、日本の食料の自給率は40％、い

や、つい最近の報道ですと、39％になったという

ようなことも言われております。我々の日常の食

べ物は海外に頼っているのが現状であります。ち

なみに、皆様の食事の惣菜等を確認してはいかが

でしょうか。 

  そうした中で、安全・安心、それをはぐくむ環

境への関心が今、異常な高まりを見せております。

これはとりもなおさず、国民が健康、食の原点で

ある農村の環境、景観を改めて見直そうとするあ

らわれでもあります。私は、このことこそ自然を

本物の自然に取り戻そうとする以外の何ものでは

ないと考えます。しかし、現実に身近を見渡せば、

あふれんばかりの情報、文化、そして物、そして、

いわゆる文明のしかばねともいうべき産業廃棄物

など多くの問題が発生、環境破壊はもちろん、人

心までも破壊しようとしているのが現状でありま

す。 

  私は残り時間の方が短くなってきました。質問

の時間ではございません。私の生まれたころの環

境に戻すことは到底不可能ではございますが、今

後、常に心がけてまいりたいと思っております。 
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  それでは、以下、質問通告書によりお伺いを申

し上げます。 

  まず、１、環境行政について。 

  (1)農地、水、環境保全向上対策についてであ

ります。 

  ①本市のこの取り組みについての考え方、位置

づけについて伺います。 

  次、②取り組み団体、対象面積はどのくらいに

なるのか伺います。 

  ③取り組み団体（組織）の活動状況、または実

施計画等について伺います。 

  ④取り組みについての実績、経過等の検証はい

つ、どこで、どのようにして行われるのか伺いま

す。 

  (2)平地林の減少について。 

  ここ二、三年、身近な平地林が伐採されており

ます。ぜひ残しておきたいものです。その現況と

原因、そして今後の対策について伺います。 

  (3)公園の整備について。 

  ①大山墓地の問題についてのその後について伺

います。 

  ②常盤ケ丘上の墓所の周辺についてであります

が、丘全体のかなりの部分に、まだ民有地が存在

しております。そして、それが手入れなど手つか

ずの状況であり、本市の代表的な史跡でもあり、

景観的にも良好とは言えません。今後、整備等も

含め、何らかの方策が必要かと考えます。いかが

か伺います。 

  次に、③烏ケ森丘上、烏ケ森神社裏の元町営水

道水源地の存在と今後の対応について伺います。 

  次に、２、産業廃棄物対策について。 

  このところ、本市に相次いで産業廃棄物の関連

施設の進出計画が明らかになってきております。

庁内に関係の対策室の設置が急務と考えます。い

かがか伺います。 

  ３、下水道整備について。 

  西那須野西部地区（下永田・一区・二つ室）の

特環公共下水道、二区・三区・北二つ室の農業集

落排水事業の着工、計画等が滞っていたり、宙に

浮いた状況になっております。今後の事業化に向

けた方向性について伺います。 

○議長（植木弘行君） 11番、木下幸英君の質問に

対し、答弁を求めます。 

  市長。 

〔市長 栗川 仁君登壇〕 

○市長（栗川 仁君） 11番、木下幸英議員の市政

一般質問にお答えをいたします。 

  私から、環境行政についての(1)の農地・水・

環境保全向上対策についてのご質問にお答えをい

たします。４点ほどございますが、関連がありま

すので、一括してご答弁をしたいと思います。 

  この事業につきましては、地域にある農道や水

路など、農業者と非農業者が共同で地域全体で維

持管理をし、農村の環境を保全、向上させる事業

であり、平成19年度から５年間各地域で活動をし

ていくものであります。本市といたしましても、

兼業農家の増加や農業者の高齢化などにより地域

の活力や集落機能が低下をし、農業の多面的機能

が発揮されにくくなる状況に危惧しているところ

であります。 

  このため、地域が協力して農業・農村資源の適

切な保全・管理を行うなど取り組みを進めること

が必要であると考え、那須塩原市農地・水・環境

保全向上対策推進方針に基づき、活動に取り組む

地域の組織に対して支援を行ってまいりたいと考

えております。 

  取り組み団体につきましては、現在市内で34の

組織が市と協定を結び、行動を行っております。

また、活動面積は3,377haとなっております。 

  活動状況につきましては、各組織の農村環境向
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上活動計画に基づき、農地、農道、水路等の点検

や維持管理、水路や田んぼの周りでの生物の生息

状況調査等を、農業者と自治会や子供会などが一

緒になって実施をいたしております。 

  取り組み実績、経過等の検証につきましては、

市では活動組織の状況に応じて現地の確認や書類

の作成などの指導を随時行っております。また、

県の「農地・水・環境保全向上対策推進協議会」

による書類審査が、10月上旬と１月上旬に予定さ

れております。 

  このほかにつきましては、産業観光部長、教育

部長、水道部長、生活環境部長、建設部長より答

弁をいたさせます。 

○議長（植木弘行君） 産業観光部長。 

○産業観光部長（二ノ宮栄治君） 私の方からは、

平地林の減少についてお答えしたいと思います。 

  森林法に基づきまして、県が作成いたしました

地域森林計画の対象となる森林を伐採する場合、

１ha以下の場合は伐採及び伐採後の造林の届出書

を市へ提出することが義務づけられております。

また、１haを超える場合は、林地開発の県の許可

が必要となります。これらの届け出による市内の

森林開発面積は、平成16年度が56.7ha、平成17年

度が43.3ha、平成18年度が63.7haとなっており、

これらの主な理由といたしましては、住宅の建設

や大型店舗の新築、砂利の採取などが主なもので

ございます。 

  市といたしましては、これらの届け出があった

場合には、本市の森林整備計画に基づきまして随

時指導を行っておりますが、山林は個人の財産で

あることから、伐採を規制することはなかなか難

しい状況にあります。しかしながら、森林は水源

の涵養や地球温暖化の防止など、環境面において

も必要不可欠なものであると考えております。こ

のため、今後におきましては山林所有者の意識改

革を図りながら、森林の保全に努めてまいりたい

と考えております。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） 教育部長。 

○教育部長（君島富夫君） それでは、(3)の公園

の整備につきましてお答えをさせていただきます。 

  大山墓地につきましては、昨年から何度か交渉

を続けておりまして、ことしの８月１日に大山さ

んが来庁し、墓地周辺の土地の利用につきまして

協議をしたところでございます。その協議内容に

つきまして関係部等で検討した結果を踏まえ、市

の考え方を大山さんの方へお示しをしまして、現

在のところ大山さんから返事を待っている、こう

いう状況でございます。 

  ②の常盤ケ丘につきましては、那須野原開拓の

恩人であります印南丈作、矢板武のほか３人の墓

があり、大小数十本の赤松があります。昭和39年

に文化財として市の指定を行い、当時、町でござ

いますけれども、現在では丘の約半分が指定区域

となってございます。草刈りや枝払い等について

は、市が行うほか、地元子供会、あんずの里ボラ

ンティアの皆様のご協力をいただきながら、環境

を整備しているところでございます。 

  丘の北側につきましては民有地であり、史跡指

定になっておりませんが、常盤ケ丘全体の景観保

全という観点から、今後も研究してまいりたいと

考えております。 

  以上でございます。 

○議長（植木弘行君） 水道部長。 

○水道部長（君島良一君） 私の方からは、③の烏

ケ森丘上、烏ケ森神社裏の元町営水源地の存在と

今後の対応についてお答えいたします。 

  当施設につきましては、西那須野簡易水道創設

時の昭和34年に建設されました配水池でありまし

たが、現在はその用途を廃止して、そのままの状
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態で残されております。現在、何もしていない状

況でございますので、今後につきましては適正に

対応してまいります。 

○議長（植木弘行君） 生活環境部長。 

○生活環境部長（松下 昇君） 私の方からは、２

番の産業廃棄物対策についてお答えをいたします。 

  廃棄物を所管する組織につきましては、昨日の

会派代表質問で相馬義一議員に、また先ほどの金

子議員のご質問にお答えしたとおりでございます。 

  以上でございます。 

○議長（植木弘行君） 建設部長。 

○建設部長（向井 明君） 下水道整備についてお

答えいたします。 

  まず、下永田、一区町及び二つ室地区の特定環

境保全公共下水道整備についてお答えいたします。 

  市道Ｎ幹Ⅰ－14号線から市道Ｎ幹Ⅰ－７号線を

下永田方向へ向けて、二つ室汚水幹線の整備を進

めているところであります。今年度は国道461号

の横断工事を実施する予定であります。その先の

国道400号まで到達するためには、国の補助事業

に対する厳しい状況の中では、少々時間がかかる

ものと考えております。したがいまして、下永田

地区につきましては、その後の枝線の整備となり

ますので、まだしばらくの期間をいただきたいと

思います。 

  また、二つ室地区については、事業費の関係も

ありますが、下永田地区の整備状況がある程度進

捗した状況の次期事業と考えております。 

  一区町地区においては、事業認可区域に含まれ

ておりませんので、当分の間は下水道整備の予定

はございません。 

  次に、西那須野西部地区における農業集落排水

は、平成16年度に旧町で行った基礎調査の結果を

もとに、平成17年度にはその検証調査を行いまし

た。その検証の結果、本地区が事業実施上の重要

な要件に合致していないことに加え、浄化槽設置

率が約80％という状況であり、完了後３年以内に

70％以上の接続使用という国の基準をクリアする

ことが困難であるなど、大きな課題が出ておりま

す。 

  平成18年５月に、これらの検証の結果を関係地

区に説明の上、ご意見をいただき、さらに全戸対

象のアンケート調査も実施いたしましたが、農業

集落排水の実施要望はかなり少なく、調査結果を

関係地区へお知らせいたしました。本地区におい

ては、検証の結果と、これらに対する地区要望等

の状況から判断し、実施しないことといたしまし

た。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） 11番、木下幸英君。 

○１１番（木下幸英君） ただいま事細かにご答弁

をいただいたわけなんですが、その中で何点かに

ついて、改めてお伺いを申し上げたいと思います。 

  まず、第１番目の環境行政について、農地・

水・環境保全向上対策についてということですが、

取り組み方、位置づけについてということは伺い

ました。 

  その中で、今回農地・水向上対策という事業、

国の方針でできたわけですが、その間、今現在国

が50％、県があとの残りの半分、その残りの半分

が市という負担になるわけですが、そういった中

で、今回この事業の導入の経過、聞くところによ

りますと、本市にこの事業をどうするかというふ

うなことが出たときの状況は、余り積極的でなか

ったというような話も聞いております。こういう

ことですので、その事業の導入経過、庁内ではど

んな話があったのか、あるいはこの事業が私の方

の自治体ではやらなくてもいいんだよという話に

もなるわけですが、そういうことは可能なのか、

そこら辺のところをご説明をいただければ。 
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○議長（植木弘行君） 産業観光部長。 

○産業観光部長（二ノ宮栄治君） ただいまのご質

問にお答えしたいと思います。 

  最初の導入時点ではどのようなことだったかと

いうことでございますが、本市の場合は、二区町

を中心といたしまして、１年先行してモデル地区

として実施をいたしてございます。これらの実施

結果から、なかなか大変であるというような状況

でございまして、実際今年度からスタートすると

いう話だったんですが、国の方で要綱、要領がな

かなかまとまらない、方針もなかなか決定してい

ないというような状況の中で、事業主体として集

落がやるのか、改良区がやるのか、いろいろ模索

していったというような状況で、実際にできるの

だろうかということがございましたけれども、国

の関係の要綱等がだんだん決まってきたというよ

うなことで、本市としても積極的に取り組もうと

いうようなことで取り組んできた結果、先ほど市

長が答弁したとおり、3,000ha以上の取り組みに

なっている。ついでに申しますれば、来年度追加

要望で900haほどの要望も出ているというような

ことで、積極的に取り組んでいると。 

  ちなみに、これは県内では県北地区の大田原市

と那須塩原市がほとんど断トツの状態で取り組ん

でいるというような状況でございます。 

○議長（植木弘行君） 11番、木下幸英君。 

○１１番（木下幸英君） わかりました。 

  この農地・水・環境保全対策、もとをただせば、

日本の農業、先ほどもちょっと農業をする方も高

齢化してきた、あるいは農産物の低迷とか、そう

いうものがあって、もとの旧農業基本法というの

が見直さざるを得なくなったというところへ持っ

てきまして、ＷＴＯ、多角的貿易機関ということ

で、とりわけ鉱工業に対しては日本はまあまあと

いうことなんですが、日本の農業というのは零細

で脆弱なものである、よその国と対抗はできない

と。したがって、国で補助金なり何なりというこ

とで面倒を見なくてはならないと。しかし、ＷＴ

Ｏの申し合わせによると、やはりそういうものを

貿易の不均衡だということで指摘を受けて、今回、

農業基本法ですか、改めて見直して、その中の一

環ということになるわけですが、今後いろいろと

補助金、直接は渡せないので、この施策で救おう

ということになりました。私からすれば、国から

の金のばらまきというふうに私はとらえておるん

ですが、逆に私はそういうことで、私ども農業者

にとりましては非常にありがたいというふうに思

っております。 

  ただ、今後この事業を遂行するために、５年間

という期限が切ってあります。そして、その５年

間を過ぎた、例えば私どもの市では、今、19年度

から発足した第１回目で、それから二重受け付け

とでも申しますか、今県で審査中、多分事業の許

可が出るんじゃないかと思いますが、合計６年と

いうことになりますが、その後、この事業は打ち

切られてしまうのか。その後の展開についてはど

うお考えですか。 

○議長（植木弘行君） 産業観光部長。 

○産業観光部長（二ノ宮栄治君） この事業そのも

のは、５年間で農地・水、農村の環境を今後維持

していく体制を整備してくださいというようなこ

とでございまして、５年完了後には自分たちでで

きるような体制をつくっていただきたいというよ

うな考えのもとでございますが、ただ、今、議員

ご指摘の部分につきましては、当然私らも国の方

に質問いたしたんですが、５年先のことはちょっ

と今は答えられませんというような状況で、その

後はどうなるかというのは国の方でもはっきりし

ておりません。 

  以上でございます。 
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○議長（植木弘行君） 11番、木下幸英君。 

○１１番（木下幸英君） わかりました。 

  初めから、今もまだ不透明だというようなお答

えが返ってきたんですが、たまたま我々農業に携

わる者、それから農村といいますか、そういうも

のはずっと昔から営々と続いてきたわけです。そ

して、来年また冬が来て、先ほどの用水路とかそ

ういうものを整備するんだということになれば、

冬が来て土手が崩れたとかなんとか、また田植え

の時期に水を通さなくてはならない、それをさら

うんだと。そういうものに補助金が来るわけなん

ですが、これを１年１年やっていて、最後に５年

間できれいになったから、はい、おしまいですよ

というわけにはいかないわけです。 

  ですから、その辺のところ、今不透明だという

話だったんですが、何がしかの方向で継続してい

かないと、この意味がなくなってしまうんじゃな

いかと。ただ、こういう基礎の部分だよと言われ

ましたが、その辺のことについては、何か今後そ

の方策、要するに継続するお考え、こういうこと

だったらばできるんじゃないかとか、そういうも

のはないんでしょうか。 

○議長（植木弘行君） 産業観光部長。 

○産業観光部長（二ノ宮栄治君） 議員ご指摘のよ

うに、その後どうするんだという問題は私どもも

持っておるわけでございまして、その先何とか継

続してくださいという要望をいたしましたところ、

とりあえずスタートしたばかりだぞ、今のものを

まずやることが先だろうというような話がありま

して、特に国の場合には、この事業そのものの全

体枠というものがまだかなり余裕があるというよ

うなことがございまして、これに対してもっとも

っと積極的に取り組んでいただきたいというふう

に要望されてございます。 

  以上でございます。 

○議長（植木弘行君） 11番、木下幸英君。 

○１１番（木下幸英君） それでは、そういう状況

で不透明な状況であるということには変わりない

ので、今からどういうふうにしろとも言えません

ので、次に、この取り組みについて係で説明をし

ておりますが、実際にもうことし出発したかなり

の地区があるわけですが、そういうところから意

見を聞くと、難しいと。難しいんだよという話が

先に出てしまって、本来きちんとこの事業を市で

は遂行させるような方法、難しいんだよという方

向ではなくて、できるだけ指導したり何だりとい

うことで遂行させるような方策、こういうものも

ひとつどうでしょうね。今聞くと、そのような話

があって大変なんだ、大変だということが先行し

ています。その辺のことについてはどうですか。 

  そして、今、大田原地区で専門のこれに対する、

大田原市は全市を挙げて市が積極的に取り組んで

いるという事情もありますが、その辺のことにつ

いてはどうなんでしょうか。 

○議長（植木弘行君） 産業観光部長。 

○産業観光部長（二ノ宮栄治君） 本市の場合、確

かに手を上げるまでは大変ですよというような表

現をして、代表者等の説明会をやってきたのは事

実でございます。しかし、やるぞということで決

意した集落に対しては現在全面的に協力して、指

導体制で入っておりまして、決して大田原市に劣

るような体制ではないと思っております。特に、

本市は各支所もありますので、本庁と支所との中

で対応してございますので、決してそのようなこ

とはないと思っております。 

  また、大田原市については、多分4,300から

4,500町歩ほど取り組んでいると思いますけれど

も、農地面積の割合からすると、決して本市が少

ないというようなことはございませんで、割合か

らすれば同じような程度で進んでいる、また、そ
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れらのバックアップ体制も同じような体制で進ん

でいると思っております。 

  以上でございます。 

○議長（植木弘行君） 11番、木下幸英君。 

○１１番（木下幸英君） それでは、この事業の中

に面積要件で助成をするということのほかに、特

別な団体、営農活動、低農薬、低肥料ですか、そ

ういうものの使用を抑えたり、あるいは営農活動、

先進的な活動をするということに対して、やはり

助成制度があるわけですが、本市では、そういう

申請というか、そういうものはないんですか。 

○議長（植木弘行君） 産業観光部長。 

○産業観光部長（二ノ宮栄治君） 本市では、鍋掛

南部地区だと思うんですが、二百数十町歩あると

ころですが、ここが全地区挙げて低農薬、低化学

肥料ということで取り組んでございます。 

○議長（植木弘行君） 11番、木下幸英君。 

○１１番（木下幸英君） それでは、この営農活動

の支援、これには条件があるというふうに冊子に

は載っておりまして、市町村環境保全型農業推進

の方針、事業の申請がなされている地域というこ

とがありますが、このことに対しては本市ではそ

ういう方針が策定されているのかということにつ

いてなんですが、いかがでしょうか。 

○議長（植木弘行君） 産業観光部長。 

○産業観光部長（二ノ宮栄治君） 当然、そういう

ものを策定した上で、既に取り組んでいるという

ことでございまして、この事業につきましては今

後追加でもよろしいということでございますので、

つい先ごろ、現在手を上げて実施しているところ

を対象といたしまして、さらにこのような高度な

ものに取り組まないかというような説明会を実施

したところでございます。 

○議長（植木弘行君） 11番、木下幸英君。 

○１１番（木下幸英君） わかりました。 

  それでは、今この取り組みに対しては一応基準

は、その地域の農地の面積によって助成金を配布

すると。例えば、田んぼですと4,400円でしたか、

畑が2,800円、草地が幾らでしたか、という基準

があるわけです。これで非常に重要になってくる

のが、農地の基本台帳ということになるわけです

が、この農地基本台帳についてなんですが、基本

台帳の旧西那須野、塩原、黒磯とありますが、農

地基本台帳というのは今現在、３市町とも大体統

一されているんでしょうか。 

○議長（植木弘行君） 産業観光部長。 

○産業観光部長（二ノ宮栄治君） 統一されてござ

います。 

○議長（植木弘行君） 11番、木下幸英君。 

○１１番（木下幸英君） それでは、この農地基本

台帳、これは法定帳簿ではないということなので、

独自に農業委員会が持っている情報ということに

なるわけですが、旧西那須野ですと、農地、地籍

調査がすべて完了していると。しっかりした、も

うどこへも動かない面積であるということになる

わけです。旧黒磯にいたしますと、何か地籍調査

もまだ完了していないと。ということは、やはり

税務のことに関してはまた別だということで、今

度２年後ですか、航空写真でそれが判定されると

いうことになりますが、農地に関しては申告制と

いうふうに聞いております。その辺のことについ

て統一されているとは言えますが、その辺のこと

についてはどうお考えですか。 

○議長（植木弘行君） 農業委員会事務局長。 

○農業委員会事務局長（枝 幸夫君） お答えいた

します。 

  ただいまの農家台帳につきましては、あくまで

も申請主義でやってございます。ですから、毎年

私どもも法務局の登記簿と、それから市の課税台

帳を修正しまして、これはあくまでも土地の面積
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でございます。台帳そのものについては申請主義

ですから、農地、作付面積、ですから、進入路の

道路を除いたり、そういったものは除かれていま

すので、随時修正を本人が行うということで受け

付けをしてございます。 

  以上でございます。 

○議長（植木弘行君） 11番、木下幸英君。 

○１１番（木下幸英君） そうすると、先ほどちょ

っと触れましたが、農地の課税、固定資産税の課

税とか、そういうもの、これは修正して、例えば

私はこれだけしかないんだよと言えば、それで農

地基本台帳に載ってしまうわけですから、その辺

のところ、今度は課税と農地の面積との整合性は

どうなんですか。あくまで法定台帳は課税の方、

農業委員会の方は別だということになるわけです

が、その辺のことはどういうふうなあれなんでし

ょうね。例えば、私はこれだけしかないんだよと

言ったら、もうそれで受け付けてしまうわけでし

ょう。どうですか。 

○議長（植木弘行君） 11番、木下幸英君に申し上

げます。課税の部分については質問の範囲を越え

ると思いますので、別に質問をし直していただき

たいと思います。 

  11番、木下幸英君。 

○１１番（木下幸英君） 了解しました。その整合

性ということについては、改めてここで取り消さ

せていただきます。 

  それでは、今、地籍調査の状況、面積をきちん

としなくてはならないということで、地籍調査の

現況というのはどんなふうになっているんでしょ

う。やはり正確な、ある程度、国では面積に対し

てきちんとした基本台帳をもとに面積を審査して

いるわけですから、その辺のことについてはどう

なんでしょう。 

○議長（植木弘行君） 産業観光部長。 

○産業観光部長（二ノ宮栄治君） 先ほどからご質

問のあります面積要件でございますが、黒磯地区

の農地の約でございますが、半分がまだ地籍調査

未完了ということでございまして、実際の農家の

田んぼの田づらといいますか、田づらと登記簿上

の公図とが合っておりません。極端なことを言う

と、それぞれ筆の３筆の中の一部分で１つの田ん

ぼができているというようなことがございまして、

面積がきちんと把握できていないというようなこ

とでございますが、片や登記簿の台帳で申告する

という形もございますが、それを行いますと、大

体面積がそれは少ないということになりますと、

今度は農務課の方に水田台帳というがございまし

て、この台帳に少なく申告すると、稲のつくれる

田んぼの面積が少なくなります。 

  そういうふうに両方の作用が働きまして、おお

むね申告が現地に合っているというようなことで、

現況、地図等も参考にしながら、余りにも違うも

のは現地に赴いて現地調査をしてくるというよう

なことで、県の方でもそれでいいでしょうという

ことで、ことしは受け付けしていただいた経過が

ございます。 

○議長（植木弘行君） 11番、木下幸英君。 

○１１番（木下幸英君） わかりました。 

  そういうことが事実だとすれば、今後やはり合

併をしたということになりますから、早急にそう

いうこともやはり実施をしていただきたいという

ふうに要望をしておきたいと思います。 

  それから、次、この取り組みの活動状況、そし

て審査あるいはたまたま現時点では県の審査は書

類の審査だけだというような先ほどお答えがあっ

たかと思います。現地での審査というのは、市で

何か現地を訪れて、こういうもの、あくまで書類

審査になってしまうのかなと思いますけれども、

抜き打ち的な審査とか、そういうものはあるのか。
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それから、先ほど何でしたか、何かそういうもの

があるということも聞きましたが、その辺のとこ

ろ、抜き打ちの検査とか、そういうものはあるん

ですか。 

  そして、なおかつ私は思うんですが、取り組み

団体の関係者の担当部署との懇談会というか、そ

ういう実施状況とか、そういうものの開催はした

方がよろしいというふうに、私の個人的ではなく

て、私どもの取り組みの団体責任者もおっしゃっ

ておりましたので、その辺のことについてはどう

いうお考えでしょう。 

○議長（植木弘行君） 産業観光部長。 

○産業観光部長（二ノ宮栄治君） 市の方でも抜き

打ちの検査ということは考えておりませんで、要

は、皆さんの方でここの水路とここの田んぼの畦

畔を管理しますよ、年何回草刈りをやりますよ、

堀さらいを何回やりますよという形でやっていた

だければ結構だということで、ただ、その関係の

書類等はきちっと整えておいてくださいと。例え

ば、後で会計検査が入っても、堀さらいをそのと

きやっているということはあり得ませんで、きち

っとやりましたというものを書類上きちっと整え

ておいて、そのとおりやっていただければいいと

いうことでございまして、それから、それに当た

りましては、きちっとした写真管理というものを、

わかりやすく言うと証拠写真をきちっと撮ってい

ただきたいというような指導もしてございます。 

  そのようなことで、特に各地区の事務担当者の

方につきましては、内容を理解するまで間は毎週

のように市の方に来ていただきましていろいろと

指導したというようなことで、やっと本格的にス

タートしているというようなことで、まだわから

ないようなことがありますれば、私の方から出向

いていって説明を行いたいと思いますので、その

ように考えております。 

○議長（植木弘行君） 11番、木下幸英君。 

○１１番（木下幸英君） この取り組みの中で、私

ちょっと思うんですが、この取り組みは自然環境

を取り戻すんだと。一方、農家、高齢化あるいは

コストの削減ということから、田んぼの土手の草

刈り、農道の草刈りとかいうふうなことを極力今

度はコストを下げる、除草剤をまくというような、

そういうことも考えられます。しかし、一方では

草を生やしてそれを刈りなさいという二律背反と

いうことになりますね。ですから、草を生やして、

それを刈りなさい、それに金を出しましょう。一

方で、コストを下げるために除草剤をまく。こう

なってくると、我々農業者はどういうふうにした

らいいのかというのが一つ考えられるんです。で

すから、その辺のところもある程度きちんとしな

いと、例えば草刈りに、３町歩つくったら１日ど

のくらいという計算もできます。多い人ですと、

年間４回ぐらい刈ったと。そうすると、例えば一

回り回るのに４日か５日かかると。そうすると、

４日から５日かかると。すると、20日も草刈りを

しているというような計算になるわけですから、

この辺のところも、我々も考えますから、皆さん

もそういうことでご指導をいただければというふ

うに思っています。 

  次に、市で19年度予算の中に一般会計の歳出の

部分で農林水産費ですか、１項６目、その中で農

地費ということで黒磯の部分で農地・水・環境保

全向上対策事業県協議会支出金ということですか、

3,221万6,000という金額が載っていますが、これ

についてご説明をいただきたい。 

○議長（植木弘行君） 産業観光部長。 

○産業観光部長（二ノ宮栄治君） この金額につき

ましては、国が２分の１、県が４分の１、市が４

分の１ということで、県の協議会にそれぞれの負

担割合を負担しまして、それが４分の４となって、
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それぞれの地区に戻ってくるというようなことで

ございまして、これは本市が負担する４分の１の

部分でございます。 

○議長（植木弘行君） 11番、木下幸英君。 

○１１番（木下幸英君） そうすると、一応去年取

り組んだという面積等もおおよそ把握したという

ことでの予算ということでよろしいわけですね。 

○議長（植木弘行君） 産業観光部長。 

○産業観光部長（二ノ宮栄治君） 去年取りまとめ

をした金額ということで、今年度になって若干違

っておりますので、それらは最終的に今後変更し

ていきたいと思っております。 

○議長（植木弘行君） 11番、木下幸英君。 

○１１番（木下幸英君） それでは、最後にこの項

についてなんですが、今後新たに来年度からです

か、取り組む団体が何団体かあるわけです。そう

いうことに関して、最後の年度、要するに５年間

はやりなさいよ、何でかんでやってください、た

だし、当初の５年間のところで補助金はおしまい

ですよ、残りの後から出た分に関しては５年間、

あくまでだと。あと１年間はお金がないんですよ

ということについてなんですが、これがそのとお

りだとすると、私どももちょっと不安なんですが、

そういうことですから、遂行しなくてはならない

んですが、その辺のところを市ではどんな方向で、

幾らか出す気なんですか、それとも、その辺どう

なんですか。 

○議長（植木弘行君） 産業観光部長。 

○産業観光部長（二ノ宮栄治君） 最初から国の方

で約束でございまして、途中から参加した場合は

５年間は必ずやってもらうということで、補助金

の出る期間は今おっしゃいますように、来年度か

ら始まるところは４年しか出ないけれども、５年

間はやってもらうというのが義務でございまして、

その後どうするんだというのは、先ほど答弁しま

したように、これからの要望活動というようなこ

とで考えていきたいと思います。 

  以上でございます。 

○議長（植木弘行君） ここで10分間休憩いたしま

す。 

 

休憩 午後 ３時０２分 

 

再開 午後 ３時１２分 

 

○議長（植木弘行君） 休憩前に引き続き会議を開

きます。 

  11番、木下幸英君。 

○１１番（木下幸英君） 時間も経過しております

ので、私のメーンなんですが、ちょっと消化不良

ではあるんですが、今後住民を巻き込んだ、子供

会あるいは老人クラブとか、そういうものを巻き

込んだ運動ということになりますので、この事業

が自然環境を大切にするという意識が盛り上がれ

ばというふうに期待をしておりますし、執行部の

皆さんもそういうことでご指導をいただきたいと

いうことで、この項については終わりといたしま

す。 

  次に、平地林の減少について、それから公園の

整備についてということで、先ほどここにちょっ

と第１次那須塩原市の基本計画、憩いの空間づく

り、安全で便利なまちづくりということの中で述

べておられます。 

  ちょっと朗読させていただきますが、「本市は、

田園風景や平地林などの緑の空間や、那珂川に代

表される水辺の空間に恵まれていますが、開発に

よる平地林の伐採や水辺の管理に関する問題が生

じています。また、地域の特性を活かした様々な

公園や広場などが整備され、多くの市民の散歩や

レクリエーションを楽しむ場として利用されてい
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ますが、一方では、施設・設備の老朽化の進行や

民間開発公園の市への移管増加により、維持費の

増大や管理が行き届かないといった問題も発生し

てきています」というようなことで問題を指摘さ

れておりまして、公園の整備ということにも触れ

ておられます。 

  そこで、先ほど烏ケ森公園については、前後す

るんですが、平地林については、先ほどおっしゃ

られましたように、今後いろいろと対策をしてい

くんだということなんですが、逆転の発想で、公

共用地に隣接した平地林ですか、そういうものは

伐採された。逆に、造林という手もあるというふ

うに思いますが、その辺のことについてはどうで

すか。 

○議長（植木弘行君） 産業観光部長。 

○産業観光部長（二ノ宮栄治君） 先ほどご答弁申

し上げましたとおり、市の方に伐採届というもの

が提出されますが、その折、間伐なんですか、皆

伐なんですか、造林計画はどうするんですかとい

うような形で伺っております。どうしても全部切

ってしまうんだというような方がかなり、実際の

ところは半分以上だというような状況でございま

して、それをもう一度造林というような形で残し

てくれるというのはなかなか難しいことと思って

おります。 

  ただ、今後とも残しておきたいという考えには

変わりはございませんので、それらについては、

今後も山林所有者の理解を得るように努力したい

と思います。 

○議長（植木弘行君） 11番、木下幸英君。 

○１１番（木下幸英君） この問題に関しては、や

はり固定資産税あるいは遺産相続税というものが

大いに絡んでいるというふうに、現実にそういう

人たちが森林を伐採しているというような状況も

あります。このことについては、持ち主にそうい

うものの意思がありますから、何とも言えないん

ですが、そういうことも踏まえて、できるだけ残

すような指導を今後ともよろしくお願いをしたい

と思います。 

  次に、大山墓地の問題についてということなん

ですが、先ほど部長の答弁ですと、今、大山家の

娘さんですか、その方にお話をして、こちらへ連

絡が来るのを待っているんだというようなお話が

ございました。私、この件について、ある関係者

に行ったと。今回、先ほどちょっと私聞き漏らし

たのかどうなんだかわからないんですけれども、

新たに今の状況から、また６棟建てたいんだとい

うような申請がなされたと。これについては現在

どうなっているんですか。 

○議長（植木弘行君） 教育部長。 

○教育部長（君島富夫君） 今のお話、現在入り口

の方にアパートが２棟建ってございます。それで、

先日、８月１日に大山さんがおいでになったとき

には、まだ奥の利用については確定ではない。け

れども、大山さんの意向としては、同じものを建

てたいんだと、こういう話でありましたけれども、

今おっしゃったように申請等は一切出ていません

ので、まだはっきりした決定といいますか、そう

いうものはされていないというふうに私の方は理

解をしております。 

○議長（植木弘行君） 11番、木下幸英君。 

○１１番（木下幸英君） 確定ではない。そういう

情報は今持っているという状況だと思うんですが、

この問題についてはもうちゅうちょしていてはど

うしようもない。相手が来るのを待っているんだ

と。要するに、余り言うとあれなんですが、積極

的に働いて、要するにあの人たち、我々の一般の

考え方とまた違うと思うんですよ。ですから、市

ではあくまで保持していくんだという強い意思で

固定資産税の減免あるいはそれなりの何がしかの
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金銭的なもの、そういうものも考えて、しっかり

した、もう絶対にあれ以上はあれしないんだとし

て、せっかく田園空間事業ですか、その中の目玉

でもあるわけですから、そうしたしっかりした、

そういうお考えはどうですか。固定資産での減免

とか、あるいはそれなりの助成ということで、あ

そこの整備をしていくと。 

○議長（植木弘行君） 総務部長。 

○総務部長（田辺 茂君） お答えをいたします。 

  大山墓地の課税対象となる地目でいきますと、

宅地があったり、あるいは山林があったり、ある

いは墓地がありますね。その課税客体はそれぞれ

分かれておりますけれども、それを減免する考え

はどうかということですが、あくまでやはり申請

減免ですから、申請があった段階で判断せざるを

得ませんけれども、状況からして、すべてが減免

の対象になるというのは非常に難しい状況かなと

いうふうに考えます。 

○議長（植木弘行君） 11番、木下幸英君。 

○１１番（木下幸英君） そうすると、たびたび質

問にあるわけで、今回もそういうわけなんですが、

私はあくまであそこを今の状態から、もう住宅な

り何なりにして、後退をさせてはいけないという

思いでいっぱいなので、今後とも、総務部長の話

ですと、その対象にならないし、そういう考え方

はしていないというようなニュアンスの言葉があ

りましたが、それでよろしいということなんです

か。部長、どうですか。 

○議長（植木弘行君） 総務部長。 

○総務部長（田辺 茂君） 正式に、先ほども申請

減免、制度上の話を申し上げましたけれども、あ

の物件に対する減免をしようかどうかという議論

はしておりませんけれども、現況課税ですね、固

定資産税は。現況課税を考えますと、墓所の入り

口だったところが現状宅地に変わっている。そう

いったものを含めて一体化した中で、どういうふ

うに減免をしていくかということになりますと、

非常に難しい判断があるかと思います。ですから、

そのことについて事細かにこの場で減免に対する

考えを的確にお話しするというのは非常に難しい

ことだと思います。 

○議長（植木弘行君） 11番、木下幸英君。 

○１１番（木下幸英君） これも不毛の、というこ

とになってしまうので、極力そういう方向で、ま

だ大山家の人たちとは会っていない、要するに今

回約束した中でまだ会っていないということなの

で、今後そういうことも含めて、いろいろ話し合

う余地もあると思うんです。ですから、そういう

方向で、もうあれ以上あの森を後退させては困る

というような考え方で臨んでいただきたいという

ふうに思います。これを教育部長さんに強く要望

しておきます。いいです。結構です。 

  それでは、烏ケ森神社あるいは常盤ケ丘という

ことになりますが、烏ケ森公園の水道の水源地、

きれいに整備されて遊歩道だの何だのあります。

そういった中で、有刺鉄線の中に得体の知れない

物体があるということは、甚だ私らから見てもい

かがなものかと。近代遺産にして残しておくんだ

というんだったら話はわかります。ただ、好奇心

がてらに子どもたちがそこへ入って、もしものこ

とがあったらということも考えられますので、そ

の辺は十分お考えいただきたいし、早急に何とか

対策を講じていただきたいと、これも要望とさせ

ていただきます。 

  それから、常盤ケ丘については、私はあれだけ

の史跡ですから、買えとは言いません。ただ、何

らかの方式、要するに大山公園の墓地みたいに何

もしないで指をくわえていて、あっと言う間に住

宅が建ってしまう、そんな状況もあるわけです。

事実、不動産業者があそこに、要するに住宅を建
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てたいと、そういう経過もあったわけです。です

から、大山墓地の二の舞を踏まないためにも、ぜ

ひともそういうことで対策を講じていただきたい

ということなんですが、改めてまたそのことにつ

いてお伺いをしたいと思います。 

○議長（植木弘行君） 教育部長。 

○教育部長（君島富夫君） 常盤ケ丘につきまして

は、多分現地はご存じだと思いますけれども、面

積が指定になっております面積１万2,436平米と

いうことで、その周りががけ地といいますか、雑

木林になってございます。それを面積で見ると１

万1,000ぐらいありますので、約半分といいます

か、あの山全体からいえば約半分が民地になって

いるという状況であります。そういうことで、そ

の保存といいますか、景観を守るということにな

れば、最終的には市有地にならなければ、これは

民地ですから、どうしようもない。開発してもら

うにしても、民地には権利がございますので、い

きませんので、最終的に守るということになれば

買収しかない、このように考えられるわけでござ

います。ですから、その辺も含めて、今後よく検

討させていただきたい。この面積がかなり大きい

ものですから、なかなか難しい問題はあると思い

ますけれども、ただ単に守れと言われても、なか

なか最終的なものは権利ですので、その辺をよく

勘案しないと、相手方のある話ですから、その辺

も十分相手方にもお会いして、そういうものへご

協力をとりあえずいただくしかないだろうと、こ

ういうふうに思っております。 

○議長（植木弘行君） 11番、木下幸英君。 

○１１番（木下幸英君） わかりました。 

 でき得る限り、当事者、あそこに地権者もおるわ

けですから、特にあそこに長延寺、お寺もありま

す。そして、新たにお寺でも今度は無縁墓地をあ

そこの中段につくりたいというような話もありま

した。ですから、できるだけ地権者に顔を合わせ

て、いろいろと常に接触していっていただきたい。

それが今問題になった大山さんの問題とか、そう

いうことにならない一つの要件であると思います

ので、今後も引き続きそういうことでお願いをで

きればと思っております。 

  それでは、この公園については終わりというこ

とでございますが、次に産業廃棄物対策について

ということなんですが、これはきのう、それから

本日と対策室の設置が急務であるというふうに私

は常々思っておりました。幸いそういうことでで

き上がったというのは、非常に私も喜んでいる。

この項については答弁は要りません。 

  次に、下水道の整備について、先ほど二区、そ

れから北二つ室ということの農集については、い

ろいろアンケートや何やらということで、農集の

目的からはもうとうに外れているんだということ

のようで、雑排水、浄化槽の設置、それはほとん

どいっているということで、引き続きそういう浄

化槽で対応していきたいというようなお話がござ

いました。私も、実は農集のこの事業が調査段階

に入る前に説明を受けたわけです。その後、私も

地域外ということで説明もなかったので、後で聞

いたらばそういうことだったよということだった

んですが、そういうことであるならば当分はとい

うことになるわけで、農集はもう廃棄すると。 

  ただ、事業自体がまだ期間が残っているわけで

す。ですから、その後については引き続き、合併

浄化槽、そういうことで対応していくのか、それ

とも新たな事業を展開するのか、その辺のことに

ついてどうなんでしょうか。 

○議長（植木弘行君） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（二ノ宮栄治君） 農集につきまし

ては、先ほどのアンケートの結果、また国の要件
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等から見まして、農家の割合が50％以上でないと

できないということでございますが、当地区は

26％しかないということでございまして、当然国

の基準を満たさないということでございますので、

今後もできないと思います。 

○議長（植木弘行君） 11番、木下幸英君。 

○１１番（木下幸英君） わかりました。 

  それと、西那須野西部地区、先ほど市道幹Ⅰ－

７ですか、それが上がって通称日光街道、それを

今年度通過していくんだというお話でございまし

た。昨年の３月の定例でこの下水道の問題につい

て、今後事業認定期間の前にきちんとしたいんだ

というお答えがあったようですが、それを私ども

信用してよろしいのか、そこら辺のところ。 

○議長（植木弘行君） 建設部長。 

○建設部長（向井 明君） 特環の二つ室の幹線の

整備状況でございますけれども、本年度は、幹Ⅰ

－７を北上いたしまして国道461号線の横断工事

を実施していると先ほど申し上げました。国道

461号線から、さらに市道Ｎ幹Ⅰ－７を北上いた

しまして、市道Ｎ幹Ⅱ－４の交差点がございます。

あそこまで大体1,700ｍございますが、それを整

備するのに、最短で計算いたしましても約４年か

かるというような状況でございます。そういった

ことで、４年ということになりますと、大体あそ

こまで1,700ｍだと23年度までかかるという状況

にございます。そういったことで、今後とも早期

の整備について努力していきたいとは思っており

ますが、昨年度の結果とちょっとずれますが、そ

れにつきましてはやはり特定環境保全公共下水道

の区域が石林地区とか、そういったところも一緒

に含めてやってございますので、そういったとこ

ろで若干仕事が分散したということもございまし

て、補助枠とかそういったものもございますので、

若干おくれているというような状況にございます。 

○議長（植木弘行君） 11番、木下幸英君。 

○１１番（木下幸英君） わかりました。 

  それでは、その期限内にできるだけ努力してほ

しい。これにはモグラでないけれども、ただ掘っ

ていけばいいという状況ではないので、金のかか

ることは私らは重々承知しています。 

  ところで、大田原と接している幹Ⅰ－７ですか、

それから17号とか、そういうものが私どもの市道

で、その中に大田原市の上下水道が布設されてい

る。そして、それが私どもの市側で利用できない。

相手の大田原市側でそれの供用を受けているとい

う状況もあります。そういう住民感情からしても、

でき得る限り早くやってもらいたいというのが住

民の願いでございます。 

  先ほど言われましたように年月もかかる、それ

から金もかかるということでございますので、そ

れはいたし方ないことであろうかと思いますが、

例えば今度事業認可を受けていて、今もう古くな

って、要するに浄化槽、昔の浄化槽は今の合併で

はないので、そういう人たちが住宅団地の中で多

いわけです。それを更新したいという方がいっぱ

いございます。そうすると、特環下水道が来るの

か、あるいはこれから合併浄化槽に切りかえるの

かということで悩んでいます。そして、その中で

合併や事業認可を受けている地域、区域というの

は補助の対象にならないんです。これはご存じの

とおりでありまして、その辺の対応についてはど

うなんですか。 

○議長（植木弘行君） 建設部長。 

○建設部長（向井 明君） 議員ご指摘のように、

認可区域につきましては、合併浄化槽の補助対象

にならないということでございます。そういった

ことで、我々もなるべく早く下水道整備を急ぎた

いとは思っておりますが、先ほど申し上げたよう

な状況等もございまして大変難しい状況にありま
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すので、もう少々待っていただくというような状

況になりますので、よろしくお願いしたいと思い

ます。 

○議長（植木弘行君） 11番、木下幸英君。 

○１１番（木下幸英君） やってくれと言っても金

と時間のかかる話でありまして、合併浄化槽につ

いても、いろいろ何か今後新しい市になったんだ

し、事業認可区域は旧西那須野町の時代に策定し

たものであるし、新たな考え方で、発想でやって

いただければというふうに思います。いろいろと

環境問題、今、産業廃棄物の問題とか下水の問題、

そういうもの、それから安全・安心ということで

非常に関心が高まっております。今後とも私ども

もそういう考え方で努力していきますが、ひとつ

今後ともよろしくお願いをいたします。 

  甚だ消化不良なんですが、以上をもちまして私

の質問のすべてを終わります。ありがとうござい

ました。 

○議長（植木弘行君） 以上で、11番、木下幸英君

の市政一般質問は終了いたしました。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◇ 鈴 木   紀 君 

○議長（植木弘行君） 次に、６番、鈴木紀君。 

〔６番 鈴木 紀君登壇〕 

○６番（鈴木 紀君） 皆さん、こんにちは。 

  本日最後の登壇となりました。議席番号６番、

鈴木紀です。最後をしっかりと締めていきますの

で、よろしくお願いいたします。 

  初めに、１、環境行政について。 

  (1)ごみの減量、資源化について。 

  ①容器包装リサイクル法施行により、本市のリ

サイクルの今後の取り組みについてお伺いいたし

ます。 

  現在、63億人が暮らしている地球上で、８億人

もの人々が飢餓に苦しんでいます。栄養不足によ

る病気などが原因で600万人もの子どもたちの命

が失われている現実があります。新聞報道で食べ

残し対策の記事が掲載されていましたが、国民全

体で毎日３食のうち１食分の食料が食べずに捨て

られているという記事でした。食べ残しの食料が

あれば、飢餓に苦しんで命を落とす子どもをどれ

ほど救えるのか、考えさせられました。 

  また、国内では毎年約3,500万ｔ以上のごみが

家庭から排出されています。そのうち容積比で約

60％、重量で23％が容器包装廃棄物のごみです。

これらのごみを減量し、資源へとリサイクルする

ために、1995年、平成17年に導入されたのが、容

器包装リサイクル法です。この法律により、ペッ

トボトルの回収率は1997年度9.8％だったのが、

2004年度は62.3％となり、リサイクル効果はあり

ました。しかし、１日１人当たりの出すごみの量

はほとんど変わっていませんでした。 

  急増するレジ袋やトレイ、ペットボトルなど容

器包装廃棄物の大幅削減を目的に、本年４月に改

正容器包装リサイクル法が施行されました。改正

の中身は、年間約300億枚とも言われるスーパー

のレジ袋など容器包装の使用抑制を事業者に促し、

その取り組みが不十分であれば、勧告、公表、命

令が行われます。加えて、有料の容器包装にも事

業者に再商品化を義務づけています。また、現行

では、各市町村は分別収集した容器包装廃棄物に

ついては、分別基準に適合した状態となるように

選別を行うこととされています。しかし、特にプ

ラスチック製の容器包装については、リサイクル

が好ましいが、実際には異物の混入などにより再

利用が難しいため、事業者においては分別収集、

選別、管理しやすい製品の開発を進められており

ます。 

－148－ 



  レジ袋などのプラスチック製容器包装の減量と

しては、使用を制御し、排出量を制限することで

ありますが、日常の暮らしに非常に身近な存在で

あるために、消費者を初めとする関係者の意識の

向上が重要なテーマになることと考えます。 

  その他、リサイクル可能な製品の分別、排出を

徹底し、市町村においては質の高い分別収集、選

別、管理を行う必要があると思います。本市にお

いても、その他プラスチック製容器包装について

は、可燃ごみに混ぜて焼却時の熱を発電などに利

用するサーマルリサイクルを進めることになりま

した。 

  また、平成12年６月に循環型社会形成推進基本

法が制定され、この法律が基本になり、平成15年

３月には循環型社会形成推進基本計画が策定され

ました。各種リサイクル法とも相まった循環型の

構築のための取り組みが進められてきました。 

  本市においても、本年３月から平成31年度を目

標年度に、一般廃棄物処理基本計画が、(1)ごみ

の減量、資源化の推進、(2)環境負荷の少ないご

み処理システムの構築の２本を柱として策定され

ました。実施計画は若干弱気かなとも見受けられ

ますが、いずれにしろ、これからが一般廃棄物処

理基本計画に沿って、それ以上にごみの減量化、

そして資源化の推進に向けて実行していくことが

肝要であります。また、自分たちのできるところ

から実行していくことも大事なことと考えます。 

  そこで、本市としてリサイクルにどう取り組ん

でいくのかお伺いいたします。 

  次に、②の生ごみ処理容器の目的と効果につい

て、また今後の利用促進に対する考えと取り組み

についてであります。 

  本市のごみ排出量は、事業系が約30％、家庭系

が約70％で、その家庭系ごみの75％が可燃ごみと

なるわけです。可燃ごみの中身は、生ごみ約40％、

資源ごみが21％、その他不燃ごみ、粗大ごみとな

ります。この生ごみを減少させた場合、堆肥とし

て使用していただいたときの生ごみはゼロ、機械

式生ごみ処理器で処理したときは約７分の１に減

少すると言われております。自分の家庭菜園で堆

肥として利用していただければ、ゼロであります。

生ごみとして出しても７分の１の量にしかなりま

せん。これを単純に300人、400人と利用していた

だけたなら、相当な経費節減であり、発生抑制に

はかなりの効果が期待できると思います。 

  広報５月20日号に機械式生ごみ処理器、生ごみ

処理容器設置費補助金交付の案内が掲載されてい

ました。一般廃棄物処理基本計画の中でも、ごみ

の発生抑制として、家庭用生ごみ処理容器等の購

入補助により生ごみの資源化を図るとありますが、

本市の考えをお聞かせください。 

  次に、③の庁舎前フリーマーケット開催に当た

り、申し込みの問い合わせ状況についてでありま

す。 

  庁舎前については市民広場的な要素もあると思

いますが、本年度より再使用、再利用として、フ

リーマーケットの開催支援とうたっておりますが、

現在まで問い合わせがあったのかどうかお聞かせ

ください。 

  次に、④レジ袋削減のためにマイバッグ運動に

どう取り組んでいるかについてお尋ねをいたしま

す。 

  レジ袋は１年間に約300億枚、１人１日約１枚

がごみになり、金額で約600億円が使われている

と言われております。杉並区では年間約3,000ｔ、

ごみ収集車で3,000台が捨てられ、処理に１億

5,000万円の税金が使われています。名古屋市で

は、家庭ごみとして出るレジ袋は年間10億枚、約

7,000ｔが捨てられていると報道されていました。

マイバッグ運動もまだ緒についたばかりですが、
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全国各地の小売店でも受け取りを断るとポイント

がたまる制度や持ち帰り専用のためのかごの貸し

出し、また実験的にレジ袋の有料化も始まってい

ます。実験前は約20％だったマイバッグ持参率が

80％強に上昇した結果も出ているようです。本市

のマイバッグ運動、レジ袋削減に向けての取り組

みをお聞かせください。 

  次に、２の飲酒運転防止についてお伺いいたし

ます。 

  皆様も先月の報道で、福岡飲酒ひき逃げ死亡３

児の一周忌法要のニュースを目にしたことは記憶

に新しいものと思います。この事故は、福岡市の

博多湾にかかる海の中道大橋で、昨年８月に一家

５人が乗った乗用車が飲酒運転の、当時福岡市職

員の車に追突され、湾に転落、当時４歳、３歳、

１歳の子どもたちのとうとい命が絶たれた痛まし

い事件であります。 

  しかし、またことし８月に、同じ福岡市職員が

飲酒運転をして事故で逮捕という、また年齢は42

歳、そんな年齢の方が駐車料金を惜しがり、駅ま

で後日とりに行くのが面倒だとの理由だったそう

です。自分と家族たちの一生と飲酒運転をはかり

にかけたわけです。自分のエゴであり、事故を起

こさなければ大丈夫という、自分だけはまだこの

くらいなら大丈夫という過信が、飲酒運転につな

がったと思います。また、そこには飲酒運転は絶

対にいけないという意識は全くなく、市職員とし

ての規範もありません。自分に歯どめをきかせる

だけの理性がないと思います。 

  いずれにしろ、後から、あのときしなければよ

かったと後悔して泣いても遅い。また、先月も冬

のオリンピック候補選手がバイクの飲酒運転で逮

捕され、テレビで泣いて謝罪をしていましたが、

当然厳しい結果になったと思われます。 

  海外では日本以上に飲酒運転による事故が社会

問題化しており、中でもアメリカでは、飲酒運転

防止装置の普及が進んでいるようです。アルコー

ル・イグニッション・インターロックと言われる

仕組みで、アルコール検知器を登載した車と言っ

ていいと思います。アルコールを検知すると、エ

ンジン始動のためのイグニッション器具がロック

され、エンジンがかからない装置です。日本でも

最近、実験車ができてきました。こうした装置の

義務づけが法制化されれば、飲酒運転防止に役立

つと思いますが、しかし、現実にはまだまだ時間

はかかると思われます。飲酒運転に対する罰則の

引き上げや、酒類、車両の提供者、同乗者に対す

る罰則の新設などが盛り込まれた改正道路交通法

が、今月、９月1９日に施行されます。飲酒運転

による交通事故の発生件数は、昨年度で約１万

1,600件、罰則強化などで減少傾向にある反面、

悪質なひき逃げ事件などは増加傾向にあると言わ

れております。 

  ちなみに、酒酔い運転の罰則は、現行では３年

以下の懲役または50万以下の罰金から５年、100

万に、また酒気帯び運転は１年、30万から３年、

50万に引き上げられます。これによって、６月施

行の刑法改正で創設された自動車運転過失致死傷

罪との併合で、酒酔い運転による死傷事故の最高

刑は懲役10年６カ月に、酒気帯び運転は懲役10年

となりました。さらに、飲酒運転者が事故を起こ

した際、刑罰を恐れて現場から逃走するケースが

多発していることから、救護義務違反に対する罰

則も、５年以下の懲役または50万以下の罰金から

10年以下の懲役または100万円以下の罰金へと制

度が強化されました。 

  本市においても、那須塩原警察署主催で飲酒運

転根絶連絡会議の開催がされたと伺っております。

本市の飲酒運転に向けて、①の市民に対して、②

の市職員についての取り組みについて、２点お伺
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いいたします。 

  以上で１回目の質問を終了いたします。 

○議長（植木弘行君） ６番、鈴木紀君の質問に対

し、答弁を求めます。 

  市長。 

〔市長 栗川 仁君登壇〕 

○市長（栗川 仁君） ６番、鈴木紀議員の市政一

般質問にお答えをいたします。 

  私からは、２の飲酒運転防止についてお答えを

いたします。 

  市民に対する飲酒運転防止の取り組みについて

でありますが、本市では警察、交通安全協会など

の関係機関、団体で構成する那須塩原市交通安全

対策協議会において、那須塩原市交通安全市民総

ぐるみ運動実施計画を策定いたしております。こ

の計画に基づき、５月、７月、９月、12月の年４

回、期間を設定し、関係団体等と連携をとりなが

ら、飲酒運転の追放や交通事故防止のための広

報・啓発活動など、「交通安全市民総ぐるみ運

動」を展開しているところであります。 

  具体的には、啓発用チラシの新聞折り込み、広

報などによる啓発や、運動期間中における交通安

全パトロール車による巡回・広報、飲酒運転撲滅

キャンペーンのほか、啓発用品配布による街頭啓

発などを行い、飲酒運転防止について啓発活動の

実施をしているところであります。 

  また、去る６月30日に開催いたしました交通安

全推進市民大会において、飲酒運転の交通事故被

害者による講演などを実施し、さらに９月３日に

は警察署主催で飲食店組合を含めた関係団体の飲

酒運転根絶対策連絡会議を開催し、酒類提供者へ

の罰則新設を盛り込んだ改正道路交通法の説明、

飲酒運転根絶対策の事例紹介や、飲酒運転根絶宣

言などを行ったところであります。今後とも関係

団体と連携をしながら、飲酒運転撲滅に向け啓発

に努めてまいりたいと考えております。 

  また、市職員に対しての飲酒運転の防止につき

ましては、部長会議や通知などによりまして、機

会あるごとに周知をいたしております。 

  また、昨年10月に処分の基準を見直し、飲酒運

転のうち酒酔い運転はすべて懲戒免職とし、酒気

帯び運転は減給、停職、免職のいずれかとするな

ど、その処分を重くしておりますので、職員に対

する飲酒運転防止の意識づけになっているものと

思っております。 

  このほかにつきましては、生活環境部長より答

弁をいたさせます。 

○議長（植木弘行君） 生活環境部長。 

○生活環境部長（松下 昇君） 私の方からは、１

番目にあります環境行政のごみ減量、資源化の推

進についてお答えをいたします。 

  初めに、容器包装リサイクル法の施行による本

市のリサイクルの今後の取り組みについてですが、

那須塩原市の一般廃棄物の処理については、本年

３月に廃棄物処理法に基づく一般廃棄物処理基本

計画を策定したところであります。この基本計画

によりごみの減量化・資源化を推進するため、市

民、事業者及び行政が一体となってごみの排出抑

制、リデュースといいますが、再利用、リユース、

再生利用、リサイクルの３Ｒ運動に取り組むこと

としております。 

  この中でリサイクルに関する取り組みにつきま

しては、一般廃棄物処理基本計画の基本理念を踏

まえ、容器包装リサイクル法に基づく那須塩原市

分別収集計画を策定したところでございます。こ

の分別収集計画は、大量消費・大量廃棄を見直し、

ごみをつくらない生活を通して、ごみを可能な限

り再利用するための分別方法を定めたものでござ

います。 

  具体的には、缶、瓶、紙類、ペットボトルなど
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の分別について、広域第２期ごみ処理施設の平成

21年度稼働に照準を合わせ、分別の徹底を全市で

取り組むこととしております。 

  次に、生ごみ処理器の目的と効果についてです

が、家庭から排出される生ごみの堆肥化等を促進

し、生ごみの減量を図ることを目的としておりま

す。効果につきましては、ごみステーションへの

生ごみの排出が減少するとともに、生ごみ処理器

でつくった堆肥が自家菜園等に活用されていると

ころでございます。これまでも広報誌等でＰＲに

努めておりますが、今後ともさらなる利用促進を

図ってまいります。 

  次に、庁舎前駐車場につきましては、今年度か

らリサイクル活動をしている団体にフリーマーケ

ットの会場として貸し出すこととしており、８月

20日に広報及びホームページで周知したところで

ございます。８月末現在、電話による問い合わせ

が１件ありましたが、使用申し込みはまだありま

せん。今後、フリーマーケットの開催がふえ、リ

サイクル活動が活発になることを期待していると

ころでございます。 

  次に、マイバッグ運動の取り組みにつきまして

は、全国生活学校連絡協議会が主催し、その下部

組織である那須塩原市生活学校が、手づくりのマ

イバッグを配布する活動やレジ袋の削減などに取

り組んでおり、市もその活動の支援をしていると

ころでございます。 

  本年度は７月１日から12月31日までの期間を定

め、レジ袋減らし隊運動が全国的に展開されてお

り、本市でも那須塩原市生活学校が市内外のスー

パー等に協力を求めるなど、精力的に活動をして

いるところであります。この運動は、スーパー等

で買物をする際、「レジ袋使わないから はんこ

ください」という名のカードに店のはんこをもら

い、削減できたレジ袋の数量を全国集計するもの

でございます。市でもごみ減量対策の一環として、

全職員に対し「レジ袋減らし隊」運動に参加協力

を求め、レジ袋の削減に取り組んでいるところで

ございます。 

  以上で答弁を終わります。 

○議長（植木弘行君） ６番、鈴木紀君。 

○６番（鈴木 紀君） それでは、順次再質問をさ

せていただきます。 

  まず最初に、容器リサイクル法についてなんで

すが、平成17年度から、たしか西那須野の方では

集団資源回収事業が始まっていると思うんですが、

この件に関してはこれから順次やっていくのか、

その点をまず１点お聞かせください。 

○議長（植木弘行君） 生活環境部長。 

○生活環境部長（松下 昇君） お答えをいたしま

す。 

  この事業につきましては、新たに始めたものと

いうものではございませんで、合併のときのすり

合わせの中で、各市町の取り組みに相違がありま

した。その調整がなかなか図れないという中で、

西那須野においては元気なまちづくり基金という

ものがございまして、運動の継続をしていこうと

いうことで特別配慮した事業となっております。 

  なお、ご存じのように、我々今回つくりました

基本計画によりましては、こういう事業は非常に

大切なことだということで、全市に広げていくと

いうことで検討しております。その実施年度につ

きましては、基本的には第２期の始まるところと

いうふうな形で現在まで進んできておりますけれ

ども、なお中身につきましては、毎年できるかど

うかも含めまして、現在再検討をしているところ

でございます。 

  以上でございます。 

○議長（植木弘行君） ６番、鈴木紀君。 

○６番（鈴木 紀君） いずれにしろ、ごみをまず
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減らすというものが第一義にあると思うんですが、

そういう中においては、それぞれが、一般廃棄物

処理基本計画の中にもありますけれども、意識づ

けが一番大事ではないかと言われておりますけれ

ども、そういう中において、１つには情報提供と

いうものがまたきちんと載っておるんですが、も

っと具体的にわかりやすいイラストとか、そうい

ったものを入れていただいて、できるだけわかり

やすいような、そういう形で広報なりインターネ

ットなりに入れていただくと、また意識的に違う

のかなと、そういうものが１つあります。 

  それと、これもお聞きしたいんですが、この中

にも環境学習というものがありますけれども、具

体的には啓発としてどういった形を進めていくの

かお伺いいたします。 

○議長（植木弘行君） 生活環境部長。 

○生活環境部長（松下 昇君） お答えをいたしま

す。 

  ご質問のとおり、大変意識づけというものが非

常に大切だと思います。先ほどもご質問の中にも

一部触れていらっしゃいましたけれども、残念な

がら、現在の分別でやっている中でも、資源に回

せるものが普通の燃えるごみの中に混ざっている

量がたくさんあります。ですから、これをやめる

のには、やはり市民の方々の意識づけが非常に大

切だというふうに思っております。 

  そこで、わからなくて入れてしまったという方

もいらっしゃるかと思いますので、今度、今まと

めております分別計画の市民への啓発関係、それ

から説明会等も来年度あたりは本格的に入ってま

いります。その中では、今お話にありましたよう

なイラストとか、ごみの分別事典とか、いろいろ

なアイデアを駆使いたしまして、だれにでもわか

りやすくて実施可能な改正になっていく必要があ

るというふうに思って、それに取り組んでまいり

たいと思っております。 

  ２点目にありました環境学習につきましては、

一般的な環境学習につきましては、現在も進めて

おります。それぞれの、自然環境の大切さからご

みの問題から含めて、機会あるごとに学習をやっ

てみたり、それから環境の関係の団体のご協力を

仰いで独自にやっていただいたり、そういうもの

もやっています。 

  それから、特に第２期につきましては、施設整

備の中でもそういう環境学習の拠点にしていきた

いという発想で、第２期をただごみを燃す施設だ

ということではなくて、環境を改めて考える施設

だというふうに位置づけもありますので、一部教

育委員会等の子どもの教育等にも絡ませながら、

そういうものも教育委員会とよく相談しながら発

想をしておりますので、大人も子どもも含めて市

民への啓発に努めてまいりたいというふうに思っ

ております。 

○議長（植木弘行君） ６番、鈴木紀君。 

○６番（鈴木 紀君） 今、お話の中で環境学習の

中で教育委員会という話が出ましたけれども、ま

だ施設の方が、見学とか視察とか言っていても、

なかなか、限られた人というふうに限定されてし

まうのかと思うんです。そういう中においては、

本当に小学生の時分のうちからきちんとした、地

球温暖化防止という部分の大きい目的もあります

し、環境学習というものが非常に重要になってく

るのではないかと思うんですが、そういったとこ

ろで、子どもたちの環境学習という部分において

は重要な件だと思うんですが、生活環境部長、そ

の点だけお聞かせいただければと思います。 

○議長（植木弘行君） 生活環境部長。 

○生活環境部長（松下 昇君） 子どもたちの教育

関係は部門が教育委員会になりますので、別途答

弁が必要ならばしていただきたいと思いますけれ

－153－ 



ども、我々環境行政を進めている中では、やはり

小さいころからの、言葉が正しいかどうかわかり

ませんが、しつけというレベルでの、よくごみを

ぽいっと捨ててしまうような、簡単に川に流して

しまう、そういうようなものはやはりまずいこと

だというふうに教育がしっかり進めば、大人にな

ってからもそれを生かして、環境を守るという流

れになってくるかと思います。単純になかなか難

しい部分ももちろんありますけれども、そういう

地道な日常的な教育活動というものも環境を守る

ためには非常に大切なことだというふうに認識を

しております。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） ６番、鈴木紀君。 

○６番（鈴木 紀君） 今、答弁ありましたように、

小さい子どものうちからの環境学習が大事だとい

う部分においては賛同していただいたんですが、

教育長におかれましては、そこについての考え方

をお聞かせください。 

○議長（植木弘行君） 教育長。 

○教育長（井上敏和君） ただいまの関連につきま

して、お答えいたします。 

  ただいま生活環境部長さんから、小さいころか

らのしつけが肝心だと。大人になって、この環境

を守るという姿勢は小さいうちからということで、

まさしく学校教育現場におきましても、そのよう

なことを実施しております。 

  小学校１、２年生はまだ低学年ですので、３年

から６年までの全学年、これに関しまして社会科

の学習の中、それから総合学習の中等で環境教育

に取り組んでいるところでございます。市内全小

学校25校全校がこれに関して実施をしております。 

  また、中学校10校におきましても、全中学校が

今度は小学校を土台としながら、中学校では生徒

会を中心とした実践力の育成ということで取り組

んでいるところでございます。社会科の中身に関

しまして、社会科の教師と、それから教育委員会

の指導主事共著で編さんをしております「私たち

の那須塩原」という副読本を利用しまして、その

中には那須塩原の歴史・文化・伝統、そして生活

環境、もろもろのものがそこに掲載されておりま

すが、そのうちの環境教育の中では、旧西那須野

町の清掃センター、塩原町、黒磯市のそれぞれの

清掃センターの仕組みと活動の様子、そしてどの

ようにしてごみが処理されているかというふうな

ものを理解する、そして、なおかつ、社会科の実

際の校外学習として、それらの施設を見学に訪れ

るというふうなところ、それを重ねます。その結

果、意識づけと、それから習慣化が小さいころか

ら図られるというふうな考えのもとで指導に当た

っているところでございます。 

  また、教育委員会としましても、校長会議、そ

れから教育委員会の学校訪問等におきまして、こ

の環境教育が実際になされることをつぶさに観察

しておりますので、今、環境部長が言われたとお

りの小さいころからのしつけということを実際に

は実践しているところでございます。 

  また、それを指導する教職員にあっては、市の

環境基本計画の教育と、それから学習の方針とい

う項目がありますが、それを受けて、学校ででき

ること、それから家庭でできることという項目ご

とに、特に学校では二、三例を挙げますと、空き

教室の電気は消しましょう、むだな水はとめまし

ょう、ごみの分別をしましょう、それから給食は

残さず食べましょう、いろいろなことを約束事で

教師を中心に指導しております。 

  また、家庭との連携におきましては、先ほど申

し述べました副読本の中で、私の家のごみ調べ、

そういう項目がありまして、児童と、それから家

庭の親御さんと同時に、自分のうちのごみの状況
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をチェック表に一覧にして再認識を図らせるとい

うふうなことも取り組んでおりまして、今のとこ

ろ、生活環境部長の言う環境教育も、実際に現場

としてはなされている状況でございます。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） ここで10分間休憩いたしま

す。 

 

休憩 午後 ４時０３分 

 

再開 午後 ４時１３分 

 

○議長（植木弘行君） 休憩前に引き続き会議を開

きます。 

  ６番、鈴木紀君。 

○６番（鈴木 紀君） 先ほど教育長の方の答弁の

中で、各生徒さんがごみ清掃センターとか家庭の

中で、自分のうちの中でできる項目という形で何

点かやっていると伺ったんですが、そういう中に

おいて、もうちょい広げて、自分のうちはもちろ

んのこと、自分の家庭から両隣二、三軒の方に協

力していただいて、さっき出たようなごみを分別

しているのかとか、小まめに電気を消しているの

かとか、そういった聞き取り調査というのではな

いんですが、四、五点ほど取り上げてやっていく

ことが、結果的には両隣の人に自分の子どもとい

うものを知ってもらうとか、そういう部分におい

ては、安全とか安心とかいう部分にも一つにはつ

ながるのかなと。 

  それと、もう一点は、そうやって子どもが隣へ

行って聞くことによって、その中でもやはり意識

づけというものもできるのではないかなと思うん

ですが、その点に関してはいかがでしょう。検討

材料になるのかなと思うんですが、お聞かせいた

だきたいと思います。 

○議長（植木弘行君） 教育長。 

○教育長（井上敏和君） 先ほどの説明の中で、両

隣とか生活場面の関連という形では、今のところ

はまだ持っていっておりません。３、４年生では

あくまでも意識づけと、それから実践力を高める

ための方策ということで学習しているところでご

ざいます。今後、各学校の取り組みにゆだねると

ころでございます。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） ６番、鈴木紀君。 

○６番（鈴木 紀君） よろしく検討のほど、お願

いしたいと思います。 

  それでは、次の生ごみ処理容器についてお伺い

いたします。 

  先日、農務課の方にお聞きしに行ったわけなん

ですが、市民農園という形では、那須塩原市内に

おいては282区画あると伺っておるんですが、そ

ういう方たちの中においても、実際にごみ処理容

器を使ったものの中から堆肥にしているのかとい

うと、決してそうではなくて、ホームセンターへ

行って肥料を買ってきて自分の畑に植えているの

ではないかなと思う面もあると思うんですが、そ

ういう面に関しては、そういうところから、営業

ではないんですが、セールスというか、そういっ

た部分もどうかなと思うんですが、そういう営業

的な部分をまず最初に知っていただくのはどうか

なと思うんですが、どうでしょうか、生活環境部

長。 

○議長（植木弘行君） 生活環境部長。 

○生活環境部長（松下 昇君） なかなか難しい、

私どもでは答えにちょっと詰まるわけでございま

すけれども、コンポストや機械処理によって堆肥

ができるわけで、それを小さな花壇とかでは使い

切れない部分が出る可能性が十分ありますので、

その辺につきましては、庭が広ければ家庭菜園で
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も使えるでしょうし、ただ、市民農園でそこらを

回していくというのは、家庭から違う家庭へ引き

渡すというのはなかなか難しいのかなとは思いま

すけれども、その辺はやっている方の独自の考え

で処理をしていただければなと。こちらから何か

あっせんするというのは、事務的にもなかなかで

きないと思います。 

  私がいろいろ見ている範囲では、市民農園の中

にコンポストを置いてやっている方は見受けてお

ります。それから、一部ではそれも活用しながら、

うちから持ってくるのはちょっと大変だと思うん

ですが、そうやっている方も実例としては見受け

しておりますので、そういう意味で、我々の仕事

も市民農園の方で活用されているのかなというふ

うな自覚はあります。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） ６番、鈴木紀君。 

○６番（鈴木 紀君） 産業観光部長にお聞きした

いんですが、そういう意味では、市民農園の方、

現在では多分満杯になっているのかなと思うんで

すが、もし空きができたとか、何か問い合わせが

あったときには、こういったものもあるんですよ

という形で、営業なんかはどうなんでしょう。そ

こら辺はひとつお聞きしたいと思います。 

○議長（植木弘行君） 産業観光部長。 

○産業観光部長（二ノ宮栄治君） 空きの市民農園

についてですが、今のところ12カ所ほどあいてお

ります。今言ったように、コンポストの話でござ

いますが、やり方としては、先ほど環境部長が答

弁しましたように、市民農園にコンポストを置い

てやる方法と、自宅に置いてできた堆肥を市民農

園に持っていくということで、いずれも市民農園

と自宅との間の交通手段というものが地理的に近

いとか、そういうものが影響すると思いますが、

そういうことで、生ごみ処理という観点から、そ

れらの人にＰＲできるようなことがあれば、考え

ていきたいと思います。 

○議長（植木弘行君） ６番、鈴木紀君。 

○６番（鈴木 紀君） よろしくお願いしたいと思

います。 

  ただ、機械式の処理容器なんですが、これは容

積といいますか、そういうものが７分の１ぐらい

になりますので、１カ月ぐらいまとめて持ってい

くことも可能かと思いますので、そこら辺のとこ

ろもひとつ検討のほどよろしくお願いしたいと思

います。 

  次に、その経費についてなんですが、ちなみに、

那須塩原市においては１ｔ当たりの処理経費が約

３万円弱ということで、この生ごみなんですが、

単純計算ですけれども、あくまでも４人家族で１

日出す生ごみの量が平均約700グラムというんで

す。これで那須塩原市において機械式処理器が、

昨年とことしで103台、これは18年度末現在なん

でしょうか、103台購入されているんですが、100

台と仮定しても、これがすべて堆肥となったらば

約76万円が経費削減になるという計算が、大雑把

な計算なんですが、これが毎年100台、200台、

300台とふえていくことによって、経費が76万の、

次年度は倍になりますから、152万ぐらいですか。

３年目は約228万円ぐらいの、大まかな数字です

が、節約になると言われている中で、ことしの広

報なすしおばら５月20日号で、機械式生ごみ処理

器の補助金交付ということで、機械式が50機、コ

ンポストが20機ということなんですが、数字的に

は購入していただく台数が少ないのではないかな

と。 

  もっともっと予算を立てて購入していただくよ

うにしていただくことによって、相当経費も削減

されるのではないかなと思うんですが、台数的に

購入していただく台数が、一昨年が66台で去年が
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47台では少な過ぎるのではないかと思うんですが、

そこら辺の広報活動といいますか、もう少し力を

入れてもいいんじゃないかと思うんですが、この

点についてはいかがでしょう。 

○議長（植木弘行君） 生活環境部長。 

○生活環境部長（松下 昇君） お答えをいたしま

す。 

  予算につきましては、前年度実績等を参考にし

ながら、過大に予算を確保、取得というわけにも

いきませんので、実績に見合った数値ということ

で今年度も確保してございます。 

  ちなみに、ご質問でありました、２年間だけし

かさかのぼってありませんけれども、旧黒磯地区

は新しい制度だということになりますが、全体で

ちなみにお話ししておきますが、機械式につきま

しては、市内に606台、それから生ごみ処理器に

つきましては4,786機出ています。というのは、

西那須野地区は古くからやっておりましたし、そ

ういうものも合計すると、市内にはたくさんのご

み処理器が活用されている。ただ、実証的に古い

ものも、我々の方で点検して歩いているわけでは

ございませんので、廃棄されたものも耐用年数に

よってはあるかもしれませんので、全部がフル活

動しているとは思っておりませんけれども、そう

いう分野もありますので、なかなか新しく予算を

たくさんとって、ぜひともという活動といいます

か、啓発も大事だと思いますけれども、とりあえ

ず現在のところは予算の中できる範囲のご希望を

承っているというふうにご理解いただきたいと思

います。 

○議長（植木弘行君） ６番、鈴木紀君。 

○６番（鈴木 紀君） すみません、今の数字なん

ですが、私どもの方でいただいた資料によります

と、機械式処理器、17年度が66台、18年度が47台

ということになっているんですが、今何か6,600

とか4,700台と伺ったんです。 

〔「今までの」と言う人あり〕 

○６番（鈴木 紀君） ああ、そうですか。わかり

ました。 

○議長（植木弘行君） 生活環境部長。 

○生活環境部長（松下 昇君） 私の発音が悪かっ

たかもしれませんが、過去の、要するに新制度で

合併して17年度から、多分黒磯地区のことを頭に

入れて17年度から新しい制度ができたのかなとい

うところで、多分私の方の部の方のを紹介したと

きにも17、18をお聞きになっていったと思います

が、過去にも制度を合併前にやっておりまして、

それらを足すと、機械式は今まで交付したものが

市内に606台あるというふうに申し上げたつもり

で、もし間違った場合につきましては、当方の言

い方が悪かったかもしれませんので、おわびいた

します。 

○議長（植木弘行君） ６番、鈴木紀君。 

○６番（鈴木 紀君） わかりました。すみません。 

  では、次のフリーマーケット開催支援なんです

が、先ほど問い合わせが１件ということなんです

が、ちなみに、結構ほかの地域といいますか、那

須町の友愛の森とか、あとはつい最近では、つい

最近でもないかもしれないんですが、関谷の消防

の演習、大会のときにもたしか若干のフリーマー

ケットが何件か来ていたんですが、そういう事業

所というか主催者といいますか、そういったとこ

ろの情報を集めて、どうだろうかという形で進め

ていくのも、やはり再利用、再使用という形にお

いては必要ではないかなと思うんです。これは同

じようにまた営業という形になってはしまうんで

すが、そういったアピールといいますか、そうい

うものも必要になってくるのではないかなと思う

んですが、若干弱気かなというふうに思われる節

もあるんですが、そこの点についてはいかがでし
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ょう。 

○議長（植木弘行君） 生活環境部長。 

○生活環境部長（松下 昇君） お答えをいたしま

す。 

  フリーマーケットにつきましては、各所でかな

りやられているというふうに私自身は理解をして

おります。私の住んでいる西那須野地区でも、商

工会とか消費者団体とかが公園とかを借りて実施

しておりますし、イベントのときにもこういうも

のをやるんだというような話も聞きましたし、話

がちょっと飛びますけれども、去年、産廃の関係

の青木地区のいろいろなイベントの中でもフリー

マーケットをやったんだという話も聞きますし、

そういうふうにいろいろな形で実施をしていただ

いているんだなということで、市民活動につきま

して感謝をしているところでございまして、余り

少ないというふうな意識はありません。一部、逆

に言うと、商売でやっているフリーマーケットも

どきのものが出てきている近ごろ、昨今のような

形で、それが本当に再利用になっていれば、もち

ろん問題ないわけですけれども、いろいろな形で

市内では展開されているというふうに理解をして

おります。 

○議長（植木弘行君） ６番、鈴木紀君。 

○６番（鈴木 紀君） 了解しました。 

  できるだけ、先ほども言いましたが、市民広場

的な要素もあると思いますので、よろしくお願い

したいと思います。 

  次に、レジ袋削減のためのマイバッグ運動につ

いてお聞きしたいんですが、先ほど生活学校の中

で、スーパーへ行ったときに自分のごみ袋を持っ

てくればスタンプを１つ押していただけると。そ

れを、行きつけの方だと思うんですが、たしか私

もいただいたんですが、行きつけの方に持ってい

って、その後、マイバッグの方になるのかどうか、

よく詳しいことはわからないんですが、そういう

中において、あれはスーパーにおいてスタンプを

押してくれる。 

  そういう中において、こう言ってはなんですが、

我々もそうなんですが、燃料に例えるならば、１

円でも２円でも安いところに燃料を入れに行くと

いう部分で考えると、やはりメリットという部分

が当然それにあるのではないかなと。そういうこ

とを考えた場合に、例えばあるスーパーでスタン

プを押していただいて、それが５枚集まったと。

そういう中において那須塩原市の施設、例えば長

寿の湯センターですとか華の湯だとか足の湯にし

ろ、グリーングリーンもそうなんですが、そうい

うところの施設において５人ぐらいまで無料サー

ビス券という形でやっていただけると、自分のマ

イバッグ運動としてスーパーに持っていく率がふ

えるんじゃないのかなと。また、そういう中にお

いて、那須塩原市に住んでいても、なかなか塩原

の方まで足が向かない。そういう中において、で

は無料だから足の湯へ入ってくるかとか、行けば

必ずお金も落ちるのではないかと思うんです。そ

ういう形において、そういったスーパーとの連携

と、また那須塩原市内においての施設への無料提

供という部分が何らかの形で、難しいことは別に

しても、そういうことができるのであれば、そう

いった形でマイバッグ運動を進めるのもいかがか

と思うんですが、ひとつ検討材料になるかどうか

お聞かせください。 

○議長（植木弘行君） 生活環境部長。 

○生活環境部長（松下 昇君） ご質問の趣旨は、

行政でもこのマイバッグ運動、レジ袋の削減の動

機づけのために支援策として考えたらというご提

案だと思います。趣旨については十分行政で支援

できる一つの方策だとは思いますけれども、なか

なかそれを何百円かの入場料をただにするとかと
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いうのは、管理の問題もありますし、また一方、

やはり何でもお金がもらえればやるというのもい

かがかなと。これは市民のためにやっていること

になりますので。 

  ぜひとも業者の独自の努力、または本来ならば

レジ袋が有料化されるなり、排出の段階で、製品

の段階で出てこない仕組みが一番大切で、最後、

処理するところで後々我々はいろいろ細かい展開

をしているわけですけれども、基本的には最初の

出す側の問題も解決していかなければ、多分レジ

袋の問題は市民がコツコツとやっていくことは非

常に大切でありますので、これも我々は進めてい

きますけれども、そこら辺もあわせもってやって

いく必要があると思っています。 

  ですから、当面、何個集まったらば市のどこど

この施設がただにできるというのは、なかなか難

しい話なのかなというふうに思っております。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） ６番、鈴木紀君。 

○６番（鈴木 紀君） 実は、環境省で、皆さんご

存じだと思うんですが、私のチャレンジ宣言とい

うものがあるんですが、この中で、１人１日１㎏

を目標に二酸化炭素、ＣＯ２の削減ということで、

私がこれだけやると１日750グラム削減しますよ

とチャレンジ宣言をすることによって、各飲食店

なり、那須塩原市においても何軒か協賛している

ところがあるんでしょう。そういうところが、あ

るものによっては150円になるとか、いろいろな

裏はあるにせよ、こういったものだけだって、チ

ャレンジ宣言というものだって、そういった協賛

をしてくれる会社があるということに関しては、

難しい部分もあるんだろうとは思うんですが、ス

ーパーさんとか商工会にしろ、そういったところ

で連携し合えば何とかなるのではないのかなと単

純に考えてはいるんですが、やはり難しいことな

んでしょうか。もう一回お聞かせください、すみ

ません、しつこくて。 

○議長（植木弘行君） 生活環境部長。 

○生活環境部長（松下 昇君） 施設の使用料関係

につきましては、私どもの生活環境部が判断する

内容ではございませんので、ここでどうのこうの

と言うのがもちろんできない話なんですが、環境

側から各部の管理している施設に対して、レジ袋

のはんこを何個もらってきたら、ただにしてくだ

さいというようなアクションは起こすようなアイ

デアにはなり切れないのかなというふうに感触と

してつかんだので、そう話しているだけで、市全

体で議論になりましてそういう発想が出てくれば、

環境側でそんなことをやる必要はないという発想

はもちろん持っておりません。 

  ただし、なかなかいろいろな管理の問題、それ

から受益者負担等の問題等、いろいろさまざまな

問題等もありますので、業者さんが自主的にいろ

いろなことをやっていただく。それを評価して、

そこに買物に行けば、そこが売れる。ではレジ袋

は出さない方向でいこうというように仕向ける方

策も考えて、生活学校は、私どもは動いているん

ですよという話もしていただきました。ですから、

女性の方が中心に動いておりますけれども、そう

いう方策も含めて動いていただいていますので、

レジ袋の有料化に向けてとか、そういう大きな話

も含めて、いろいろな活動を総合的にして、レジ

袋が減っていけばいいなということで、今回の小

さな動きが全国の動きになっておりますけれども、

そういう一つ一つを重ねていくことによって、象

徴的に言われているレジ袋の削減ができて、容器

包装とか、そういう意味のプラスチック類のごみ

が減っていくという方向にいくんだなというふう

に理解して、私どもも協力体制に入っている。職

員全体にも生活環境部から、ぜひともこの運動に
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協力していただきたいということで呼びかけをし

て、まずは自分からやっていこう、市役所職員か

ら、まずは隗より始めよではありませんけれども、

少しずつでもやっていこうという姿勢を見せてい

るつもりでございます。 

  以上でございます。 

○議長（植木弘行君） ６番、鈴木紀君。 

○６番（鈴木 紀君） 今言われたように、市の職

員の中からもかなりマイバッグ運動には協力して

いただけるという話なんですが、産業観光の方の

部長さんにおかれましては、そこら辺のところの

協力という形になった場合に、いかがに考えられ

るでしょうか、お聞かせいただきたいと思います。 

○議長（植木弘行君） 産業観光部長。 

○産業観光部長（二ノ宮栄治君） 産業の面からど

うだろうという考えでございますが、産業という

ことは商行為という中から考えていきますと、当

然事業者も、それらの施設を無料にするに当たっ

て応分の負担をという形になると思うんですけれ

ども、何せレジ袋そのものが１円から２円という

ことは、100個集めても100円か200円ということ

になりますと、500円の入場料を、市も応分の負

担をするということになっても、実質的に100個

も200個もという中で計算上成り立つのかという

ことになりますので、いわゆる啓発という考えの

中でまた別に考えられるかと思うんですけれども、

今言っているように産業の中でどうだろうという

ことになると、なかなか難しいのではないかと思

います。 

○議長（植木弘行君） ６番、鈴木紀君。 

○６番（鈴木 紀君） わかりました。 

  今、啓発という言葉が出ましたけれども、そう

いう点から考えて研究していただきたいと思いま

すので、よろしくお願いしたいと思います。 

  次に、飲酒運転防止についてお尋ねいたします。 

  まず、市民に対してなんですが、先日、真岡市

のことが載っていましたけれども、真岡市では自

分のところの自治会といいますか、まず自分の自

治会からは飲酒運転を出さないという形で載って

いたのですが、そういう中においては、やはり市

内においても15公民館という施設があるわけです

から、そういう中からひとつ自治会に呼びかけて、

どうだろうかと、そういった運動も一つかなと思

うんですが、この点についてはいかがでしょう。 

○議長（植木弘行君） 生活環境部長。 

○生活環境部長（松下 昇君） 大変ありがたいご

提案だと思います。私も同様なことも考えており

まして、ことしも、昨年もですが、全自治会長さ

んを集めていろいろな説明をする機会があります。

その中で私は、自治会長さんに地域のリーダーと

して、ぜひとも飲酒運転等の防止について、常日

ごろ集会がよく自治会でありますから、そういう

ときに一言でもいいから声をかけてくださいとい

う話をさせていただいております。これはまた市

の重点事業の２つのうちの１つということで、お

話をさせていただいております。 

  真岡につきましても、隣組が、市役所職員の例

の事故の隣の自治会がそういう宣言をしたという

話を聞いております。そういうことで、みずから

市民が他人事ではないということでやっていただ

くことは、非常にいいことでありますので、私も、

やり方についてはいろいろあるかと思いますが、

自治会長さん等にお話をする機会がある限り、こ

の件につきましてはお話ししていきたいと思いま

すし、市長などもよくあいさつの中でもそういう

話をしていただいておりますので、私どもの業務

にも、市長も先頭になってやっていただいている

というふうに理解をしてございます。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） ６番、鈴木紀君。 
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○６番（鈴木 紀君） ありがとうございます。ひ

とつよろしく啓発運動の方をお願いしたいと思い

ます。 

  次に、市の職員のことについてなんですが、酒

酔い運転の体験できるゴーグルというのがあるら

しいんです。ゴーグルをつけることによって、酒

気帯び運転になるというか、そういった体験がで

きるゴーグルがあるらしいんですが、それをでき

るならば購入していただいて、全職員にそれを体

験していただくというのも一つかなと思います。 

  それと、もう一点は、若干子どもじみているか

もしれないんですが、模造紙に、一番上に飲酒運

転防止と、真ん中に誓いというものを入れて、各

部課で署名運動をして、通用門、通用口といいま

すか、そういうところに張っておくのも、子ども

じみたことかもしれないんですが、そういう中で

やっていくことも一つではないかなと思うんです

が、２点ほどお聞かせいただきたいと思います。 

○議長（植木弘行君） 総務部長。 

○総務部長（田辺 茂君） お答えをいたします。 

  体験ゴーグルの話は私も承知しておりませんで、

不明を恥じるしかありませんけれども、これにつ

いては今後研究をさせていただきたいと思います。 

  また、法令遵守あるいはみずからを律するとい

う意味での規範意識の高揚のために誓約書を書く

とか、廊下等に掲示するという方法をとっている

自治体もあるようには伺っておりますが、先ほど

も市長からお答えしていましたように、あらゆる

機会をとらえて、酒酔い運転あるいは酒気帯び運

転の防止を呼びかけておりますけれども、課を単

位とした飲食を伴うような会合の場合には、当然

車に乗ってくるな、乗ってきた場合はかぎを預か

るとか、そういう予防策ももちろん講じられるわ

けですが、何せ就業時間を終えた個人の行動まで

はなかなかそこまで立ち入って規制するのは難し

いところです。やはり、愚直にも繰り返し繰り返

し周知を図っていくことが肝要かなというふうに

思っております。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） ６番、鈴木紀君。 

○６番（鈴木 紀君） それでは、最後になります

けれども、栗川市長におかれましても、少なくと

も那須塩原市の職員からは飲酒運転は絶対出さな

い、そういう決意があると思うんですが、その決

意をお聞かせいただいて、私の一般質問を終わり

にいたします。 

  よろしくお願いいたします。 

○議長（植木弘行君） 市長。 

○市長（栗川 仁君） 市の決意ということでござ

いますけれども、先ほどから飲酒運転の話につい

てさまざま出ておるわけでございます。各種団体

等々が飲酒運転撲滅のために活動もいたしており

ますし、当然行政といたしましても、趣旨の徹底

を図っておるわけでございます。 

  そういう中で、なぜ飲酒運転が起きてしまうの

かなというふうに改めて感じるわけでございます。

多分子どもでも、酒を飲んだら運転しては悪いと

いうのは、小学生以上の子どもだったら認識はし

ていると思います。当然、免許を持っている方々

も全部認識しているのだろうというふうに思って

おります。そういう中で起きてしまうということ

は何なのかなと。やはり規範意識が薄いのかなと

いう部分があるわけでございます。当然、そうい

うことになりますと、やはり啓発をやらなくては

ならない。やっていても、またそれでも啓発をや

らなくてはならないという状況にあるのかなとい

うふうに思っております。 

  まず、さまざまな団体がそういう意識を持つ以

前に、家族の中で一番考えてもらいたいなと。一

人一人が事故あるいは飲酒運転等に遭った場合、
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お互いに被害者なんですね。事故を起こしたり、

飲酒運転をやって物事がそういうことになったと

いうことになりますと、起こした方が加害者で、

受けた方が被害者という以前に、どっちも被害者

になってしまうんだと。起こした方の家族も本当

に大変な思いをしなくてはならない。そういう意

識を家族の中で持っているということになります

と、一番減らすのに早い道なのかなというふうに

思っております。そういう意味では、家族の中、

そういう中でも、常にそういうものを話題として

取り上げていただきたいというふうに思っており

ます。 

  市役所も一つの事業所あるいは一つの家族だと

いうことになりますと、お互いの中でそういうも

のを常に意識をしながら、今後とも撲滅のために

頑張っていきたいというふうに思っております。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） 以上で、６番、鈴木紀君の

市政一般質問は終了いたしました。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎散会の宣告 

○議長（植木弘行君） 以上で本日の議事日程は全

部終了いたしました。 

  本日はこれをもって散会いたします。 

  ご苦労さまでした。 

 

散会 午後 ４時４３分 
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